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 序

　本報告書は、平成 23 ～ 27 年度の 5 年間にわたって実施した「東アジア広域環境研究プログラム」 

の研究成果を取りまとめたものです。
　東アジア地域では急速な経済発展に伴って様々な環境問題が顕在化し日本にも影響を及ぼして
います。そこで、東アジアにおける代表的な広域環境問題である大気・海洋汚染を対象とし、観
測やシミュレーションを統合して汚染の実態や発生メカニズムの解明を行い、環境負荷とその応
答の関係を定量的に評価できるシステムを構築しました。
　大気汚染を対象とした研究では、半球規模から北東アジア、都市域までのマルチスケールの観
測を実施し、その結果に基づいて大気質モデルを改良し、近年の大気汚染トレンドの再現と大気
汚染に対する国内外の寄与割合の解明、オゾンの植物への影響、粒子状物質の健康影響などを明
らかにしました。海洋汚染に関しては、中国長江流域での観測に基づく汚濁負荷量の予測モデル
の構築、東シナ海域での観測や室内実験に基づいた陸棚域での生態系の実態解明を行い、陸域の
負荷がもたらす海洋環境の応答予測モデルを構築しました。更に、社会環境システム研究センター
と連携して、近未来（2030 年）における大気汚染物質と水質汚濁物質の排出動態に関する将来
シナリオを構築し、本プログラムで開発したマルチスケールでかつ多くの媒体を包括する大気・
陸域・海洋モデルを連結して、東アジアにおける環境を予測しました。特に大気・陸域の汚染防
止対策を行うことによって実現される環境保全に対する効果を定量的に評価しました。
　本研究の成果は、東アジアの大気・陸域・海洋の環境を統合的に管理するための総合的な施策
を検討するうえで役に立つものと確信しています。
　最後に、本研究をすすめるにあたり、国内外の大学、各種研究機関、国内の地方自治体の研究
機関をはじめ、多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここに深く感謝いたします。

　　　平成 28 年 11 月

国立研究開発法人　国立環境研究所　　　　　　　 

理事長　住　　　明　正　
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1　東アジア広域環境研究プログラムの概要

1．1　研究プログラム全体の目的と構成

　東アジア地域では急速な経済発展に伴って様々な環境問題が深刻化し、それが広域越境汚染のような具体的な問題と

して我が国にも影響を及ぼしている。そのため、東アジアにおける持続可能社会、及び、広域越境汚染の Win-Win 解

決に向けた 2 国間・多国間の枠組みを構築するための中長期戦略を提示することが強く求められているが、その基礎と

なる問題発生に関する科学的知見、及び人間活動による環境負荷と広域汚染の定量的関係を評価する科学的手法の開

発・活用が不十分な状況にある。

　そこで、第二期中期計画におけるアジア自然共生研究プログラムの蓄積をもとに、東アジアにおける代表的な広域環

境問題である大気・海洋汚染を対象とし、観測とモデルを統合することにより、これらの問題の発生メカニズムを解明

する。汚染発生に関わる空間スケールの重層性を考慮したマルチスケールモデルを構築し、大気から海洋と陸域への物

質負荷も考慮して、環境負荷と広域環境応答の関係を定量的に評価すること目的とした。更に、「環境都市システムプ

ログラム」や社会環境システム研究センターと連携して削減シナリオの提示及びその影響評価シミュレーションを実施

し、東アジアの広域環境問題の解決に資することを目的とした。

　研究プログラムの構成は以下のとおりである。プロジェクト 1 では「観測とモデルの統合によるマルチスケール大気

汚染の解明と評価」というテーマで主に大気環境の汚染を取り扱い、その下に 3 つのサブテーマを配置した。プロジェ

クト 2 では「広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明」というテーマで、主に陸域から河川

を通して海洋に至る汚染を取り扱い、その下に 3 つのサブテーマを配置した。サブテーマも含めたプログラムの構成を

図 1 に示す。

プロジェクト 1：観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価

　東アジアではオゾン・エアロゾルの前駆物質排出量が急増し、地域規模で大気汚染が深刻化している上、半球規模で

大気質が変化している。このような状況下、日本においてもオゾンの環境基準見直しの機運が高まるとともに、PM2.5

の環境基準が新しく制定された。しかしながら、オゾンや PM2.5 に関する大気汚染には、国外からの越境汚染に加えて

国内における生成も影響するため定量的理解が困難である。そこで本研究では、地上・船舶・航空機による野外観測、

宇宙からの衛星観測、全球・領域化学輸送モデルを統合的に使用して、半球／東アジア／日本域のマルチスケール大気

汚染の実態と発生機構を解明するとともに、将来予測と対策シナリオ・影響の評価を行う。それにより、東アジア地域

における広域大気環境管理のための国際的枠組みの策定に寄与する研究を行った。

図 1　東アジア広域環境研究プログラムの全体構成
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プロジェクト 2：広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明

　東アジア陸域起源の汚濁負荷増大が東シナ海陸棚域における赤潮発生等の広域海洋環境劣化を引き起こしていること

が懸念される。本プロジェクトでは、東シナ海や日本近海の環境保全、あるいは中国国内の汚濁負荷削減施策の推進に

資することを目的として、長江流域圏の汚濁負荷推計、海域への汚濁輸送と海洋生態系への影響機構の把握、陸域起源

汚濁負荷が及ぼす海洋環境への影響評価のための数理モデルの開発を行う。特に、陸域汚濁負荷推計では、土地利用や

環境政策の変化に応じて予測可能な手法の確立と将来の陸域負荷削減シナリオを提示し、海洋生態系モデルとの連携に

より、陸域・海域の統合的広域環境管理オプションの定量的な評価を行った。

1．2　研究プログラムの成果の概要

1．2．1　プロジェクト 1「観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価」

　アジアにおけるオゾンや PM2.5 のトレンドや年々変動、半球規模におけるアジアの発生源の寄与に関する理解が進ん

だ。また、アジア大陸からの越境汚染の影響を強く受ける九州地域において大気汚染物質の観測と粒子状物質の健康影

響調査を行った。また、マルチスケールの化学輸送モデルを用いた解析がさらに進んだ。

　具体的には、アジアにおけるバックグラウンドオゾンが過去 20 年間にわたって増加してきたこと、その増加は欧米

における減少傾向と比較して対照的であることが明らかとなった。PM2.5 については、日本の南方ではアジア大陸起源

の寄与が大きい一方、北方ではシベリアの森林火災の寄与が大きいことが分かった。また、これらオゾンや PM2.5 の前

駆物質である揮発性有機化合物や窒素酸化物について、中国やシベリアにおけるバイオマスバーニングからの排出イン

ベントリを評価するとともに、年間排出量を見積もった。

　北部九州地区において粒子状物質の総合的観測を行い化学組成や粒子の混合状態、鉛直および空間分布の知見を得

た。黄砂情報、微小粒子状物質の質量濃度、および化学組成のデータと、福岡及び熊本県内の健康アウトカム情報を結

合し、粒子状物質の健康影響に評価した。PM2.5 の影響は福岡で見られ、黄砂の影響は熊本、福岡で見られた。

　全球規模及び領域規模の大気化学輸送モデルからなる、東アジアを対象としたマルチスケールの大気質計算システム

が構築され、2000 年代以降における東アジアの大気質再現実験を実行し、他サブテーマ等で得られた観測データとの

比較による検証、地域別の排出量に関する感度実験、将来対策シナリオの評価実験などを行った。植物に対するオゾン

影響を評価し、ブナを対象としてその影響の大きい地域を明らかにした。また、オゾンに対するストレス反応の結果生

じる遺伝子発現の変化などを明らかにし、ブナにおけるオゾンストレスの診断手法として利用できる可能性を示した。

サブテーマ（1）大陸規模モニタリングによる半球規模大気汚染の時空間変動の解明

　衛星、地上、船舶などの観測に基づき、半球規模の大気汚染の実態と発生機構を解明した。アジアにおけるバックグ

ラウンドオゾンの長期変化傾向は、過去 20 年間にわたって増加してきたことが、欧米における観測データとの比較研

究から確かめられた。急激な経済成長を遂げる中国の越境汚染が考えられ、モデルでは定性的な増加傾向は説明可能で

あるものの、半分程度しか再現できず、今後の観測データとモデル改良の努力が望まれる。また、PM2.5 には長期変化

傾向が見られなかったが、とくに日本の北方で、大きな増加が見られる年があり、モデルと衛星データを用いて調べた

ところ、シベリアの森林火災が PM2.5 の環境基準レベル超過に影響していたことが分かった。また、オゾンやエアロゾ

ルの生成に重要な窒素酸化物（NOx）や揮発性有機化合物（NMVOCs）について、衛星観測や野外観測のデータを利用

して、シベリアと中国におけるバイオマスバーニングからの排出インベントリを評価するとともに、年間排出量を見積

もった。NMVOCs については、多くの成分で概ね整合的であったが、これまで考慮されていなかった成分や、過大ま

たは過小評価だった成分が見いだされた。NOx は過去の報告が過小評価だった可能性が指摘された。こうして既存の排

出インベントリを改良することにより、サブテーマ（3）でのモデルによるオゾンやエアロゾルの再現性が高まった。

サブテーマ（2）アジア地域における包括的観測による日本への越境大気汚染の実態解明

　粒子状物質（PM2.5）の観測から都市大気における越境大気汚染の影響を把握するとともに、粒子状物質がもたらす
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健康影響調査をした。福岡県の福岡大学においてエアロゾル質量分析計などを用いて、微小粒子状物質の化学組成とガ

ス状物質の観測を行った。北部九州地区では冬季から春季にかけてイベント的に高濃度になる場合もあるが、平均的な

濃度はおおむね同程度であった。因子分析の手法を用いて解析したところ、春季に日本西方からの越境輸送が卓越する

場合には、都市大気においても長距離輸送の影響が 80％以上と推定された。PM2.5 濃度別の化学組成分析では、濃度が

高い場合（35 µg/m3 以上）では硫酸塩と酸化された有機物の割合が高く、濃度が低い場合（10 µg/m3 以下）では硝酸塩

と酸化されていない有機物の割合が高くなった。PM2.5 濃度が高い時は越境大気汚染の影響が大きいことが化学組成か

らも明らかとなった。

　個別粒子の分析手法（ToF-SIMS）を用い粒子の混合状態を調べたところ、長崎県福江島では黒色炭素を含む粒子の

割合が 25％となり、越境大気汚染の影響を受けていることが分かった。金属元素の解析からは、バナジウムなどの成

分が観察され、東シナ海を通行する船舶の排気ガスの影響があると推定された。PAH などの有機物を用いて発生源を

推定したところ、冬季から春季は石炭燃焼が主要な発生源と推定された。

　福江島・長崎（大村）の両地点のライダーによって得られた大気境界層内の黄砂消散係数・球形粒子消散係数（年平均値）

は、本州よりも高いことが示された。ただし自由対流圏下部ではその特徴は見えにくかった。また、両地点のライダー

データは環境省黄砂の健康影響に関する疫学研究等を行うワーキンググループにおいて曝露指標として活用された。

　福岡において観測された黄砂データ、微小粒子状物質の質量濃度、および化学組成のデータと、福岡県内の健康アウ

トカム情報を結合し、福岡における PM 化学成分濃度と急性心筋梗塞との関連について統計的な検討を実施した。解析

の結果、硝酸塩および有機物についてリスクが通常より高い（オッズ比が 1 を超える）場合が見られた。PM2.5 濃度と

急病による救急搬送件数との関連を調査した結果、福岡では、PM2.5 濃度が 10 µg/m3 上昇すると、その日の急病による

救急搬送は約 1％増加した。しかし、熊本では増加しなかったことから、PM2.5 濃度と疾患の関係には地域差があるこ

とが推察された。脳梗塞と PM2.5 との関連についても疫学的検討を行ったところ、PM2.5 濃度が高くなると脳梗塞が増加

した。黄砂による影響について、福岡では救急搬送件数が増加し、熊本では急性心筋梗塞のオッズ比が一日後に高くな

ることを明らかにした。

サブテーマ（3）モデルシミュレーションによる汚染機構の解明と影響・対策評価

　マルチスケール化学輸送モデルを用いた東アジア大気質の長期再現実験を行い、オゾンおよび PM2.5 の汚染構造を評

価し、2030 年の排出対策シナリオを用いた対策評価実験を行った。また、観測・実験的研究およびモデル計算結果を

利用し、オゾンが植生に及ぼす影響を評価した。

　全球規模及び領域規模の大気化学輸送モデルからなる、東アジアを対象としたマルチスケールの大気質計算システ

ムが構築され、これに入力する各種大気汚染物質の排出量インベントリデータを包括的に収集・加工し、環境研にお

ける大気環境モデリング研究において基盤となるシステムの整備・調整が進められた。同システムを用いて、2000 年

から 2012 年における東アジアの大気質再現実験を行い、計算結果を他サブテーマや環境研が関連する観測プロジェク

ト等で得られたオゾンや PM2.5 の成分濃度などと詳しく比較することによって大気質の現実再現性の検証が行われ、日

本における地表オゾンの変化傾向（2000 年から 2009 年までの増加とそれ以降の傾向変化およびその地域特性）や地表

PM2.5 濃度の経度方向の違いなどに関しておおむね良好な再現性が確認された。一方、夏期における地表オゾンの過大

バイアスが東、東南アジアの海洋およびその周辺地域でひろく確認され、PM2.5 の成分別に過小・過大評価などのバイ

アスも詳しく調べられ、これらを改善するためのモデル改良と調整が行われた。こうして評価・調整されたモデルを用

いて、東アジアのいくつかの領域での排出量を変化させる感度実験を行い、当該領域における排出量変化の影響を調

べ、特に国内外の排出量変化が我が国の大気質に及ぼす影響を評価した。

　オゾンによる大気汚染が日本の植生に与える影響を評価するため、その基礎となる暴露－作用関係を、冷温帯の代表

的樹木であるブナを対象に、環境制御室における低濃度長期暴露実験を行って導出するとともに、水ストレスとの複合

影響を検討し、相加的作用を認めた。また、実際のブナ林におけるオゾン濃度の観測も合わせて行った。この暴露－作

用関係とモデル計算データとを用いて、オゾンによるブナの成長阻害割合の地域特性を評価し、影響の大きい地域やそ
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の経年変化を明らかにした。また、植物内においてオゾンに対するストレス反応の結果生じる遺伝子発現、ホルモン生

成、酸化還元物質量の変化などを環境制御実験等から明らかにし、ブナにおけるオゾンストレスの診断手法として利用

できる可能性を確認した。

1．2．2　プロジェクト 2「広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明」

サブテーマ（1）長江流域圏から東シナ海への汚濁負荷量の予測手法の開発

　長江流域から海域への汚濁負荷流出量を評価するシステムを構築した。長江流域を対象とした水物質循環モデルを開

発し、長江下流の大通観測点をはじめとする現地観測データを用いてモデルの精度を向上させた。流域内の社会経済活

動の変化に伴う汚濁負荷量を把握するための汚濁物質の物質収支モデルの開発を行い、流域面の汚濁負荷発生源の過去

30 年間に亘る定量的な分布変動を明らかにした。水物質循環モデルを用いた 2000 年代の長江から海域への汚濁負荷量

の解析では、硝酸態窒素が 1980 年代と比較して約 3 倍増加し、過去 10 年の汚濁負荷流出量は高止まりの傾向状態が継

続していることが示された。PJ2・サブテーマ 3 が設定・解析した 2030 年の水質汚濁負荷発生シナリオ及びインベント

リを水物質循環モデルに導入し、長江水質ならびに陸域経由の東シナ海への汚濁負荷量の予測を行った。産業部門の単

位産出額当たりの汚濁負荷発生量（原単位）を 2000 年代と同等に設定した「なりゆき」シナリオでは、長江経由の東

シナ海への汚濁負荷量が現在の 1.9 倍に増加するが、現在の日本の排水処理技術が中国国内で普及することを仮定した

「日本水準」シナリオでは、1.1 倍の増加に抑制されることが示された。

サブテーマ（2）東シナ海陸棚域の生態系劣化機構の解明

　陸起源汚濁負荷が海洋環境に及ぼす影響を評価得するシステムを構築した。海洋観測や室内実験で取得したデータ・

知見を基に、海洋流動・生態系モデルの改良・再現精度向上を図り、河川経由の汚濁負荷や黒潮・台湾暖流等に含まれ

る栄養塩供給に対する東シナ海及び日本近海の低次生態系の応答を解析した。流動・生態系モデルを用いた 2000 年代

の東シナ海再現計算では、陸域の水物質循環モデルで算定した長江流域からの汚濁負荷変動、ならびに PJ1 が解析した

大気経由の窒素沈着を活用し、それぞれの影響を定量的に評価した。りんに対する窒素の濃度比（N/P 比）が著しく高

い長江希釈水の流入および大気からの窒素沈着は、中国沿岸域・黄海・東シナ海の表層無機窒素濃度を上昇させ、特に

窒素制限下の黄海では一次生産の増大に寄与していた。一方、東シナ海陸棚は、りん制限海域であるため総一次生産量

への影響は黄海と比較して小さいものの、高 N/P 比の条件下で優占化しやすいと報告されている渦鞭毛藻の一次生産量

が有意に増加することが示された。この東シナ海流動・生態系モデルに、2030年における水質汚濁負荷発生シナリオ（サ

ブテーマ 3）に基づく陸域経由の負荷流出予測結果（サブテーマ 1）を導入し、2030 年の長江汚濁流出に対する東シナ

海環境の応答予測を行った。汚濁流出量が 2000 年代の 1.9 倍に増加する「なりゆき」シナリオでは、陸棚表層におけ

る窒素濃度への影響が大きく、その結果、高 N/P 比海域の拡大と渦鞭毛藻の優占化を伴う植物プランクトン現存量の増

大が予測された。汚濁流出量が 1.1 倍の増加に抑制された「日本水準」シナリオでは、「なりゆき」シナリオほどの窒

素濃度や植物プランクトン現存量の増加はないものの、渦鞭毛藻の優占化は継続し、水質改善には至らないことが示さ

れた。

サブテーマ（3）陸域・海域統合環境管理に向けた陸域負荷削減シナリオの検討と海域環境の応答予測

　今後の中国社会経済の成長が東シナ海・日本近海の海洋環境・生態系に及ぼす影響の予測および効果的な汚濁負荷

削減方策の検討を実施するため、社会環境システム研究センターが AIM/CGE モデルを用いて計算した 2030 年までの

中国省別・産業部門別総産出額予測結果に基づき、中国陸域の汚濁負荷発生量の予測を行った。予測シナリオとして、

2000 年代の排水処理率（産生額に対する汚濁負荷発生原単位）が維持される「なりゆき」シナリオ、中国第 12 次 5 カ

年計画の規制達成を仮定した「中国規制達成」シナリオならびに現在の日本の排水処理技術が普及することを仮定した

「日本水準」シナリオを設計した。2030 年における中国総産出額は、2000 年代前半と比較して約 4 倍の増加が予測され

ている。2002 年の化学的酸素要求量（CODCr）発生量に対する 2030 年の発生量の増加率は、「なりゆき」シナリオでは 6.6
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倍に達するが、「日本水準」シナリオでは 1.3 倍の増加に抑えられた。全窒素および全りんの増加率は、「なりゆき」シ

ナリオではそれぞれ 2.4 倍、2.5 倍に達するが、「日本水準」シナリオではそれぞれ 1.2 倍、1.3 倍の増加に留まった。また、

「日本水準」シナリオで算定された中国全体の発生負荷量は「中国規制達成シナリオ」のそれをわずかながら下回るこ

とが示された。今後の排水処理技術の普及推進によって水環境への負荷増大を抑制できる可能性が示唆された。

1．2．3　プロジェクト 1、2 連携研究「大気・海洋モデルを統合した東シナ海環境の将来予測」

　共通の将来の社会経済シナリオに基づいた、大気汚染物質と水質汚濁負荷の将来発生量シナリオを用い、将来の東ア

ジアにおける大気汚染と、長江からの汚染流入および大気からの汚染沈着を考慮に入れた東シナ海の海洋汚染を評価・

検討した。

　社会環境システム研究センターによって開発された将来の社会経済シナリオのうち、社会システム・制度・技術等の

変化に慎重で、社会変革にかかるトランジションコストを気にかける社会である Conventional Society Scenario（CNV）

を基礎として、温暖化対策・大気汚染対策の強化を行わない場合（なりゆき）と、2050 年に温室効果気体（GHG）の

排出量を 1990 年比で半減させることを目標とした温暖化対策に加えて、我が国並みの大気汚染対策を広く東アジア各

国に適用した場合（対策）について策定された二つの将来シナリオから、それぞれ 2030 年における大気汚染物質の排

出量を使って、領域規模の大気化学輸送モデル（CTM）による将来の東アジア大気質評価実験を行った。日本域にお

ける大気汚染物質の地表濃度に対するそれぞれの場合の影響を見ると、オゾンに対してはなりゆきの場合は現状（2005

年）に比べて約 20％増加してしまうが、対策を取った場合でも約 2％程度の減少にとどまり、対策の効果は限定的で

あった。また、PM2.5 に対しては、なりゆきの場合は同約 67％の増加となるのに対し、対策を取った場合には約半分に

まで減少し、大きな効果が期待できることが分かった。一方、大気から東シナ海への窒素沈着量は、なりゆきの場合は

現在に比べて約 80％もの大幅な増加となり、対策を取った場合では微減（約 3％）にとどまった。

　上記大気化学輸送モデルで算定された窒素沈着量（プロジェクト 1）と長江流域の汚濁負荷流出量（プロジェクト 2

サブテーマ 1・3）の将来予測結果を流動・生態系モデル（プロジェクト 2 サブテーマ 2）に導入し、将来のアジア地域

における大気汚染・長江流域における水質汚濁対策が東シナ海環境に及ぼす影響を統合的に予測した。大気汚染と水質

汚濁それぞれの対策の有無を組み合わせた計 4 つの計算条件で数値シミュレーションを実施し、特に初夏の東シナ海陸

棚域の栄養塩と一次生産に着目してこれらの変化・応答を解析した。現在から将来にかけて、並びに大気汚染・水質

汚濁対策の有無による海域への窒素流入量の変化は、東シナ海全体の窒素現存量と比較すると微々たるもの（1％程度）

であるが、大気沈着・河川流出はいずれも表層に窒素が流入するため、東シナ海の渦鞭毛藻の一次生産への影響は大き

いことが示された。陸棚域における渦鞭毛藻への影響を指標とした場合、今後のアジア地域・中国の経済成長のもと東

シナ海環境を現状維持するためには大気汚染・水質汚濁の両対策が必要であること、長江流域の水質汚濁対策よりもア

ジア地域の大気汚染対策の方がわずかではあるが効果が大きいことが明らかになった。
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2　研究の成果

2．1　観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価（プロジェクト 1）

2．1．1　大陸規模モニタリングによる半球規模大気汚染の時空間変動の解明（サブテーマ 1）

（1）目的と経緯

　東アジアではオゾン・エアロゾルの前駆物質排出量が急増し、地域規模で大気汚染が深刻化している上、半球規模で

大気質が変化している。このような状況下、日本においてもオゾンの環境基準見直しの機運が高まるとともに、微小粒

子状物質（PM2.5）の環境基準が新しく制定された。しかしながら、オゾンや PM2.5 に関する大気汚染には、国外からの

越境汚染に加えて国内における生成も影響するため定量的理解が困難である。また、東アジア域には人為起源発生源の

他にも、黄砂や森林火災、火山など自然由来の発生源が存在しており、大気環境に影響を及ぼしていると考えられる。

オゾンやエアロゾルの大気汚染に関する実態解明や対策を進める上で、人為起源及び自然起源の各発生源による寄与を

理解することが必要である。そこで本研究では、地上・船舶・航空機による野外観測、宇宙からの衛星観測、全球・領

域化学輸送モデルを統合的に使用して、半球／東アジア／日本域のマルチスケール大気汚染の実態と発生機構を解明す

るとともに、将来予測と対策シナリオ・影響の評価を行う。それにより、東アジア地域における広域大気環境管理のた

めの国際的枠組みの策定に寄与することを目的とし、具体的に以下の 3 つに取り組んだ。

　まず、八方尾根における観測を中心に、東アジアにおける対流圏オゾンの長期変化傾向を解析した 1, 2）。また、オゾ

ンおよびエアロゾルの前駆物質の排出については、人為起源の排出が議論されてきたが、ここではバイオマスバーニ

ングからの排出について、これまで過小評価されてきた可能性がある農業残渣の燃焼や北方森林の火災など、いわゆ

るバイオマスバーニングからの排出について検討し、オゾンやエアロゾル前駆物質として重要な窒素酸化物（Nitrogen 

Oxides, NOx）および揮発性有機化合物（Non-methane Volatile Organic Compounds, NMVOCs）の排出インベントリの改

良に貢献した 3-5）。エアロゾルについては、健康や気候への影響が懸念される大気汚染物質であり、日本では 2009 年に

環境基準が定められた PM2.5 に注目し、PM2.5 の越境汚染と環境基準に及ぼす影響を検討した。現在まで一般大気環境測

定局における環境基準の達成率はいまだ低く、環境基準の達成には人為起源だけでなく自然起源も含めた各発生源によ

る寄与を定量的に理解することが必要だと考えられており、人為起源以外にも、大気汚染物質の重要な発生源であり大

気環境への影響が懸念されてきた森林火災に注目し、わが国における PM2.5 濃度に及ぼす影響について解析を行った 6）。

（2）方法

　本研究では、東アジア域における対流圏オゾンの変動要因をより詳細に理解するために、東アジア酸性雨モニタリン

グネットワーク EANET（Acid Deposition Monitoring Network in East Asia）のデータを用いるとともに、EANET の観測

地点の一つである長野県の白馬八方尾根に設置された国設八方尾根酸性雨観測所（北緯 36.7 度、東経 137.8 度、標高

1840 m）において、オゾンの連続観測に加えて波長スキャン型キャビティーリングダウン分光分析計を用いた二酸化炭

素、一酸化炭素およびメタンの連続観測を行った。EANET の一つである国設八方尾根酸性雨観測所は、北アルプス白

馬連峰の唐松岳から延びる稜線上の、日本海の南およそ 25 km の場所に位置しており、東アジアからの越境汚染の影

響評価に適したサイトである。オゾン濃度の測定には、紫外線吸収式の装置（Dylec 製、モデル 1100）を使用し、一酸

化炭素濃度の測定には、波長スキャンキャビティリングダウン方式（WS-CRDS; Wavelength-Scanned Cavity Ring-Down 

Spectroscopy）の装置（Picarro 製、モデル G2401）を使用した。WS-CRDS を用いた測定では、水蒸気濃度の変動に伴

う圧力広がり効果と希釈効果があることが知られており、その効果を除去するために、観測所壁面の採取口から引き込

まれた大気は、装置導入前に電子冷却器とパーマピュアドライヤーを通して除湿した 7）。八方尾根における観測では、

純空気に微量成分を添加・希釈することで、濃度の異なる 3 本のワーキング標準ガスを準備し、現場でのキャリブレー

ションに使用した。高圧シリンダー内では、一酸化炭素濃度が時間とともに増加してしまうという問題があるため、使

用前後でワーキング標準ガスの一酸化炭素濃度測定を行い、その効果を補正して較正を行った。
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　化学輸送モデルとしては、米国環境保護庁（Environmental Protection Agency ： EPA）が中心となって開発している

コミュニティモデルである Community Multi-scale Air Quality model（CMAQ）を使用し、気象場は米国大気研究セ

ンター（National Center for Atmospheric Research ： NCAR）などによるコミュニティ領域気象モデル Weather Research 

and Forecasting model（WRF）ver. 3.3.1 を用いて計算した。モデル領域は、東経 115 度、北緯 37 度を中心としたラ

ンベルト座標系で投影され、98⊗94 グリッドで構成される。モデルの水平解像度は 80 km×80 km で、鉛直方向には

地表面から 50 hPa までを 37 層に分けた。WRF の計算の初期条件及び側面境界条件には、米国国立気象局（National 

Centers for Environmental Prediction ： NCEP）による水平解像度 1 °×1 °、6 時間毎の全球客観解析データ（FNL（Final）

Operational Global Analysis data, ds083.2）を使用し、領域内の水平風速と気温、比湿については 3D grid nudging を用い

て同化した。CMAQ の化学反応モジュールには SAPRC-99（Statewide Air Pollution Research Center, Version 99）を、エ

アロゾル過程には AERO5（fifth generation CMAQ aerosol module）と呼ばれるモジュールを使用した。AERO5 では、熱

力学平衡モデル ISORROPIAによって、無機成分のガス―粒子間の分配が計算される。二次有機エアロゾルについては、

芳香族化合物やイソプレン、モノテルペン等からの生成が考慮されている。海塩粒子は気象場に応じて、発生量がモデ

ル内で算出される。粒子は Aitken モード、accumulation モード、coarse モードの 3 つの対数正規分布で表現されており、

Aitken モードと accumulation モードの質量濃度の和を PM2.5 濃度とした。成分としては、硫酸塩、硝酸塩、アンモニウ

ム塩、ナトリウム塩、塩化物、元素状炭素、有機物、一次粒子の PM2.5 から算出した。

　人為起源の排出量には、REAS（Regional Emission Inventory in Asia）ver. 2.1 の最も新しい対象年である 2008 年の月

平均値を使用した 8）。REAS には発生源として燃料燃焼や産業プロセス、農業活動などが含まれており、化学物質とし

ては、SO2、NOx、CO、NMVOCs、PM10、PM2.5、ブラックカーボン（BC）、有機炭素（OC）、NH3、CH4 を取り扱って

いる。バイオマス燃焼による月平均排出量には、GFED（Global Fire Emission Database）ver. 3.1 を使用した。生物起源

NMVOCs の排出量には、MEGAN（Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature）ver. 2 による 2000 年の月平均

推計値を用いた。

　衛星データとしては、欧州宇宙機関（ESA; European Space Agency）の DUP（Data User Programme）内のプログラム

の一つである TEMIS（Tropospheric Emission Monitoring Internet Service, http://www.temis.nl/index.php）で公表されているデー

タを利用した。具体的には、ERS-2 衛星搭載の GOME（Global Ozone Monitoring Experiment）センサー、MetOp 衛星

搭載の GOME-2 センサー、ENVISAT-1 衛星搭載の SCIAMACHY センサーによって観測された月平均対流圏 NO2 鉛直

カラム濃度である。一酸化炭素の衛星観測データとしては、Terra 衛星搭載の MOPITT（Measurement of Pollution in the 

Troposphere）センサーによる観測結果を用いた 9）。また、排出インベントリは、エネルギー消費量や人口分布等の統計

量に基づいて計算を行うボトムアップ法で作成された REAS ver. 1.110）および ver. 2.18）を用いた。REAS はアジア域に特

化したインベントリであり、上述した大気化学輸送モデルの入力条件としても広く用いられている。

（3）結果と考察

a）東アジアにおける対流圏オゾンの長期変化

　八方尾根におけるオゾン濃度は、他の北半球中高緯度におけるこれまでの観測結果と同様、春季に高く夏季に減少す

る傾向を示した。本プロジェクトにおける観測に加えて、EANET によって得られたデータをプロットすると、1998 年

以降の時間変動を見ることができる。オゾン濃度は 2007 年まで増加する傾向が見られた。特に、高パーセンタイル値

での増加が著しく、95 パーセンタイル値の増加率は 2.1 ppbv yr－1、75 パーセンタイル値の増加率は 1.3 ppbv yr－1 という

非常に大きな値であった。この結果は、Tanimoto11）によって八方尾根におけるオゾン濃度について報告された増加率で

ある約 1 ppbv yr－1（1998-2006 年）と整合的であった。最近では、オゾン濃度は近年頭打ちとなり、2007 年にピークを

迎えて 2008 年以降は減少しているようにさえ見える（図 2）。日本におけるオゾン濃度増加の原因として、東アジアか

らの越境汚染の急激な増加が考えられるが、大気化学輸送モデルによる計算では、人為起源の排出の増加だけでは観測

されたような急激な増加の半分程度しか再現できなかった 12）。そこで、八方尾根のオゾン濃度と、中国の NOx 排出量

および対流圏 NO2 鉛直カラム濃度との比較を行った。ボトムアップ法で作成された排出インベントリ REAS から得ら
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れた中国の NOx 排出量および、ERS-2 衛星搭載の GOME（Global Ozone Monitoring Experiment）センサー、MetOp 衛

星搭載の GOME-2 センサー、ENVISAT-1 衛星搭載の SCIAMACHY センサーによって観測された対流圏 NO2 鉛直カラ

ム濃度はともに、2002 年から急激な上昇を示し、2005 年以降やや減速した。NO2 カラム濃度の増加は、2008-2009 年

にかけて一度停滞し、その後再び増加し、2012 年以降急激に減少した。この 2008-2009 年の停滞は、北京オリンピッ

クによる排出源対策とリーマンショックによる景気減退の影響であると考えられる。NO2 カラム濃度傾向の変化の時期

（2008-2009 年および 2012-2013 年）とオゾン濃度傾向の変化の時期（2007-2008 年および 2011-2012 年）にはおよそ

一年のずれがあり、どちらの場合にもオゾン濃度の変化の方が早いが、その因果関係はまだ不明である。中国国内での

NOx 排出量変化のタイミングの地域間のずれを反映している可能性もある。日本の地上ステーションで観測された対流

圏オゾン濃度について、2000 年以降 10 年間分のデータをアップデートして、北米や欧州における同緯度帯の地上観測

データと比較する解析を継続した。2000 年代後半までは、日本における地上オゾン濃度は欧米を上回る増加率で増加

していたが、2008 年以降その増加傾向が緩やかないし減少している様子が八方尾根ほかいくつかの場所でも見られた

（図 3）。

　八方尾根における一酸化炭素は、オゾンほど連続的に観測がなされておらず、2000 年代に入って連続観測が途絶え

ていた。本プロジェクトで再開して得られたデータを見ると、2010 年代の一酸化炭素濃度は 1990 年代に比べて低く、

特に夏季で約 50 ppbv 程度の減少が見られた。国際線定期旅客便を使った温室効果ガス観測のデータと比較したところ、

整合的であった。中国の一酸化炭素排出量は、2000-2001 年から急激に増加し続け、2005 年以降減速しながらもその

傾向は続いた（図 4）。しかしながら、Terra 衛星搭載の MOPITT センサーによる観測では、中国東部の一酸化炭素カラ

ム濃度は 1-1.6％ yr－1（2000-2012 年）で減少しているという報告がされている 9）。数値モデルや観測データによる濃度

情報を拘束条件にして排出量を最適化するトップダウン推定で、2005-2010 年の中国からの一酸化炭素排出量を推定し

た計算では、中国からの一酸化炭素排出量は、2005 年から 2007 年にかけて増加し、2007 年のピーク後減少し、2010

年に再び増加へと転じたと言われている。弓本・鵜野 13）が、八方尾根では、2004 年 5 月から 2013 年 6 月の期間、一酸

化炭素観測が行われていなかったため、この期間の変動を排出インベントリや衛星観測データと比較することはできな

い。そこで、ウィルコクソンの順位和検定（Wilcoxon rank sum test）を用いて、1996-2004 年の期間と 2013-2014 年の

期間の一酸化炭素濃度レベルの比較を行ったところ、全ての場合で、1996-2004 年よりも 2013-2014 年の一酸化炭素濃

図 2　（上）八方尾根における 1998 年以降のオゾン濃度の長期変化と、（下）REAS インベントリによる中国における NOx 排出
量の推計値（左軸）と衛星観測による対流圏 NO2 カラム量の推移（右軸）
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度レベルの方が有意に低かった。全濃度とバックグラウンド濃度は、秋季と冬季に最も二期間の差が大きく、続いて春

季、そして夏季となっている。また、季節毎に比較すると、全濃度とバックグラウンド濃度の二期間の差はほぼ同じで

ある。汚染濃度の二期間の差は、他の二つの濃度よりも全季節で大きい。そして、春季と夏季には、汚染濃度の方が他

の二つの濃度よりも 2 ppb 程度大きいだけだが、秋季と冬季には 20 ppb 前後の違いがある。これは、秋季と冬季の汚染

濃度が近年大きく減少したことを意味し、冬季の大きな減少の要因の一つとして考えられるのは、中国からの冬季一酸

化炭素排出量の減少である。PM10、PM2.5、や黒色炭素粒子に加えて、一酸化炭素の排出量は、民生部門の化石・バイオ

燃料の燃焼からの排出によって決まり、夏季に低く冬季に高いことが知られている 8）。また、2007 年以降、中国では住

居用石炭・バイオ燃料の消費が減少していることから、一酸化炭素濃度の減少傾向と整合的である。

図 3　八方尾根（右図の△）と日本の地上観測所（利尻、竜飛岬、佐渡の平均。◇）および欧州アルプス（左図。Jungfraujoch、
Zugspitze、Arosa、Hohenpeissenberg、Mace Head、Arkona-Singst）と北米西海岸上空（右図の○、▲）における
対流圏オゾン濃度の長期変化

図 4　（上）八方尾根における 1996 年以降の一酸化炭素濃度の長期変化と、（下）REAS インベントリによる中国における一酸
化炭素出量の推計値（左軸）
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b）バイオマスバーニングが大気汚染に及ぼす影響

　シベリアやアラスカなど北方森林の火災から大気中に放出される成分である NOx に関する系統的な報告はこれまで

なかったため、GOME および SCIAMACHY という二つの衛星センサーによって観測されたデータを用いて森林火災か

らの NOx 放出とその影響に関する解析を行った。1998 年から 2004 年までの 7 年間にシベリアで大規模な森林火災が起

こった年（1998 年、2002 年、2003 年）と火災が小規模だった年（1999 年、2000 年、2001 年、2004 年）の特徴を調べ

たところ、シベリアにおける森林火災由来の二酸化窒素（NO2）カラムの増大が検出された。1998 年、2002 年、2003

年における偏差をみると、人為起源の発生源が支配的な地域と比べると弱いものの、有意な増加が見られた。得られた

NO2 カラムの年々変動をバイオマスバーニングのインベントリである GFED による NOx 放出量の推計値と比較したと

ころ、両者の推移が定性的に良く一致した（図 5）。

　また、森林火災時における GOME および SCIAMACHY による対流圏 NO2 カラム量の偏差と、MODIS から導出され

た Fire Radiative Power（FRP）との相関関係を解析すると、1998 年、2002 年、2003 年といった大規模火災時に FRP と

NO2 カラム量の増加分との間に非常に良い相関関係が見いだされ（図 6）、FRP が森林火災からの NOx 排出に対する適

切な指標となることが初めて見出された。これは、時間的には月平均値、空間的には 100 km 四方のデータを用いてい

るなど、非常に解像度が荒いため、今後、時間的・空間的解像度を高め、小規模火災の影響を適切に考慮すること、短

時間の変動を捉えることが今後の重要な課題となった。

図 5　（左）衛星観測によって検出された 2002 年夏季における対流圏二酸化窒素カラム量の増大、（右）GFED インベントリによっ
て推定された窒素酸化物の放出源の分布。

図 6　シベリアにおける森林火災による対流圏 NO2 カラムの増大と FRP の相関
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c）PM2 .5 の越境汚染と日本の環境基準

　日本における PM2.5 の時系列データを長期トレンドや年々変動の観点で調べた。2001 年から東アジア酸性雨モニタリ

ングネットワーク（EANET）等の観測所で測定されている PM2.5 質量濃度の変動を調べた結果、シベリアの森林火災が

大規模だった 2003 年の春季と 2008 年の春季に、北海道・利尻島（北緯 45.1 度、東経 141.2 度）で月平均値が大きく

増加していたことが分かった（図 7 の矢印）。この時期にシベリアで大規模な森林火災が発生したことが分かっており、

利尻で観測された高濃度 PM2.5 汚染とシベリア森林火災との関係について、衛星観測データや領域化学輸送モデルを用

いて、メカニズムと影響を解析した。

　利尻は清浄な地域に位置するので、通常、月平均濃度は 10 µg/m3 弱と低い値になっている。また、日平均濃度の環

境基準値（35 µg/m3）を超えた高濃度日は多くても 3 回であり、その多くは黄砂が原因であった（表 1）。一方、2003

年と 2008 年の春季は、35 µg/m3 を超過している日数がそれぞれ 6 回と 4 回と多くなっており、平年よりも多いことが

分かった（表 1）。例えば、利尻では 2003 年 5 月 4 日から PM2.5 濃度が日平均濃度の環境基準値である 35 µg/m3 を断続

図 7　利尻島における 2001-2012 年の PM2.5 質量濃度の日平均値（＋）と月平均値（●）。点線は日平均濃度に対する大気環境
基準値（35 µg/m3）を示す。横軸の 1 目盛りは 3 ヶ月ごとに区切られている。

表 1　利尻において日平均濃度が環境基準値（35 µg/m3）を超
えた高濃度日の日数および年平均濃度。括弧内は高濃度
日の内、利尻に近い気象官署（稚内、旭川）において黄
砂が目視観測された日数を示す。

年 高濃度日の日数（日） 年平均濃度（µg/m3）

2001 1（1） 9.0

2002 3（3） 8.0

2003 6 9.8

2004 2 8.2

2005   3（1） 8.2

2006 1 8.1

2007 0 7.6

2008 4 9.1

2009 1 8.4

2010 0 8.6

2011 0 8.5

2012 1 7.5
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的に超過し、最高 108 µg/m3 に達する高濃度なイベントが 8 日までの約 5 日間にわたって観測された。また、衛星観測

データ MODIS による利尻島を含むグリッドのエアロゾル光学的厚さ（AOD）の値においても上昇（1.2-1.6）が確認さ

れた。

　代表的な例として、2003 年 5 月における領域化学輸送モデル（WRF/CMAQ）によるシミュレーション結果を示す。

高濃度 PM2.5 気塊は大規模な森林火災の発生していたバイカル湖の東側から中国東北部、ロシア沿海地方を通り、北海

道に到達していたことが分かった（図 8 左）。WRF/CMAQ モデルによるシミュレーションは過小評価するものの、こ

のイベントの濃度上昇のタイミングや時間変動を概ね再現することができていた。2003 年と 2008 年の春季から夏季に

かけて、特に日本の北部で PM2.5 が高濃度になっていたことが分かった。

　一方、シベリア森林火災からの排出量をゼロにしたシミュレーションでは、観測のような濃度上昇は再現されず、利

尻における環境基準値の超過がシベリアの森林火災の影響によって起こされていたことが示された。また、MODIS 衛

星観測によるエアロゾルの光学的厚さ（図 8 右）からも、汚染気塊がシベリアから北日本に輸送される様子が同様に確

認された。一方、シベリアで大規模な森林火災が発生した 2003 年は、影響が最も大きい利尻では月平均値は平年と比

べ約 2 倍高くなっていた。その結果、利尻の PM2.5 濃度は箟岳や隠岐よりも高く、分布の傾向が平年とは逆になってい

たことが分かる（図 9）。国内 3 地点の長期平均した値を見ると、通常の年は隠岐（島根県）で最も高く、箟岳（宮城県）、

利尻の順に低くなっており、日本における PM2.5 濃度は、西側の方が高く東に向かうに従い低くなる傾向のあることが

分かった 6）。

図 8　（左）領域化学輸送モデル（WRF/CMAQ）による地表付近の PM2.5 濃度（µg/m3）と水平風速（m/s）および（右）衛星
観測（MODIS）によるエアロゾルの光学的厚さ。2003 年 5 月 4-6 日の平均値を示す。

　図 9　�利尻と箟岳、隠岐における PM2.5 の 2001-2012 年の春季（4-5 月）平均濃度（左）および、シベリアで大規模な森林火
災が発生した 2003 年 5 月の月平均濃度（右）の比較。長期平均値は 2003 年と 2008 年を除いて算出している。
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　以上のように、衛星、地上、船舶などの観測に基づき、半球規模の大気汚染の実態と発生機構を解明した。アジア

におけるバックグラウンドオゾンの長期変化傾向は、過去 20 年間にわたって増加してきたことが、欧米における観測

データとの比較研究から確かめられた。急激な経済成長を遂げる中国の越境汚染が考えられ、モデルでは定性的な増

加傾向は説明可能であるものの、半分程度しか再現できず、今後の観測データとモデル改良の努力が望まれる。また、

PM2.5 には長期変化傾向が見られなかったが、とくに日本の北方で、大きな増加が見られる年があり、モデルと衛星

データを用いて調べたところ、シベリアの森林火災が PM2.5 の環境基準レベル超過に影響していたことが分かった。ま

た、オゾンやエアロゾルの生成に重要な窒素酸化物（NOx）や揮発性有機化合物（NMVOCs）について、衛星観測や野

外観測のデータを利用して、シベリアと中国におけるバイオマスバーニングからの排出インベントリを評価するととも

に、年間排出量を見積もった。NMVOCs については、多くの成分で概ね整合的であったが、これまで考慮されていな

かった成分や、過大または過小評価だった成分が見いだされた。NOx は過去の報告が過小評価だった可能性が指摘され

た。こうして既存の排出インベントリを改良することにより、モデルによるオゾンやエアロゾルの再現性が高まった。

2．1．2　アジア地域における包括的観測による日本への越境大気汚染の実態解明（サブテーマ 2）

（1）目的と経緯

　東アジア地域では、経済発展に伴いエネルギー需要が多くなり、大気汚染物質などの排出量が増加している 8）。2008

年のアジア全体での二酸化硫黄の排出量は 56.9 Tg で、そのうち中国が 33.5 Tg を占めていた。近年二酸化硫黄の排出

は低減しているといわれているが、代わりに窒素酸化物が増加している。アジア全体での窒素酸化物の 2008 年の排出

量は 53.9 Tg であったが、そのうち中国は 27.0 Tg を占めている。ちなみに 2008 年の日本の硫黄酸化物、窒素酸化物の

排出量はそれぞれ 0.8 Tg、2.2 Tg である。このように中国における硫黄酸化物や窒素酸化物の排出量は多い。

　日本、特に九州北部地域は冬季から春季にかけて大陸からの季節風の風下にあたり、中国で排出された大気汚染物質

の影響、すなわち、越境大気汚染の影響を受ける。2003 年には長崎県福江島でエアロゾル質量分析計を用いた粒子の

化学組成分析が行われ、後方流跡線解析などのデータも併用し、硫酸イオン濃度が高い時には、中国沿岸部から粒子状

物質が輸送されて来ることが報告されている 14）。また、沖縄県北部の辺戸岬でも観測が行われ、越境大気汚染の化学組

成分析と輸送パターンについて同様の報告がある 15）。さらに、2007 年以降、九州北部地域ではしばしば高濃度の粒子

状物質を観測している 16）。

　国内では 2009 年に微小粒子状物質（PM2.5）の環境基準が設定され、年平均値は 15 µg m－3 以下、日平均値は 

35µg/m3 以下と定められた 17）。年々濃度は下がっているが、環境基準未達成の地域も 30－50％程度ある。また、九州や

それ以外の地域でも、1 時間値が 35µg m－3 を超える高濃度になることもあり、越境大気汚染のみならず、国内での大

気汚染物質や前駆物質の排出も考慮する必要がある。

　本サブテーマでは、長崎県福江島に設置された福江島大気観測施設と、福岡市内の福岡大学などで観測を行い、その

結果を比較解析するなどして、越境大気汚染が九州北部地区に与える影響を検討した。

（2）方法

　福岡市での化学組成分析の自動観測は福岡大学理学部 18 号館で行った（東経 130.4 度、北緯 33.6 度）。エアロゾル

の化学組成と質量濃度はエアロゾル質量分析計（Quadrupole Aerosol Mass Spectrometer, Q-AMS、エアロダイン社）を

用いて分析した。Q-AMS は吸引した粒子とガスをエアロダイナミックレンズによって分離する。この際、エアロダイ

ナミックレンズの特性により、吸引される粒子の粒径は大体 PM1 程度である。粒子はガスに比べて質量が大きいので、

このレンズによって粒子のビームが形成される。約 600℃に加熱した蒸発器に衝突した粒子に含まれる一部の成分は気

化し、電子衝撃法によってイオン化される。イオンは四重極質量分析計で分析され、粒子の化学組成分析を行う 14, 18, 19）。

600℃で蒸発する成分は硫酸アンモニウム、硝酸アンモニウム、塩化物イオン、有機化合物である。黒色炭素（元素状

炭素）、土壌成分、海塩（NaCl）などは蒸発しないため測定できない。硫酸イオン、硝酸イオン、アンモニウムイオン

（それぞれ SO4、NO3、NH4 と表記）の質量濃度は、それぞれのフラグメントイオンの強度を基に定量した。有機物（Org
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と表記）は Q-AMS で測定した全質量から既知の無機イオンや窒素、酸素などのガス成分を引いた残りである。大気中

のエアロゾルの採取は 4 階の窓からステンレスの配管を突き出し、配管の先に PM2.5 のサイクロン（URG-2000-30ED）

を取り付け、壁から約 1 m 離して行った。

　福江島観測所は五島市三井楽にあり、島の西方に位置する（東経 128.7 度、北緯 32.8 度）。プレハブの建物に、簡易

型エアロゾル質量分析計（Aerosol mass speciation monitor, ACSM、エアロダイン社）を用いて、粒子の化学組成を測定

した。原理は Q-AMS と同じである 20）。大気中のエアロゾルの採取はプレハブからステンレスの配管を屋上にあげ地上

から約 3m の高さで行った。配管の先に PM2.5 のサイクロン（URG-2000-30ED）を取り付け粗大粒子をカットした。福

江島で採取した粒子を用いて内部構造の分析も行った。

　Q-AMS、ACSM で測定される有機物の質量スペクトルを用いて、Positive Matrix Factorization （PMF）法により有機

物の特性を分析した。PMF 法はマイナスの値をとらないという制限のもと、質量スペクトルを炭化水素の特性を持つ

スペクトル（Hydrocarbon-like Organic Aerosol; HOA）、酸化された有機物の特性を持つスペクトル（Oxygenated Organic 

Aerosol; OOA）といった因子に分ける方法である 21）。

　上記の自動測定器による観測とともに、ハイボリウムエアサンプラーを用いて有機化合物の捕集を行い、多環芳香

族炭化水素（Poly Aromatic Hydrocarbon; PAH）などの分析を行った。観測方法および分析方法の詳細は他の論文に記し 

た 22）。2009 ～ 2012 年に 6 回の集中観測を行った。福岡大学および福江島大気環境観測施設に設置したハイボリウムエ

アサンプラーを用いて TSP を石英繊維フィルターに捕集した。フィルターは 1 日ごとに交換した。フィルター抽出物

を GC/MS 法により分析し、PAH および n- アルカンの 1 日平均濃度を決定した。これらの観測から、福岡市で 74 日、

福江島で 84 日分のデータを得た。本稿では、このうち 2010 年春、2010 年冬、および 2011 年夏の 3 回の集中観測で得

られた結果を中心に報告する。

　国立環境研究所が環境省・地方環境研究所・大学等のサポートを受け運用するライダーネットワーク（AD-Net）に

おいては、晴天時に黄砂による消散係数および球形粒子（主に人為汚染粒子）による消散係数の鉛直プロファイルが

15 分毎に推定される 23）。このうち高度 500 m（大気境界層内）および 2500 m（自由対流圏下部）における両消散係数

の時系列からパーセンタイル値を各地点で計算し、その水平分布を求めた。

　健康影響については PM2.5 質量濃度（日平均濃度）、化学組成のデータ、および黄砂飛来情報（気象庁による目視）と

健康アウトカム情報（救急搬送数、心筋梗塞発生）を結合し、統計的手法を用いてそれらの関連について解析を行った。

（3）結果と考察

a）福岡における観測と解析

　福岡大学で春季に Q-AMS を用いた観測を行い、化学組成などの解析から越境大気汚染とローカルな汚染の寄与を解

析した 24）。図 10 に示す通り、主要な化学組成は硫酸イオン、硝酸イオン、有機物であり、平均値はそれぞれ 3.4 ± 1.8、

2.0 ± 2.3、5.7 ± 2.4 µg /m3 であった。観測期間中降雨は観測されなかった。3 月 19 日 19：50 から 3 月 20 日の 10 時ま

でを第 1 期間（図では 1st Period）とした。この期間は硫酸イオン濃度が高く、また、Q-AMS で測定した粒径分布も長

距離輸送の場合において典型的にみられる、600 nm にピークを持つ一峰分布であった。第 2 期間（図では 2nd Period）

は 3 月 22 日 0：00 から 3 月 22 日 23：50 までで、有機物が相対的に多く、また 200 nm と 600 nm にピークを持つ二峰分

布を示した。後方流跡線解析や Chemical Weather Forecasting System（CFORS）と呼ばれる大気質シミュレーションモ

デルの結果も併用し、第 1 期間は越境大気汚染が卓越し、第 2 期間はローカルな大気汚染もかなりの寄与がある期間で

あることが明らかとなった。

　PMF 法を用いて有機物のスペクトルを解析した。2 成分での解析結果を図 11 にスペクトルを示す。2 成分に分解

した場合には、COO フラグメントに相当する m/z＝44 のシグナルが卓越する質量スペクトルと、アルデヒドや炭化

水素のシグナルが卓越する質量スペクトルに分離した、m/z＝44 のシグナルが卓越する質量スペクトルは不揮発性の

OOA（Low Volatile（LV）－OOA）と考えられる。3 成分では、アルデヒドと炭化水素シグナルが分離しそれぞれ半揮

発性の Semi Volatile（SV）－OOA, HOA と同定された。第 1 期間では、2 成分の場合は OOA と HOA はそれぞれ 4.4 と 
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2.6 µgm－3 であり、63％と 37％の割合であった。3 成分では、LV-OOA、SV-OOA、HOA は、それぞれ 3.9、2.0 と 

1.1 µgm－3 であり、55％、30％、15％の割合であった。いずれの場合も、越境大気汚染が卓越している場合には、酸化

された有機物の割合がかなり高くなることが明らかになった。これは長距離輸送されてくる間に酸化されるためと考え

られる。過去の北半球での結果と比較すると 25）、OOA が 67％、HOA が 37％で今回の観測の結果と整合性がある。春

季の場合、越境輸送が卓越する場合には長距離輸送の影響が 60－80％以上を占め、ローカルな影響は 15％程度と推定

された。また、硫酸イオンと LV-OOA も良い相関を示しており、中国の影響が示唆された。第 2 期間では 2 成分の場

合は OOA と HOA はそれぞれ 2.3 と 3.2 µgm－3 であり、42％と 58％の割合であった。3 成分では、LV-OOA、SV-OOA、

HOA は、それぞれ 2.0、2.0 と 1.5 µgm－3 であり、36％、36％、28％の割合であった。2 成分での解析では、HOA の割

合が高く、あまり酸化されていない有機物の割合が高いことを示している。3 成分の場合でも、LV-OOA の割合が第 1

期間と比較してかなり低く、ローカルな影響が比較的大きい場合には、酸化された有機物の割合が低くなることが明ら

かになった。この PMF の解析結果に基づき、この期間の 26％の期間で、越境大気汚染が卓越していたと推定された。

福岡の大気環境において越境大気汚染の寄与はかなり大きいと考えられる。

図 10　Q-AMS で測定した福岡における粒子の化学組成の変動

図 11　PMF 法による有機物の因子解析（2 成分の場合）
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b）福岡、福江における通年観測と解析

　福岡、福江島において 2012 年に通年観測したエアロゾル化学成分を、PM2.5 測定値の一日平均値 10 µg/m3 以下、 

10 ～ 35 µg/m3、35 µg/m3 以上の 3 パターンに場合分けした時のそれぞれの割合を図 12 に示す。福江島においては、硫

酸イオンの割合が最も高く、PM2.5 濃度にかかわらず 50 ％近くに達していた。硝酸イオンの割合は 4％以下と低かった。

それに対して、福岡では PM2.5 濃度が 35 µg/m3 以上と高い時は硫酸イオンの占める割合が最も高く 50％近くに達してお

り、硝酸イオンの割合は4％と福江島と同程度であった。PM2.5濃度が10 µg/m3以下と低い時は有機物の割合が最も高く、

また硝酸イオンが 12％を超えて高かった。

　AMS によって得られた有機エアロゾルの質量スペクトルを PMF 法により解析した。福岡、福江島共に質量スペ

クトルを 2 つのファクターに分類した。図 13 に分類した有機エアロゾルの質量スペクトルを示す。ファクター 1 は

m/z＝44（COO＋フラグメント）に大きなスペクトルが見られ、これはかなり酸化（aging）が進んだ蒸気圧の低い有

機エアロゾル（LV-OOA）であると考えられる。ファクター 2 には m/z＝41、43、55、57 にスペクトルが見られた。 

m/z＝43（CH2CHO＋フラグメント）は部分的に酸化されたアルデヒドのような半揮発性の有機エアロゾル（SV-OOA）

であると考えられる。m/z＝41（C3H5
＋）、43（C3H7

＋）、55（C4H7
＋）、57（C4H9

＋）はほとんど酸化されていないアルカン

のような排出されて間もないフレッシュな有機エアロゾル（HOA）であると考えられる 19， 26-29）。Q-AMS では m/z＝43

の CH2CHO＋フラグメントと C3H7
＋フラグメントを分けることができないため、ファクター 2 は SV-OOA と HOA が混

合している。福岡、福江島共に類似したマススペクトルが見られるが、福江島においては m/z＝44 のシグナルが大き

く、m/z＝55、57 のシグナルは小さかった。

　得られた2つのファクターを、エアロゾル化学成分と同様にPM2.5測定値別に場合分けした時のそれぞれのファクター

の割合を図 14 に示す。福岡において、PM2.5 濃度が 10 µg/m3 以下と低い時にファクター 2（SV-OOA と HOA）の割合が

高く、60％近くに達していた。PM2.5 濃度が高くなるに従って、ファクター 1（LV-OOA）の割合が高くなり、35 µg/m3 

以上では 60％を超えていた。これに対し、福江島においては PM2.5 濃度にかかわらずファクター 1（LV-OOA）の占め

る割合が高く、約 70％に達していた。

図 12　�Q-AMS、ACSM により測定したエアロゾル化学組成の割合（NH4：アンモニウムイオン、NO3：硝酸イオン、
　　　 SO4：硫酸イオン、Chl：塩化物イオン、Org：有機物）。上段：福岡、下段：福江島
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　福江島で PM2.5 濃度にかかわらず、硫酸塩や LV-OOA の占める割合が高いという結果は、福江島の大気質が主に長距

離輸送された大気汚染物質の影響を受けていることを示している。それに対して、福岡では PM2.5 濃度の変化に伴い、

エアロゾル化学成分および有機エアロゾル組成が変化している。これらの結果は、福岡の大気質が長距離輸送された大

気汚染物質とローカルに発生した大気汚染物質の両方の影響を受けていることを示している。すなわち、PM2.5 濃度が

高い時は長距離輸送による越境大気汚染の影響が大きく、PM2.5 濃度が低い時はローカル汚染の影響が大きいと考えら

れる 14， 16, 30-32）。後方流跡線解析や化学天気予報（chemical weather forecasting system, CFORS）では、PM2.5 濃度が高い時

は中国大陸から気塊が輸送されていることを示しており、これらの結果を裏付けている 33）。

図 13　PMF 解析による各ファクターの質量スペクトル。上段：福岡，下段：福江島

図 14　PMF 解析による各ファクターの割合。上段：福岡，下段：福江島
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c）PAH から見た越境大気汚染の現状

　東アジアにおける有機エアロゾルの排出は、この地域の経済発展に伴って急激に増加してきた 34， 35）。人間活動によっ

て排出される有機エアロゾルのマーカー物質として多環芳香族炭化水素（PAH）や n- アルカンが知られる。PAH は有

害な化合物であり、ベンゾ [a] ピレンおよびジベンズ [a,h] アントラセンは、それぞれグループ 1（発がん性がある）お

よびグループ 2（おそらく発がん性がある）に分類される 36）。我々のグループは先行プロジェクトにおいて沖縄県辺

戸岬で PAH および n- アルカンの観測を行ってきた 37， 38）。観測の結果、汚染輸送イベント中に辺戸岬で観測した PAH

濃度の最大値は、国内諸都市で観測される PAH 濃度と同レベルであることが明らかとなった。この結果から、西日本

の諸都市では、ローカルに排出される PAH と同レベルの PAH が域外から輸送されることが予想された。本研究では、

福岡市で観測される有機エアロゾルに輸送成分が占める割合を議論する目的で、長崎県福江島および福岡市において

PAH および n- アルカンの同時観測を行った。福江島周辺には主要な発生源がなく主に長距離輸送された PAH が観測

される一方、福岡市では長距離輸送成分に加えてローカルに排出された PAH が観測されると仮定した。

　図 15 は福岡市（FC）と福江島（FI）で観測された PAH の濃度および発生源指標を示す。同日の結果同士を比較す

ると福岡市の PAH 濃度は福江島と同程度か福江島より高かった。福岡市と福江島の濃度が同程度の日は福岡で輸送が

卓越しており、福岡市の濃度が福江島よりも高い日には輸送された成分に加えてローカルな影響があると考えられる。

福岡市における輸送の寄与率の高さの指標として福岡市の PAH 濃度に対する福江島の PAH 濃度の比（FI/FC 比）を評

価した。春、冬、および夏の FI/FC 比は、それぞれ 0.66、0.75、および 0.27 であった。大陸からの輸送が卓越する春冬

には、輸送の影響がローカルよりもやや強いと考えられる。発生源指標の結果から、春冬に福岡市と福江島の PAH が

いずれも石炭燃焼由来または植物燃焼由来であった。また、夏には福岡市と福江島の PAH はいずれも石油燃焼由来で

あった。大陸では石油利用よりも石炭利用が卓越し、国内ではその逆である 35）。福岡市と福江島で同様な季節変化が見

られたことは、福岡市で観測される PAH が広域汚染の影響を強く受けていることを示していた。

　図 16 は、福岡市と福江島で観測された n- アルカンの濃度および発生源指標を示す。春、冬、および夏に観測された
n- アルカンに関する FI/FC 比は、それぞれ 0.40、0.35、および 0.38 であった。福岡市の n- アルカンに輸送成分が占め

る割合は PAH の場合よりやや低かったが、輸送成分の寄与はローカル成分と大差なかった。発生源指標の結果は、冬

に福岡市と福江島の n- アルカンがいずれも石油由来であることを示していた。春夏の福岡市と福江島の n- アルカンの

結果にはいずれも石油由来成分に加えて植物ワックスの影響が見られた。植物ワックスの影響が春夏に高まることに地

域性はないと考えられるが、もし春夏に福岡市でローカルな成分の影響が非常に強ければ福岡市では石油由来の成分の

影響が福江島よりも強く出てよいはずである。しかし、春夏にも福岡市と福江島に有意な違いは見られず、福岡市での

ローカルな影響が非常に強いという仮定は成り立たないと考えられる 22）。

d）福江島での個別粒子解析

　飛行時間型二次イオン質量分析計（Time of Flight Secondary Ion Mass Spectrometer: TOF-SIMS）では、二次イオンと

して放出される化学種を分析することで粒子状物質に含まれる化学物質の種類や分布を分析することができる 30， 39）。

2011 年春に長崎福江島において捕集した試料を分析し粒子の構造を解析した。

　大陸から輸送されたと考えられる日の微小粒子では典型的に 3 種類の粒子が観察された。模式図を図 17 に示す。

Type A は硫酸塩の周囲を有機物が被覆していた。Type B は中心に土壌粒子（Ca、Mg など）が存在し、その周囲を硫酸

塩が覆い、その外側を有機物が被覆していた。Type C は硫酸塩の縁に黒色炭素が存在し、硫酸塩と黒色炭素の周囲を

有機物が被覆していた。TOF-SIMS の分析は超高真空で行われるため、必ずしも大気中で TypeA-C のような構造をし

ていたかどうかは明確ではないが、大気中での粒子の構造の手がかりとなる解析を行うことができた。硫酸塩や有機物

は太陽光を散乱するが、黒色炭素や土壌成分は吸収するため、黒色炭素などを含む微小粒子の内部構造の解明は重要で

ある。
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e）ライダー観測

　図 18 に高度 500 m における 3－5 月の黄砂消散係数および通年の球形粒子消散係数の統計分布を示す。国内で黄砂・

球形粒子ともに東西で差が見られ、いずれも福江・長崎を含む西日本で高くなっている。高度 2500 m の図は省略する

が、同様の傾向はより弱くなって存在する。

　国内におけるライダーの常時観測から、西日本において黄砂・球形粒子の両成分ともに東日本よりも高い消散係数を

示していた。発生源がゴビ砂漠等ユーラシア大陸内部に存在する黄砂のみならず、人為汚染粒子を中心とした球形粒子

でも同様の傾向が見られることから、領域規模の輸送が同じように重要であることが示唆される。また、ライダーネッ

トワークの黄砂消散係数は環境省「黄砂の健康影響に関する疫学研究等を行うワーキンググループ」にも提供され、長

崎県内で実施されたプロスペクティブおよびレトロスペクティブ研究における暴露指標として利用された。

図 16　福岡市（FC）と福江島（FI）で観測されたn- アルカンの（a）濃度と（b）発生源指標

図 15　福岡市（FC）と福江島（FI）で観測された PAH の（a）濃度と（b）発生源指標

図 17　左から TypeA，B，C の模式図
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f）福岡における疫学調査

　PM2.5 濃度は、急病による救急搬送との間に有意な正の関連がみられ（図 19）、特に呼吸器疾患による救急搬送との

関連が強かった 40）。全国主要都市での検討では、PM2.5 濃度が 10 µg/m3 増加すると、その日の急病による救急搬送は約

1％増加したが、地域差がみられた。一方、福岡において捕集された PM の化学成分濃度と急性心筋梗塞との関連につ

いては、硝酸塩および有機物について、リスクが通常より高い（オッズ比が 1 を超える）場合が見られた。また、黄砂

の飛来により心筋梗塞のリスクは上昇することが観察された 41）。

　PM2.5 や黄砂曝露により、循環器疾患、呼吸器疾患の発症が増加する可能性があるが、PM2.5 濃度と疾患の関係には地

域差があることが推察された。また、成分組成により健康影響が異なる可能性が示唆された。

2．1．3　モデルシミュレーションによる汚染機構の解明と影響・対策評価（サブテーマ 3）

（1）目的と経緯

　東アジア地域では、近年の急速な経済発展に伴う大気汚染物質排出量の増加と歩みを同じくして大気汚染問題が広域

化・深刻化し、わが国への広範な影響が危惧されるようになってきた。また、国内においては、1970 年代から継続的

図 18　�高度 500m における黄砂および球形粒子の消散係数統計分布（下から 5-25-50-75-95 パーセンタイル値）。
          左から 5 つまで蒙中韓、その右 11 地点が国内で東西順（辺戸岬から札幌）。縦軸は対数。

図 19　PM2.5 濃度が 10 µg/m3 増加した場合のオッズ比（左から、単汚染物質モデル、NO2, Ox, SO2 で調整したモデル）
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に実施・強化が行われてきた大気汚染対策が奏功して、二酸化硫黄（SO2）、窒素酸化物（NOx）、炭化水素などの観測

される濃度には減少傾向が認められるものの、1980 年代半ば以降、光化学オキシダント濃度には漸増傾向が見られて

おり、その原因の究明と対策の検討が急務とされてきた。加えて、2009 年には微小粒子状物質（PM2.5）の環境基準が

設定され、中国などの大都市における PM2.5 の激甚汚染が度々報道されるに従い、PM2.5 汚染とそれに対する越境輸送の

影響に社会的な関心が高まった。近年のこうした問題に対して、国立環境研究所では、これまでにもラボ実験、様々な

手法による大気観測、数値モデルシミュレーションなどの調査研究を実施してきた 42）。中でも、数値モデルを用いたシ

ミュレーション研究では、全球規模の化学輸送モデル（Chemical Transport Model: CTM）や化学気候モデル（Chemistry 

Climate Model: CCM）、領域規模の CTM を用いて、対流圏オゾン（O3）の発生源別寄与解析や将来の濃度予測実験、東

アジアにおける春季地表 O3 のトレンド解析、同じく東アジアの硫酸塩エアロゾルや日本における硝酸沈着量の時空間

変動解析・トレンド解析などの研究が行われ、それぞれに東アジアの大気汚染に関する貴重な知見を提供してきた。し

かしながら、これらの研究は統一的な実験設定で実施されてきたわけではないため、個々の研究で得られた結果を統合

的に理解しようとすることが簡単ではない場合もあった。こうした背景を踏まえ、本サブテーマでは、全球規模から地

域規模、国規模までを統一的に表現できる数値モデルの体系（システム）構築を目指した。このシステムは、全球規模

と領域規模の CTM、及びこれらに入力する各種大気汚染物質の排出量インベントリデータとで構成され、東アジアに

おける大気汚染について、多様な（マルチ）空間スケールが重合した構造として明らかにするための基盤となるもので

ある。このシステムを使って近年の東アジアにおける大気質の状況を再現する数値シミュレーションを行い、更に各種

感度実験を実施して東アジア大気汚染の構造解明を進めた。また、将来の東アジアにおける大気汚染対策シナリオに基

づいた数値シミュレーションを行って対策の効果を評価した（なお、この将来シナリオ評価は、プロジェクト 2 で開発

された海洋モデルと連携して行ったため、その内容は 2.3 節において詳述する）。

　一方、このような東アジアにおける大気汚染のわが国における影響として、森林植生への影響に着目した研究を合わ

せて進めた。近年、日本各地の山地森林域においては、冷温帯の代表的森林として国内に広く分布するブナ林の衰退が

問題となっている。これまでの様々な調査研究から越境大気汚染を含む O3 曝露や温暖化・乾燥化による水欠乏の影響

が指摘されているが、その影響の程度については明らかにはなっていない。そこで、山地森林域での O3 汚染やブナ衰

退度のモニタリングを実施し、更に、ブナに O3 曝露と水欠乏を与えて成長量変化を評価する実験、及びその結果と数

値モデルシミュレーション結果とを連携した日本各地のブナ林衰退リスクの推定を行った。また、植物は、O3 に暴露

された時のようなストレス状態において、可視被害や成長阻害、品質の低下などの影響を受けるが、そうしたストレス

の大きさを定量的に把握してストレス診断を行うために、これまでモデル植物を対象に開発してきた、遺伝子発現解析

や傷害ホルモン測定等の手法によるストレス診断手法をブナに応用するための研究を行った。

（2）方法

　全球規模から地域・国規模までのマルチ空間スケールにおける大気質の変化を表現するため、全球規模の CTM であ

る CHASER 43）と、地域気象モデル WRF 44）の気象場データを利用する領域規模の CTM である CMAQ 45）を用いて、マ

ルチモデル－マルチスケール CTM システムを構築した（図 20）。全球 CTM の CHASER では、O3、水素酸化物（HOx）、

NOx、メタン（CH4）、一酸化炭素（CO）、非メタン炭化水素（NMHC）が関係する 140 個の光化学反応が考慮されており、

気体反応に加えて SO2 からの硫酸塩エアロゾル生成も計算される。CHASER の水平分解能は T63（緯度×経度＝1.9 °≒ 

200 km）であり、計算された主要な化学成分の濃度を、領域 CTM の CMAQ に側面（東西南北）境界条件として与え、

更に空間詳細な計算を行う。この際、異なる水平分解能を持った CMAQ で 2 段階の空間ダウンスケールを行うことに

より、水平分解能 60 km（東アジア全体）と 15 km（日本全体）という異なる空間スケールに応じた大気質変化の検討

を可能とした。CMAQ の化学反応計算には、SAPRC-99 を、エアロゾル過程には AERO5 と呼ばれる計算モジュール

を使用した。CMAQ ではエアロゾル粒子を、粒径別に、エイトケンモード、集積モード、粗大モードの 3 つに分けて

取り扱っており、観測データとの比較の際にはエイトケンモードと集積モードの質量濃度の和をもって PM2.5 濃度と

した。AERO5 で計算が可能なエアロゾルの成分は、硫酸イオン（SO4
2－）、硝酸イオン（NO3

－）、アンモニウムイオン 
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（NH4
＋）、元素状炭素（BC）、有機物（OC）、ナトリウムイオン、塩化物イオン、およびその他一次粒子であり、観測さ

れた全 PM2.5 濃度との比較に際してはこれらの総和を用いた。

　上記の CTM システムの気象場を駆動するため、米国国立気象局（NCEP）による水平解像度 1 °× 1 °、6 時間毎の

全球客観解析データを用いた。近年の東アジアにおける大気質変動を再現するために必要な大気汚染物質に関して、

その多様な発生源（人為起源、バイオマス燃焼起源、植生起源、火山起源）からの排出量データの整備を行い、2000

年から 2012 年までの東アジア大気質再現実験を行った。人為起源の排出量データとしては、日本を除くアジア域で 

REAS v2.1 8）、日本においては JATOP 46, 47）のデータを用いた。これらには、日本における固定発生源対策、自動車排

出ガス規制、VOC 蒸発発生源対策などによる排出量の長期変化、日本国内の休日と平日による自動車からの排出量の

違い、中国における中長期の大気汚染対策に伴う排出係数の変化や春節に伴う産業・社会活動等の変動が含まれてい

る。なお、REASv2.1 は 2008 年までの期間しかカバーしていないため、2009 年以降は 2008 年値を繰り返し用いてい

る。バイオマス燃焼による排出量と植生からの NMHC 排出量については、それぞれ、GEFED v3.148）と MEGAN v2.149）

を用い、後者においては WRF による気象場の計算値を用いて排出量の推定を行った。火山噴火による SO2 の放出量は、

AEROCOM 50）および気象庁のデータ 51）を用いた。計算は、東アジア全体を含む 60 km の水平分解能を用いた 13 年間

の通し計算と、それを境界条件として日本全域を対象とした 15 km の水平分解能を用いた複数年（2000、2005、2009、

2010、2012 年）の計算を行った。計算された大気汚染物質の地表濃度に関して、国内外の観測データとの比較を通し

て再現性の評価を行った。用いた観測データは、環境省による大気汚染物質広域監視システム（AEROS）による常時

監視局モニタリングデータ、国立環境研究所による沖縄・辺戸岬での長期観測データ、同じく国立環境研究所による定

期貨物船を用いたアジア近海での海上観測データ、関連する推進費研究（5B-1101 など）で観測された PM2.5 の成分デー

タなどである。

　上記システムを用いて、東アジアにおける大気汚染の構造を理解するための感度実験を行った。2012 年を対象にし

た通常の実験（標準実験）に対して、日本とそれ以外の東アジアの二領域に関して、10 の排出部門（輸送部門・産業部門・

発電部門・船舶・固定蒸発発生源・バイオマス燃焼・植生起源・火山・その他 NH3・その他）からの大気汚染物質排出

量をそれぞれ 20％削減する感度実験を行い、両実験の差をとって各領域・部門の大気汚染物質への寄与を見積もった。

実験は、計算コストの関係で、冬季（1－2 月）、春季（4－5 月）、夏季（7－8 月）を対象に実施している。更にサブテー

マ 2 と協力し、感度実験から見積もられた発生源別の寄与を用いて、PM2.5 への長期暴露及び短期暴露に起因する死亡

数に対する発生源別の寄与を評価した。

　山地森林域でのモニタリング調査では、地方環境研究所等の協力を得て、北海道から九州に至る様々な地域で、ブナ

等の樹木衰退に係る、目視衰退度調査、葉緑素含有量（SPAD）計測、パッシブサンプラーによる O3 濃度計測を、2008

年より実施し、地域変化や経年変動等を解析した。また、2 ～ 3 年生のブナの苗木を材料として、環境制御室を用い、

気温 25/15℃（昼 / 夜）、相対湿度 65/70％（昼 / 夜）のもとで次の二つの実験を行った：① 0 ～ 200ppb レベルの O3 短期（24

時間）曝露影響実験、② O3 曝露と水欠乏処理の長期（3 ～ 6 ヵ月）複合影響実験。後者では、O3 濃度を、日平均 70 ppb（昼

120 ppb、夜 40 ppb）、50 ppb（昼 100 ppb、夜 20 ppb）、0 ppb の 3 段階に設定した。また、水欠乏処理は、250 ml/3 日の

図 20　構築されたマルチモデル - マルチスケール CTM システム
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灌水区（22 週間の降水量換算で総計 1,300 mm 程度）を 100％とし、80％、60％、40％、あるいは 70％、50％の灌水処

理を行った。実験開始前後に乾重等を計測し、生長解析法により相対生長率（RGR）等を算出し影響を比較した。こ

の実験から、暴露－作用関数を、AOT40（5 ～ 10 月のブナ生育期における 6：00 ～ 18：00 の O3 時間平均濃度のうち

40 ppb 以上の濃度を積算したもの）と RGR の関係式として導出した。更に、環境省第 5 回自然環境保全基礎調査（1994

～ 1998）の植生調査－3 次メッシュデータからブナの分布域を抽出し、そこに、数値モデルシミュレーション結果から

計算したAOT40と上記の関係式から計算されるRGRの変化を重ねて、国内におけるブナ林のリスクマップを作成した。

O3 暴露によるブナのストレス診断法に関しては、日本海側型（福島産）と太平洋側型（神奈川産）の二つのブナ生態

型について、同様の苗木を用い、室温 25℃、相対湿度 70％、光強度 300 µmol PPFD のチャンバー内で濃度 200 ppb の

O3 に48時間暴露してO3 による酸化ストレスの評価を行った。対象として同様の苗木をO3 暴露しない他は同条件のチャ

ンバー内に静置した。暴露開始後 24 時間と 48 時間に葉を採取し、ガスクロマトグラフを用いて葉からの傷害ホルモン

（エチレン）産生量を測定した。あわせて、暴露開始後 0 時間、2 時間における葉でのエチレン生合成系遺伝子（ACO1）

の定常的に発現している遺伝子（ELF）に対する相対的な発現量も調べた。

（3）結果と考察

a）マルチスケール CTM による東アジア大気質の再現実験：観測データによる検証と発生源別寄与解析

　モデルで計算された、日本域での 2000 年～ 2012 年における大気汚染物質の経年変化を各種の観測データを用いて

検証した。まずは日本全域の平均的な長期傾向の再現性を評価するために、AEROS の常時監視局における観測データ

との比較を行った（図 21）。図 2 左列に示した一次汚染物質（NOx、SO2、NMHC）地表濃度のモデル計算値は、観測

値の 20 ～ 50％程度の値となり、明らかな過小評価になっているものの、入力した我が国における排出量の減少傾向を

反映して、観測されているような長期の減少傾向を示していることが分かる。こうした一次汚染物質の過小評価の原因

としては、排出量データの不備とモデルの水平分解能の不足が考えられる。このうち水平分解能の違いが与える影響に

関して、60 km と 15 km の水平分解能で計算した結果を比較すると、15 km の分解能の場合に、地表濃度が約 2 倍に計

算される場合があり（例えば、関東などの都市域において）、SO2 の場合はこれによりモデル計算値が観測値にかなり

図 21　日本域における大気汚染物質の地表濃度の年平均値の経年変化（2000 年～ 2012 年）
　　　 常時監視局における観測濃度（黒）と 60km スケールモデル計算濃度（赤）
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図 22　�定期貨物船（東南アジア航路：FTW、オセアニア航路：TF5）において観測されたオゾン濃度の各緯度帯（10 度間隔）
別平均値の季節変化（黒線）と同様に集計したモデル計算値（青線）の比較

　　　 中央図は各航路のルートと各図で平均を求めた領域を示す

近くなる。ただし、NOx の場合は 15 km の分解能で計算しても依然として過小評価となっている。地表濃度の過小評

価を考慮して、モデルと観測の濃度減少傾向を相対減少率（線形トレンド値を期間平均の濃度で除す）として比較する

と、モデル計算における相対減少率は観測から求められるものよりいずれの成分でも小さくなっているが、成分毎に観

測との相違の程度が異なっており、SO2 や NO2 ではモデル計算による相対減少率は観測された減少率の 8 割程度、NOx

では 6 割程度の値となり、NMHC の場合は 4 割程度にとどまることが分かった。これらの情報は、各一次汚染物質の

排出量データの精度向上に役立つことが期待される。一方、二次汚染物質である光化学オキシダント（Ox：主成分は

O3）に関して、日本ではその地表濃度に増加傾向のあることが知られている。モデルは 2000 年から 2009 年に掛けての

O3 増加傾向とそれ以降の増加の停滞傾向を良く再現しており、O3 が増加する 2000－2009 年における増加率も観測 0.44 

ppbv/ 年に対しモデルが 0.47 ppbv/ 年と定量的にも良く再現していることが分かった。また、観測によれば、O3 が増加

する期間（2000－2009 年）において、西日本ほど増加率が大きい傾向になっているが、このことをモデルは比較的良

く再現しており、これは大陸からの越境大気汚染による影響が大きいことを示唆している。更にこの増加率が春や秋に

大きく、夏と冬は比較的小さくなる季節的な変化もモデルは観測と整合的であった。一方、2010 年以降はそれまでの

ほぼ一貫した増加傾向とは異なり一旦大きく減少する変化が観測されている。観測されたこの O3 濃度減少には、西日

本・南日本の方が東日本・北日本に比べて大きいという地域的な傾向や、4 月～ 9 月の暖候期に 2009 年と 2010 年の濃

度差（濃度減少）が大きくなるという季節的な特徴がみられるが、モデル計算においても地域特性や季節特性も含めて

類似の傾向が再現された。今回の計算では、日本を除くアジア域での人為起源大気汚染物質の排出量は 2008 年以降同

じデータが使われており、2010 年以降にモデルで計算された観測と類似した変化は、それ以外の要因（国内発生源な

いしは気象場の変動）によるものと考えられる。このように、モデルによって日本の地表 O3 の長期変化傾向は良く再

現されることが確認されたが、実際には年平均値でみた場合に最大 20 ppbv 程度の正のバイアスが存在している。この

バイアスは暖候期（4 月－10 月）に大きくなる傾向があり、バイアスの見られる範囲は日本の周辺だけではなく、少な

くともおおよそ北緯 10 度以北の海上（東シナ海、南シナ海、フィリピン海）においても見られることが、サブテーマ

1 で得られた定期貨物船による観測データとの比較から確認された（図 22）。なお、このバイアスは大陸に近い東シナ
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海・南シナ海を往来するアジア航路での比較においてより顕著に見られる傾向があり、大陸からの汚染空気の影響から

離れた太平洋域を航行するオセアニア航路ではバイアスが小さくなっている。

　図 2 の右列に示した SPM（浮遊粒子状物質）の観測値では 2000 年～ 2012 年にほぼ継続して減少する傾向がみ

られるが、モデルでは濃度の計算値自体が観測値の半分程度と過小評価になっており、また同期間中の継続的な

減少傾向は再現されず、2009 年以降にやや濃度が減少に転じるという結果となっている。現状の CMAQ では、観

測される SPM には含まれている土壌性ダスト（黄砂など）が考慮されておらず、濃度の過小評価の一部はこの

ことが原因と考えられる。一方、PM2.5 の成分濃度再現性に関して、本サブテーマと関連する環境研究総合推進

費（5B-1101 など）で観測された、北海道から九州にかけての国内 13 地点における PM2.5 成分データを用いて濃

度再現性の評価を行った。2012 年単年の比較ではあるものの、全国的に、SO4
2－には冬季と春季を中心に過小評価

傾向があり、NO3
－には主に冬季と春季に過大評価傾向、OC と BC には年間を通じて過小評価傾向のあることが分

かった（図 23）。またこの比較では、モデルの水平分解能による再現性の違いも見ることができ、NO3
－では 15 km 

　図 23　�日本国内13地点（横軸）におけるPM2.5 成分（上から、SO4
2－、NO3

－、NH4
＋、BC、OC）の観測値（■）とモデル計算値（緑：

60 km スケール計算、赤：15 km スケール計算）の各季節（冬（左列）、春（中列）、夏（右列））平均値の比較
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図 24　�沖縄・辺戸岬における SO4
2 －（左上）、NH4

＋（右上）、NO3
－（左下）、OC（右下）の地表濃度の時間変化（2000 ～ 2012 年）。

エアロゾル質量分析計（AMS）による月平均濃度（赤）と 60 km スケール計算濃度の月平均値・年平均値（水色）。

の水平分解能を使用した場合に再現性の良くなることが確認された。これには排出量データとモデル自体の水平高

分解能化が共に影響していると考えられる。更に、国立環境研究所による沖縄・辺戸岬での長期観測データとの比

較も行った（図 24）。沖縄・辺戸岬では Q-AMS と呼ばれるエアロゾル質量分析計を用いて粒径の小さな粒子状物質 

（粒径 ＜ 1 µm：PM1 相当）を成分毎に観測している。この観測値とモデル計算値の比較から、SO4
2－と CH4

＋に関しては

総じて濃度レベル、変動のタイミングともに良く再現されていることが分かる。2007 年以降、特に SO4
2－において比較

的明瞭な濃度の減少傾向が観測されているが、このような傾向はモデル計算でも良く捉えられている。観測された近

年の SO4
2－減少傾向に関しては、越境大気汚染の経年変化との関係から本サブテーマにおいても大きな関心を寄せてい

るが、今回の計算では、日本を除くアジア域での人為起源大気汚染物質の排出量は 2008 年以降固定されており、モデ

ルで計算された SO4
2－の減少傾向は排出量変化以外の減少要因の存在を示唆するものとして興味深い。一方、モデルで

計算された NO3
－は、図 4 で国内の他地点での比較結果と同様に、冬季を中心に過大評価傾向を示し、経年傾向に関す

る観測値との比較は難しかった。このように、PM2.5 のモデル計算値には上記のような問題点のあることが分かったが、

これらに対する対応を検討し、NO3
－の冬季・春季を中心とした過大評価に関しては硝酸ガス（HNO3）とアンモニア（NH3）

の乾性沈着速度を 5 倍程度に大きくすることで著しい過大評価傾向の改善が見込まれること、また OC に関しては、揮

発性基底関数モデル（VBS）と称するこれまでよりもより詳細な化学過程と、NMHC の大気中における酸化過程を導

入することによって、特に春季と夏季における過小評価に一定の改善が図られることが確認された（図 25）。なお、こ

こでは VBS 導入の都合上、CMAQ の化学反応計算とエアロゾル過程の計算スキームをそれぞれ、CB05 および AERO6

に変更している 52）。

　以上のように、本サブテーマで開発・整備がなされた CTM システムによって計算された東アジア大気質、特にわが

国における代表的な大気汚染物質である O3 と PM2.5 に関して、再現性の良い部分と悪い部分などの特徴を把握すること

ができ、PM2.5 に関しては、そうした特徴を踏まえた対応策の採用によって一定の再現性向上を達成することが出来た。 

次にこの改善されたシステムを用いて、東アジアにおける大気汚染の構造を理解するため、大気汚染物質の排出領域・

排出部門毎の寄与率を評価する感度実験を行った。図 26 は、PM2.5 の年平均濃度が高い関東と九州における、PM2.5 に

対する日本国内の寄与、国外からの寄与、および火山と国際船舶からの寄与に関して夏季と冬季に分けて評価した結果

である（国内寄与は更に、詳細な部門に分けて表示）。関東と九州で、国内寄与と国外寄与の相対的な大きさに顕著な

違いがあり、関東では夏季、冬季共に国内寄与が国外寄与より大きな割合を占めており、輸送、産業、固定蒸発発生
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　図 25　�冬季、春季、夏季における NO3
－（左）と OC（右）の再現性検証。観測（黒）に対して、異なった過程を考慮したモ

デルとの比較結果を示す（エラーバーは観測地点の違いによる濃度範囲）。

源、バイオマス燃焼の各排出部門は、夏冬共に一定の寄与率を占めている。一方、その他 NH3（大半は農業起源）、植

生起源の寄与率は夏冬で大きく異なっている。また火山による寄与（SO4
2－への寄与）も季節による違いが顕著であり、

気温や湿度の違いによって大気中での反応速度やガス－粒子分配に変化が起こり、その影響を大きく受ける PM2.5 成分

の割合が大きい排出部門では、その相対寄与率にも顕著な季節変化が生じたものと考えることができる。九州では、関

東と異なり国外寄与が夏冬共に大半を占めており（夏季：66.5％、冬季 87.1％）、これは既往研究によって評価された

九州における国外寄与の年平均寄与率（80％53））と整合的な結果と言える。この結果を用いて、PM2.5 への長期暴露及

び短期暴露に起因する死亡数に対する発生源別の寄与を、夏季と冬季の関東と九州について評価した（図 27）。夏季の

図 26　�関東（上段）と九州（下段）の夏季（左列）と冬季（右列）における季節平均 PM2.5 地表濃度に対する、各排出部門の寄
与率（％）。九州に関しては、国内寄与のうち輸送・産業・発電以外の部門からの寄与は合算して表示
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九州では、PM2.5 濃度に対する国外排出源の寄与率が支配的だったことを反映して、死亡数に対する国外寄与が 5 割を

超えているが、一方、関東では、国外寄与は 2 割程度であり、火山と同程度の寄与となっている。また、関東の夏季で

は、国内の主要な排出源である、輸送、産業、発電の各部門の寄与は、それぞれに約 7－14％程度の寄与率を持ってい

ることが分かった。冬季にはいずれの地域においても、SO4
2－を主とする火山の寄与が著しく減少する一方、九州では

国外の寄与が更に増加して 7 割を超えるようになる。関東では国外寄与の割合はあまり変わらないものの、国内寄与の

うち輸送部門とその他、特にアンモニアの寄与率が著しく増加する結果となった。

b）ブナに対するオゾン等環境ストレスの影響評価

　山地森林域におけるモニタリング調査から以下のような特徴が明らかとなった。

　1） 各山地森林域におけるブナ生長期間における O3 濃度は 10 ～ 70 ppb の範囲であり、春季（4 ～ 5 月）に最高となり、

夏季（7 ～ 8 月）に最低となる周期的変動を示した（図 28）。また、SPAD 値は、5 ～ 6 月の展葉開始期から急速に

上昇し、8 ～ 9 月に最高値（40 ～ 50）を示した後に減少した。

図 27　�PM2.5 への短期・長期暴露に起因する死亡数に対する各発生部門の寄与（％）
　　　 関東（上）、九州（下）の夏季（7-8 月：左）と冬季（1-2 月：右）に関する評価結果

図 28　各山地森林域におけるパッシブサンプラーで計測された O3 濃度の季節変化（2012 年）
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　2） 目視衰退度は地域によって差があり、ブナ衰退が認められる神奈川県や福岡県では、ブナが健全である静岡県や

北海道と比べて、年間を通じて O3 濃度が 10 ～ 20 ppb ほど高いことが判明した。ただし、8 年間のモニタリング期

間では、年による若干の変動はあるものの、経年的変化（明らかなブナ林の衰退傾向など）は認められなかった。

　環境制御室を用いたブナ苗木への低濃度 O3 暴露実験では、200 ppb までの O3 濃度に 24 時間曝露したブナに可視傷

害は発現せず、葉の葉緑素含有量、蒸散速度、光合成速度などの生理活性も対照と差が無かったことから、ブナに直接

的な急性障害を及ぼさないと推測された。O3 の短期曝露における影響の把握は遺伝子発現等、他の指標を探索する必

要が有ると考えられた。そこで、チャンバー内で O3（200 ppb）に 48 時間暴露したブナにおいて、エチレン生合成系酵

素の遺伝子発現の誘導（図 29）及び葉からのエチレン発生を確認した（図 30）。エチレン生合成系の遺伝子発現は、O3

暴露開始後に短時間で確認される一方、エチレン生成は徐々に促進され、日本海側型の方がより生成量の多い傾向が

あった。このことは、可視傷害が認められなくても、O3 の急性影響として、ブナ葉の細胞に O3 による傷害が起こり、

傷害ホルモンであるエチレンの生合成が誘導されたこと、及び日本海型の方が多くストレスを受けている可能性を示唆

図 30　O3 暴露したブナ葉からのエチレン生成量。Clean air（対照）N ＝ 3、Ozone（O3 暴露）N ＝ 6。垂直線は標準誤差

図 29　�O3 暴露したブナ葉におけるエチレン生合成系酵素遺伝子（ACO1）の相対発現量。Clean air（対照）、Ozone（O3 暴露）
ともに N ＝ 3。垂直線は標準誤差
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している。すなわち、エチレン生合成酵素遺伝子の発現やエチレン生成量はブナにおける O3 ストレスのマーカーとな

りえ、長期的に成長等に影響が出て、ブナ林の衰退につながるような現象が起こるリスクの早期診断に利用出来る可能

性がある。

　一方、長期複合実験から、以下のことが明らかとなった。O3 に曝露されたブナ葉には可視傷害（白緑色、褐色、茶

褐色に変色した斑点）が発現した。O3 濃度が高いほど、また曝露期間が長期になるに従い、その傷害は激しくなり、

やがて枯死し落葉した。また、水欠乏が強くなるほど O3 による可視傷害・落葉は促進された。生長に関しては、O3 濃

度や水欠乏が増加するほど、ブナの個体乾重の減少は顕著であった（図 31）。生長解析の結果、O3 濃度や水欠乏の増

加に伴い、相対生長率や純同化率も減少した。また、生理活性の指標である純光合成速度や蒸散速度でも、O3 濃度や

水欠乏による抑制が認められた。以上より、O3 ストレスと水ストレス双方の影響で光合成速度が低下したことが、純

同化率の減少を生じさせ、さらには樹木個体の生長抑制に繋がったことが示唆された。2 元配置の分散分析の結果、O3

と水欠乏は各々単独で有意にブナの生長を抑制したが、それらの交互作用は有意ではなかった。つまり、ブナに対し

て O3 曝露と水欠乏処理は相加的に影響し、生長を抑制することが判明した。ブナの産地や処理期間を変えて実施した、

複数のデータを纏め、O3 ドース（AOT40）や水欠乏ドースがブナの生長に及ぼす影響（処理－作用関係）を導出した 

（図 32）。

　図 31　ブナの生長に及ぼす O3 と水欠乏の影響（22 週間処理）

図 32　ブナの相対生長率と AOT40（オゾンドース）、降水量減少（水欠乏ドース）との関係
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2．2　広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明（プロジェクト 2）

2．2．1　長江流域圏から東シナ海への汚濁負荷量の予測手法の開発（サブテーマ 1）

（1）目的と経緯

　長江は、青海省のチベット高原を水源地域とし中国大陸の西南、華中、華東地域を流れ東シナ海へと注ぐ川である。

全長は 6,300 km で、中国およびアジアで最長、世界でも第 3 位の大川である。流域面積は 180.9 万 km2 であり、チベッ

ト高原の唐古拉山脈から、四川盆地、三峡を経て湖北省宜昌市に至るまでが上流、宜昌から江西省湖口県までが中流、

湖口から上海市の河口までが下流にあたる。源流から河口の標高差は 5,400 m に達し、西部の高原・高山地区、中部の

中山・低山地区、および、東部の丘陵・平原地区に大きく分けられる。長江流域には成都、武漢、重慶などの重要な工

業都市、上海、南京などの国際商業都市を含む中国の 19 の省（市、自治区）があり、流域の人口も経済規模も中国の

1/3 以上を占めている。中国国家海洋局によると、長江は中国大陸から海域への淡水供給の約 70％を担うという。また

2010 年の中国主要河川経由の海域への汚濁負荷総量に対する長江の寄与は、化学的酸素要求量（COD）とアンモニア

態窒素（NH3 -N）については約 75％、全リン（T-P）については約 80％を占めるという 1）。

　急速な経済発展による工業と生活排水及び化学肥料消費量の増大に伴って、長江流域圏からの汚濁負荷量は、上流か

ら下流へ徐々に増えると同時に、海への負荷輸送量が年々増大してきた。中国水利部長江水利委員会の発表によると、

長江流域の廃水・汚水排出総量は年間 5.2％以上の上昇率で増加しており、70 年代末の排水量は年間 95 億トンだった

が、80 年代末には年間 150 億トン、90 年代中・後期には年間 200 億トン、2000 年には年間 239.5 億トン、2008 年に

は年間 325.1 億トンに達し、その後、上昇傾向は鈍化しつつあるが、それでも 2012 年には年間 347.4 億トンも排出し

た。既存の研究 2）によると、長江河口附近の海域での硝酸態窒素（NO3 -N）と溶存態リン（DIP）の平均濃度も増加傾

向にあり、1958 ～ 1960 年の長江河口域及び沿岸海域での NO3 -N と DIP の平均濃度は 0.124mg・L－1 と 0.026 mg・L－1 

であったが、1985 年にそれぞれ 0.682 mg・L－1 と 0.054 mg・L－1、さらに、2001 年に 1.860 mg・L－1 と 0.062 mg・L－1 ま

で増大した。2005 ～ 2006 年の NO3 -N と DIP の平均濃度は 2001 年と比べて微量に低下したものの、1960 年代と比べ

でそれぞれ 6.4 倍と 1.2 倍に上昇した。

　また、既往の研究 3）によると、1980－1990 年の間に、長江最下流の河口に近い大通水文観測サイトで観測された

NO3 -N の年平均輸送量は 63.93 万トン / 年、NO2 -N は 0.79 万トン / 年、NH3 -N は 11.98 万トン / 年であった。本研究で

観測（図 34）、解析した 2011－2014 年の間に輸送された NO3 -N の年平均値（表 2）は 142.45 万トン / 年、NO2 -N は 2.50

図 34　�大通で観測した 2011-2014 年の河川流量（FLOW）、懸濁物質（SS）、全窒素（T-N）、硝酸態窒素（NO3 -N）、亜硝酸態
窒素（NO2 -N）、アンモニウム態窒素（NH3 -N）、全リン（T-P）と溶存態リン（DIP）など汚染物質の濃度変化
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万トン / 年、NH3-N は 42.11 万トン / 年であった。両者を比較すると、2011－2014 年の NO3 -N、NO2 -N と NH3 -N の年

平均輸送量は、1980 年代と比べるとそれぞれ約 2.2 倍、3.2 倍と 3.5 倍に増大したことが分かった。

　本研究の目的は、長江流域圏から東シナ海へ流出する汚濁負荷量の予測手法の開発である。つまり、長江流域全体を

一つのシステムとみなし、気象・地形・土地被覆の条件が互いに影響し合う複雑な過程、相互関係を調査・解析するこ

とにより、その中での水・汚濁物質の動態を日・月および年単位という異なった時間スケールで把握し、全流域から流

出する汚濁物質負荷量の再現計算を目的とした。そのため、地形や土壌、そして土地利用等の空間的な不均一性を反映

しつつも降水や汚濁物質の流出過程を組み込んだ評価ツールとしてアメリカ農業省（USDA）の研究業務としてテキサ

ス A&M 大学 Black land 研究所が開発した SWAT（Sail & Water Assessment Tool）モデル 4）をベースに流域圏水と物質循

環評価モデルの開発を行った。

（2）流域圏水と物質循環評価モデルの開発

　本研究は、SWAT モデルをベースに、物質収支モデル 5）を導入することで、図 35 に示すような流域圏水・物質循環
評価モデルを開発した。そのうち、SWAT モデルには水文学的な反応単位（Hydrological Response Unit, HRU）を最小

単位として採用している 4，6）。HRU とは、分割された小流域内の同一な特徴を持つ土地の最小単位で、固有の地形勾

配、土地利用、植生被覆及び土壌別に作成されて計算に用いられる。また、水文モデルの支配方程式は、水収支方程式

（連続式）である。そのうち、流出量は、USDA-SCS（Soil Conservation Service）の CN（Curve Number）法 7）を改良し

たモデルで推定する。CN 法において日降水量データは最も重要な気象要素である。中間流を求める方法は Kinematic 

Storage モデル 8）を採用しており、蒸発散量を求めるモデルは Penman-Monteith 式 9）を採用した。

　この評価モデルは、地形や土壌、そして土地利用等の空間的な不均一性を反映しつつも水や汚濁物質の多様な発生源

による汚濁発生量及び流出・輸送過程を組み込んだ流域圏統合評価ツールとして開発され、多様な土壌類型、土地利用、

および土地管理方法が複雑に存在する集水域において、土地利用、流域改造活動、管理事業などが水・物質の循環に与

える影響を予測することが可能になる。

　評価モデルの入力情報として、まず、地形、土地利用、土壌類型と特性などの地理情報データベースが必要となる。

また、日単位の最大・最小および平均気温、湿度、降水量、風速、および日射量など入力用気象データも必要となる。

さらに、モデル再現性の検証データとして、長江本川及び主要支川の日平均の河川流量及び水質観測データが必要とな

る。これらのデータを下記のように収集・解析した。

表 2　�大通水文ステーションで観測した全窒素（T-N）、全リン（T-P）、硝酸態窒素（NO3 -N）、亜硝酸態窒素（NO2 -N）、アン
モニウム態窒素（NH3 -N）と溶存態リン（DIP）の年平均濃度（mg/L）と総流出量（万トン）

T-N T-P NO2 -N NO3 -N NH3 -N DIP
年平均濃度（mg/L）

2011 2.43 0.15 0.04 1.71 0.45 0.11

2012 2.35 0.13 0.03 1.62 0.49 0.09

2013 2.47 0.15 0.02 1.65 0.61 0.11

2014 2.70 0.13 0.04 1.85 0.46 0.11

平均値 2.49 0.14 0.03 1.71 0.50 0.11

年総流出量（104 t）

2011 162.17 9.81 2.42 114.05 30.20 7.64

2012 235.01 12.57 2.92 162.08 49.19 8.79

2013 194.88 11.45 1.55 130.19 48.13 9.00

2014 238.70 11.60 3.10 163.50 40.90 9.50

平均値 207.69 11.36 2.50 142.45 42.11 8.73
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　①地形・水系データ：アメリカ航空宇宙局（NASA）が公開された 90 m メッシュ（標高）データ 10）を用いて

ArcSWAT のツールで水系図を作成した。これらのデータは緯度経度で記述されているので、SWAT で利用するた

めに直交座標系に投影変換する作業が必要になる。投影変換作業は ESRI 社製の ArcMap9.3.2 を用いて実施した。

　②土地利用データ：中国科学院地理科学・資源研究所と共同で衛星データを用いて、2005 年の 1 km メッシュの

土地利用データを作成した。このデータは SWAT モデルで利用可能な直交座標系に投影変換を行い、さらに、

ArcSWAT 自身のデータベースにある土地利用コード、例えば水田であれば RICE, 水域であれば WATR、草原であ

れば PAST といったコードが入力された土地利用 GIS データに再変換した。

　③土壌分布データ：中国科学院南京地理・湖沼研究所より百万分の一の土壌分布データを入手し、これも再投影し

たものを用いた。土壌分布データは土壌の類型を入力されていたポリゴンデータである。SWAT では、土壌の透

水係数などの物理性（空隙率、透水係数、含水率、組成等）を設定する必要があるため、中国土種誌に書かれた

各類型の土壌物性値を参考にし、ArcSWAT の編集機能を用いて入力した。入力の項目は、SOILTYPES：土壌名、

NLAYERS：土壌層、HYDGRP：土壌の透水性、SOL_ZMX：土壌の最大深さ、ANION_EXCL：土壌中のアニオ

ン排除能、SOL_CRK：土壌の空隙率、TEXTURE：土層の土性、SOL_Z：n 層目の土壌厚さ、SOL_BD：n 層目の

土壌の容積湿潤密度、SOL_AWC：n 層目の充填可能水量、SOL_CBN：n 層目の有機炭素量重量比、SOL_K：n 層

目の飽和透水係数、CLAY：n 層目の土壌の粘土率、SILT：n 層目の土壌のシルト率、SAND：n 層目の土壌の砂率、

ROCK：n 層目の土壌の岩石率、SOL_ALB：湿潤アルベド、USLE_K：USLE （Universal Soil Loss Equation）の K ファ

クター、SOL_EC：電気伝導度などである。

　④気象・水文データ：中国水利部長江水利委員会及び中国科学院との共同研究で長江流域における日降水量、気温、

相対湿度、日照時間等の気象データや主要な水文観測点での水文・水質測定データを入手した。これらのデータは

SWAT モデルの入力データと検証データとして利用した。SWAT モデルでは日射量を用いるが、気象観測所では日

照時間しか得られていない。このため、FAO が推薦した推定法を用いて日照時間から全天日射の日平均値を推定

した。

　⑤社会・経済統計データ：1981、1991、2001 と 2011 年など 10 年毎の県レベルの作物生産量、人口数、家畜頭数な

どのデータは中国農村統計年報より得られた。一方、1981 年からの省レベルの経年変化のデータは中国統計年報

より得られた。本研究では、省レベルの経年変化のデータから年変動率を求めて、県レベルのデータの内挿・補正

を行った。

図 35　流域圏水と物質循環評価モデルの構造（Wang Q-X. et al., 2014）
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（3）汚濁負荷発生量の推定

　モデル入力データとしての汚濁負荷発生量（NINPUT）は下記の物質収支モデル（Howarth et al., 1996）を用いて推定した。
NINPUT ＝ NANTHRO ＋ NRECYCLE

＝f（NFER, NBIO, NDEP, NHUMAN, NANIMAL, NRESI, NSEED） （式 1）　

　そのうち、NINPUT は新たに投入される人間由来の反応性窒素（NANTHRO）と再生循環する反応性窒素（NRECYCLE）の二つの

グループに分類できる。前者の NANTHRO には、化学肥料施用による窒素投入（NFER）、大気からの湿性沈着や乾性降下な

どによる硝酸態窒素沈着（NDEP_NO3）、ならびに作物の生長による窒素固定（NBIO）などが含まれる。後者の NRECYCLE には

人間と家畜の糞尿（NHUMAN、NANIMAL）、作物残渣由来の有機肥料や焼却から排出される窒素（NRESI）、大気からのアンモニ

ア態窒素沈着（NDEP_NH4）、及び種苗投入による窒素（NSEED）が含まれる。NDEP_NO3 と NDEP_NH4 のデータは、両方を合わせた

沈着量（NDEP）として整理した。式 1 を用いて、1980 ～ 2010 年間の流域面での窒素負荷発生量（窒素投入量）の時空

間分布を明らかにした 11）。

　図 36 は、1980 年および 2010 年の長江流域の窒素肥料の施肥量、人間と家畜の排泄物量、農作物による固定量、農

作物残滓及び大気からの窒素沈着量などのデータに基づき解析された負荷発生量の両年の空間的分布および両年の差分

を表したものである。それによると、過去 30 年の単位面積あたりの負荷発生量は、多くの地域で 50 kg/ha 未満だった

が、四川盆地、漢江流域、ハ陽湖流域、洞庭湖流域および長江デルタ地域では、50－300 kg/ha に達する大幅な増加が

生じていることが示された。全流域からの負荷発生量は、窒素換算で1980年には810万 t、2010年には1640万 tであり、

過去 30 年間で約 2 倍に増加していると算定された。

　図 37 は、青海省、湖南省、江蘇省の 3 地域を抜き出して、過去 30 年間の発生源毎の負荷発生量の経年変化を示した

ものである。青海省は水源地にあって大部分が草地に覆われ放牧・畜産を中心とする地域、湖南省は中流域にあって丘

陵地帯が多く抱え畑作を中心とする地域、江蘇省は下流の平野に位置し稲作を中心とする地域であり、それぞれ長江流

域の 3 つの代表的な土地利用類型に属している。草原地帯である青海省では、現在に至るまで家畜の排泄物が最大の負

荷発生源であるが、全体に占める割合は少しずつ減少している。代わって 1980 年代には 5％程度だった施肥由来の負

荷発生量が、2000 年代には 10％へと上昇している。畑作地域である湖南省の負荷発生量は、現在に至るまで右肩上が

りの増加が続いている。その主な増加要因は窒素肥料及び家畜排泄物によるもので、また大気沈着量の増加も顕著であ

る。稲作地域である江蘇省では、窒素肥料が負荷発生量の半分以上を占めるという特徴があるが、その負荷発生量の経

年変化は 1998 年を境として増加からやや減少する傾向に転じている。その結果、最近 10 年間の負荷発生量は、江蘇省

ではほとんど変化していない。

　これらの解析から、負荷発生源の分布として、長江源流・上流域では家畜排泄物が最も負荷発生に寄与していること、

中～下流域に向かうほど窒素肥料による寄与が大きくなり、下流域では、窒素肥料が最大の負荷発生源であることが明

図 36　2010 年与 1980 年の窒素負荷発生量の差
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らかになった。また、過去 30 年間の負荷発生量の増加は、源流～上流域では僅かであり、中～下流域において著しい

こと、ただし中流域では現在も増加傾向が続いているが、下流域では高止まりの状態に至っていることが明らかになっ

た。

　このような 30 年間の空間分布変化は、中国経済の発展過程における地域特性から説明できる。1980 年代の改革開放

政策から 1990 年代にかけて、長江デルタをはじめとする東部地域で経済活動が活発となり、中～下流域域の農業生産

等に由来する負荷発生量が急増したと考えられる。2000 年代に入ると沿岸地域では、都市化や工業化に伴う農地面積

図 37　�長江水源地にある青海省（a）、中流域にある湖南省（b）及び下流にある江蘇省（c）における過去 30 年間の異なる発生
源毎の負荷発生量の経年変化
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の縮小と窒素肥料の使用量減少によって、負荷発生量が低下したと考えられる。代わって、負荷の大きい農畜産業が下

流域から中・上流域に移され、それらの地域における負荷発生量の増大を招いていると考えられる。源流域は、現在で

も牧畜を中心とする未開発地域であるため、過去 30 年間、ほとんど変化が生じていないと考えられる。

　水環境を悪化させた具体的な要因をまとめると、まず、都市化に伴い、都市人口と規模が急速に拡大し、都市近郊で

は養鶏、養豚、養牛等が盛んに行われているため、その発展速度についていけず、多くの都市で廃水処理施設がなく、

家畜糞尿や生ゴミ等が岸辺に積まれていて、雨の時に直接に河川に流される。また、急速な経済発展と環境保全のバラ

ンスがとれておらず、生活部門や産業部門からの汚濁負荷排出量は確実に増加してきた。さらに、農地域で化学肥料や

農薬の大量使用、中下流域における湿地や湖沼の過度な開発、上流域における山林の乱伐や開発行為等による土砂流出

が、水環境を悪化させる大きな要因になっている。最後に、排水処理・浄化施設のための経費投入が不十分で、大量の

生活排水や工場廃水が未処理のまま直接河川に排出されたり、例え排水処理施設に送られても十分な処理ができず汚れ

たまま河川に排出されたりしている。これらの要因が複雑に絡みあい、河川や湖沼の水環境容量が小さくなり、汚染が

深刻化になってきた。

　上述のように、経済活動の地理的な変化に応じて、長江流域において汚濁負荷の発生構造や地理的な分布が変化して

きたことが分かった。また陸水や海域環境に対する汚濁負荷削減などの流域管理においては、農畜産業部門からの汚濁

制御に最大の関心を払うべきであることが定量的に示された。さらに、過去 30 年間の長江流域全体の施肥による負荷

発生量は約 3 倍に増加した。一方、農作物による窒素固定量の増加は僅か 1.2 倍でしかない。つまり、農作物の収量は、

施肥の増大に見合うほどには増加しておらず、効率的な施肥によっても汚濁流出の抑制が可能と考えられる。また近年

危惧される現象として、四川盆地、漢川流域、ハ陽湖盆地、洞庭湖盆地及び長江デルタ地域における大気からの窒素沈

着の増大が挙げられる。全流域を対象とした解析では、過去 30 年で大気からの窒素沈着は約 3.7 倍に増加していると

算定された。その削減は、中国での深刻な大気汚染の解決ばかりでなく、水環境の改善にも繋がると考えられる 12）。

（4）観測データによる接合モデルの精度検証

　前述のように、物質収支モデルと SWAT モデルの接合によって流域圏水物質循環評価モデルを構築し、全流域にお

いて水量・水質の動態をシミュレーションした。モデルのパラメータリゼーションは、長江の最大支流である漢江流域

で実施した。漢江流域の上流から下流までの 5 地点の流量と水質観測データを用いてモデルのキャリブレーションを行

い、最も適切なパラメータを抽出した 13）。次に、漢江流域でのパラメータリゼーションで得られたパラメータ値を長江

全流域へ適用し、モデルの適合性の検証を行った。

　まず、降水流出過程の再現性を確認するため、長江上流の宜昌（河口部より約 1600 km）と中流の武漢（同約 1200 

km）及び下流域の大通観測点（河口部より約 550 km）での月毎の計算結果と観測値（2008－2010）との比較も行った。

相関係数（R2）はそれぞれ 0.84、0.84 と 0.91 で、再現性はいずれ高い水準にあることを示している。また、モデルの

降水流出応答特性を詳細に確認するため、支流域単位での再現性も検討した。各支流域の下流端でのモデル計算値と月

平均河川流量観測値と比較した結果、金沙江流域（地点：屏山）、嘉陵江流域（地点：北培）、漢江流域（地点：仙桃）、

湘江流域（地点：城陵機）では、いずれ年間を通じた流量変動に高い再現性が得られた。観測値と計算値との相関係数

（R2）は、それぞれの 0.95（地点：屏山）、0.87（地点：北培）、0.89（地点：仙桃）、0.86 （地点：城陵機）であった。

　流域全体を対象に行った栄養塩流出量の再現性を検証するため、長江本川の宜昌と武漢での 2009 と 2010 の二年間 

（n＝36）に渡って、月一回の頻度で全窒素（TN）と全リン（TP）のデータを測定した。測定値と計算値を比較した結果、

TN の再現性は、上流の宜昌では R2＝0.84、中流の武漢では R2＝0.81 であるが、TP の再現性は、宜昌 R2＝75、武漢 R2

＝0.74 であり、いずれ河川流量の予測精度より低くなっていることが分かった。これは、降水流出過程よりも栄養塩の

流出過程がより複雑であることが示唆される。長江経由東シナ海へ輸送する汚濁負荷量を推計するため、最下流の大通

観測点での検証が最も重要であるため、中国科学院地理科学・資源研究所と共同で観測した水質データと予測値の比較

を行った（図 38）。それによると、河川流量の相関係数 R2 は 0.91 に対して、NH3-N は R2＝0.40、T-P は R2＝0.68 であっ

た。上流と中流の予測精度よりかなり低いものの、統計上（P＝0.05 の水準）で有意性が確認された。
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（5）長江流域圏からの汚濁負荷流出量の再現

　前述のように、物質収支モデルと SWAT モデルの接合によって流域圏水物質循環評価モデルを構築し、全流域にお

いて水量・水質の動態をシミュレーションした。モデルによって推定した 2001 ～ 2010 年の 10 年間の長江河口域の大

通水文観測サイトでの河川流量、及び日単位の土砂輸送量及び栄養塩輸送量の経年変化を図 39 で示す。それによると、

年流量は 2002－2006 年の間は低下傾向がみられ、2007－2010 年の間の増加傾向が見られるが、硝酸態窒素（NO3 -N）

の年輸送量も同じ傾向で推移する結果となった。しかし、有機態窒素（ORGN）、亜硝酸態窒素（NO2 -N）、アンモニア

性窒素（NH3 -N）などは、2002－2009 の間は低下傾向にあったが、2010 年は大洪水によって海への年間輸送量が急増

した。

図 38　大通観測サイトで計算値と実測値との比較 
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　最後に、表 3 で示すように、この 10 年間の年平均値を集計すると、長江の河口域で年間の総流量（FLOW）は約

8,534.3 億トン / 年で、それによって運ばれた硝酸態窒素（NO3 -N）は約 185.9 万トン / 年、亜硝酸態窒素（NO2 -N）は

約 2.5 万トン / 年、アンモニア性窒素（NH3 -N）は約 36.6 万トン / 年、全窒素（T-N）は約 225.1 万トン / 年、および全

リン（T-P）は約 10.6 万トン / 年という計算結果となった。この結果と既存の研究 3）と比べると、2001 ～ 2010 年の 10

年間の NO3 -N は 1980 年代の約 2.9 倍に、NO2 -N は約 3.2 倍に、そして、NH3 -N も約 3 倍に増大したことが分かった。

図 39　大通水文観測点を通過する河川流量（FLOW）、土砂（SED）、全窒素（T-N）、全リン（T-P）輸送量の日変化

表 3　評価モデルによる推定した大通水文観測点を通過する河川流量と汚濁物質の年間総流出量

FLOW T-N T-P NO2 -N NO3 -N NH3 -N DIP

2001 5685.9 240.5 11.2 2.8 197.7 39.9 10.6

2002 10015.8 304.7 12.8 3.4 250.8 50.5 11.4

2003 9142.3 254.2 11.7 2.5 214.9 36.8 10.4

2004 8316.0 195.6 9.9 2.3 159.3 33.9 9.0

2005 9255.8 234.4 11.4 2.6 192.7 39.1 10.0

2006 7253.3 154.2 7.4 1.7 126.0 26.5 6.7

2007 8139.4 218.4 9.8 2.4 182.4 33.6 9.0

2008 8590.4 198.5 10.9 2.5 157.3 38.7 9.7

2009 8085.8 204.4 9.5 2.1 172.3 29.9 8.6

2010 10857.8 246.2 11.4 2.7 206.1 37.4 10.2

平均値 8534.3 225.1 10.6 2.5 185.9 36.6 9.6
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（6）まとめ

　本研究は、SWAT モデルをベースに物質収支モデルを導入することで、流域圏水・物質循環評価モデルを開発した。

モデルによる再現値の妥当性を検証するため、長江本流にある屏山、朱沱、宜昌、沙市、湖口、大通など主な観測サイ

トでの 2008 ～ 2010 年の水量・水質観測データを用いた。その結果、日単位も月単位での流量変化が精度よく再現さ

れていることが確認された。一方、月単位での T-N に比べて T-P の再現性が劣ることと、上流よりも下流域において再

現性が低下する傾向があるものの、再現結果と測定値の間に有意な相関が認めた。このモデルを用いて、自然系、生活

系および産業系からの窒素・リンなど汚濁負荷発生量の分布動態及び河川経由の流出量を推計した。その結果、

　

　過去 30 年の単位面積あたりの負荷発生量は、多くの地域で 50 kg/ha 未満であるが、四川盆地、漢江流域、ハ陽湖

流域、洞庭湖流域および長江デルタ地域では、50 kg/ha を超えて大幅な増加が生じていることが分かった。

　全流域からの負荷発生量は、窒素換算で 1980 年には 810 万トン、2010 年には 1640 万トンであり、過去 30 年間で

2 倍以上増加していたことが明らかになった。年代別から見ると、1990 年代の増加が最も激しく、2000 年代は高

止まりの状態であることが分かった。汚濁負荷発生源について、中、下流域では化学肥料、源流域では家畜糞尿

が主な窒素発生源であったことが分かった。

　過去 30 年間の長江流域全体の施肥による負荷発生量は約 3 倍に増加した。一方、農作物による窒素固定量の増加

は僅か 1.2 倍でしかない。つまり、農作物の収量は、施肥の増大に見合うほどには増加しておらず、効率的な施肥

によっても汚濁流出の抑制が必須と考えられる。また、過去 30 年で大気からの窒素沈着は約 3.7 倍に増加してい

ると算定された。その削減は、中国での深刻な大気汚染の解決ばかりでなく、水環境の改善にも繋がると考えら

れる。

　最後に、推定された負荷発生量を検証された水物質循環モデルに入力することで、長江経由の汚濁負荷流出量の再

現計算を行った。その結果、2001 ～ 2010 年の 10 年間の NO3 -N は 1980 年代の約 2.9 倍に、NO2 -N は約 3.2 倍に、

そして、NH3 -N も約 3 倍に増大したことが分かった。この推計結果をさらに検証するため、2011－2014 年間の水

質観測を実施した。その結果、両者を比較すると、2011－2014 年の NO3 -N、NO2 -N と NH3 -N の年平均輸送量は、

1980 年代と比べるとそれぞれ約 2.2 倍、3.2 倍と 3.5 倍に増大したことが分かった。この結果から、2000 年代に入っ

てから 2014 年までの汚濁負荷流出量は高止まりの状態であることが分かった。

2．2．2　東シナ海陸棚域の生態系劣化機構の解明（サブテーマ 2）

（1）目的と経緯

　1990 年代の中国経済成長による流域農業地帯での化学肥料大量使用や上海デルタでの都市型排水増大の影響により、

長江経由の海域への汚濁負荷が増大し、河口域を中心とする沿岸域では赤潮が頻発するなど水質・生態系劣化が著しい。

長江は陸域から東シナ海への淡水供給量の 70％以上を担い、特に河川流量の増大する初夏から秋季にかけては東シナ

海陸棚域において長江河川水の影響を受けた低塩分水（長江希釈水）が広域に出現し、また大規模な長江洪水イベント

ではその影響は対馬海峡を通過し日本海にまで及ぶ。長江からの汚濁流出の現在までならびに将来の増大は、したがっ

て河口域のみならず東シナ海全域の水質生態系に大きな影響を及ぼすことが懸念される。

　第4期中期計画本プロジェクト（PJ2）の前身である第3期中期計画のアジア自然共生研究プログラム中核研究プロジェ

クト 2「東アジアの水・物質循環評価システムの開発」（2006 ～ 2010 年）では、上述の懸念を背景として、水産総合研

究センター（現、水産研究・教育機構）西海区水産研究所と「東シナ海の水塊構造とプランクトン生態系を介した親生

物元素の循環に関する研究」に関する共同研究契約を締結し、長江希釈水によって東シナ海へ輸送される陸域起源物質

等に対する陸棚生態系の応答を明らかにすることを目的とした共同研究を開始した。

　第 3 期中期計画中の西海区水産研究所との共同調査では、初夏の陸棚域では塩分 28 ～ 31 の長江希釈水と呼ばれる水

塊が表層に広く分布するのみならず、陸棚中央域では中国沿岸の赤潮原因種である渦鞭毛藻 Prorocentrum dentatum が

最大クロロフィル a（Chl.a）濃度 50 µg/L に達する高密度群集が形成される現象をしばしば観測した。この観測結果は、
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長江由来の汚濁負荷による環境劣化が沿岸部に限定されるものではなく東シナ海にも広く及んでいることを示唆した。

また西海区水産研究所と共同で実施した地球環境研究総合推進費「B-0906 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸

域環境管理手法の開発に関する研究」（2009 ～ 2011 年）では、長江汚濁負荷と東シナ海陸棚域の一次生産、とくに初

夏の渦鞭毛藻の優占的出現との関係を明らかにすることを目的として、流動・生態系モデルによる東シナ海陸棚域にお

ける一次生産と栄養塩濃度の再現計算および長江からの栄養塩負荷条件の変化に対する植物プランクトン群集の応答解

析を試みた。長江から供給される栄養塩の多くは河口に近い海域において珪藻によって消費されるが、余剰の無機態窒

素（DIN）が陸棚中央まで輸送され、珪藻よりも低濃度のりん環境に適応した渦鞭毛藻が優占的に出現していることが

推定された。

　以上のように、第 3 期中期計画では東シナ海陸棚における渦鞭毛藻 P.dentatum の優占化現象を捉え、また数理モデル

を用いた陸棚中央域の渦鞭毛藻の優占化要因メカニズムに関する検討を行った。しかしながら、東シナ海環境の再現や

陸域汚濁負荷に対する応答の計算では以下①～③が主な課題として残された。

①流動モデルにおける鉛直混合の再現性に関する課題

　東シナ海陸棚の水質は、長江希釈水によって輸送される陸棚由来の栄養塩のみならず、陸棚底層水から真光層に供給

される栄養塩によって大きな影響を受ける。特に長江希釈水と陸棚底層水の界面には強い密度躍層が形成され、密度躍

層を介した栄養塩等の物質交換の再現性の向上には、海流によるマクロスケールな効果とともに潮汐による半日周期の

流向・流速変化などの効果を考慮する必要がある。また潮汐流は海底との摩擦によって海底混合層を発達させ、海底～

密度躍層間の栄養塩の鉛直分布、ひいては表層水塊への栄養塩供給動態に大きな影響を及ぼすと考えられる。しかしな

がら、従来の流動モデルでは鉛直混合に影響を及ぼす潮汐効果が導入されておらず、またモデル内の海底混合層の発達

過程に関しては外洋環境等で一般的に用いられる乱流スキームを導入していたものの、栄養塩濃度や乱流エネルギー散

逸量の再現性に課題を残していた（図 40）。

②生態系モデルにおける光環境場の設定に関する課題

　生態系モデルにおける植物プランクトンの増殖計算では、深度に応じた光環境の設定が不可欠である。第 3 期中期計

画までに構築した生態系モデルでは植物プランクトン現存量を変数とした既往の光消散係数の経験式を導入していた。

図 40　�第 3 期中期計画における 3 次元流動・生態系モデルの検証結果。2010 年 6 月の東シナ海 30．0o N 鉛直断面の硝酸濃度、
水温、乱流エネルギー散逸量の観測値と計算値の比較結果
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同式は水と植物プランクトン細胞による光の吸収・散乱を考慮したもので主に外洋域で用いられる式である。一方、長

江希釈水の影響を受けた東シナ海の光消散は、植物プランクトン細胞以外に、長江や底質由来の懸濁粒子や陸上由来の

難溶性有機物（黄色物質）によっても影響を受けていると考えられる。したがって、東シナ海の植物プランクトンの増

殖及び現存量を精緻に計算するためには、既往の光消散係数推定式の東シナ海への適合性の検証あるいは同海域に適合

した光消散係数推定手法を検討し、生態系モデルの光条件として導入することが課題として残されていた。

③渦鞭毛藻P.dentatum の鉛直分布に関する課題

　第 3 期中期計画中の東シナ海航海において、渦鞭毛藻 P.dentatum が陸棚中央部で優占的に出現していることをしばし

ば観測した。それらの多くは真光層内の塩分躍層深度近傍に集積的に観測され、また 2010 年の P.dentatum 出現点にお

ける連続観測や東シナ海で単離した P.dentatum の大型培養槽（海水マイクロコズム）を用いた予備的な培養実験により、
P.dentatum が能動的な日周鉛直移動を行う種であることが示唆されていた。しかしながら、従来の生態系モデルにお

ける植物プランクトンの鉛直方向の分布は専ら海水の移流拡散と Stokes 式に基づく粒子沈降によって記述されており、

塩分躍層への細胞集積動態等の再現性が十分に確保されていなかった。

　第 4 期中期計画本プロジェクト PJ2 の目標は、2000 年代の長江経由の汚濁負荷流出（サブテーマ 1）に対する東シナ

海環境、特に植物プランクトンを中心とする低次生態系への影響評価ならびに近未来（2030 年）の汚濁負荷流出シナ

リオ（サブテーマ 3）に対する東シナ海環境の応答を予測することである。本サブテーマ 2 の目的は、この目標を実現

するための高精度な東シナ海流動生態系モデルを開発・提示することであり、そのために、上記①～③の課題のうち、

①については東シナ海の乱流観測と Large Eddy Simulation 手法による乱流スキームの改良、流動モデルへの潮汐効果及

び水温・塩分の再解析データの同化スキームの導入等による流動モデルの再現精度の向上、②については東シナ海の光・

水質データに基づく光環境場の決定要因の解析と定式化、③については海水マイクロコズムを用いた P.dentatum の鉛直

移動動態に関する詳細解析による生態系モデルの改良を行った。改良型流動生態系モデルの検証は、第 3 期～第 4 期中

期計画間に蓄積した航海調査データとサブテーマ 1 が提示した長江汚濁負荷流出データを用いた。さらに長江経由の汚

濁負荷量・質の変動に対する東シナ海水質・生態系の応答解析を行い、応答メカニズムについて考察した。

（2）東シナ海の乱流観測と数値実験による乱流スキームの改良

　海洋内における乱流混合過程は数 10 cm からせいぜい数 10 m スケールの現象に過ぎないものの、広域の運動場や溶

存・粒子状物質分布、ひいては環境・生態系変動を形成する上で重要な役割を担っている。こうした小さなスケールの

乱流過程を広域流動モデルに直接導入することは甚だ困難であり、広域流動モデル内ではその効果を乱流スキームとし

て適切に表現することが求められる。PJ2が対象とする東シナ海およびその近海における乱流過程の励起には大気外力、

潮汐流、海底地形、黒潮、長江起源水など様々な要因が影響していると考えられる。しかしながら同海域における広域

乱流観測および乱流スキーム検討に関する既往研究は少ない。

　本研究は、PJ2 で使用する流動モデル内の乱流スキームの改良、および、そのための乱流特性の基礎的理解を目的と

して、先ず夏季の東シナ海における乱流強度の広域現場調査を行った。次に、現場調査のみで時々刻々変動する乱流変

動の詳細を把握することは困難であることから、得られた観測結果を Large Eddy Simulation（LES）と呼ばれる乱流計

算手法を用いて数値的に再現した。最終的にLES実験から得られた結果に基づき、乱流スキームの検証・改良を行った。 

　観測は国立環境研究所と水産総合研究センター西海区水産研究所の共同調査によって行った（2011 年 6 月、2012・

2013 年 7 月陽光丸航海、図 41、図 42 参照）。TurboMAP-9（JFE アドバンテック社製）を用いて数 mm 毎の流速微細構造

を計測し、その結果から乱流エネルギー消散率（εο）を求めた。乱流の励起過程を考察するための背景物理場情報とし

て航海中に CTD・船搭載 ADCP からそれぞれ得た海水密度・流速データを使用した。LES に関しては、Furuichi et al.14） 

による手法および観測結果に基づく初期海水密度条件および潮汐流条件を用いて、同海域で顕著だった海底近傍乱流

に関しての再現実験を行った。モデル海洋は水平 100 m × 100 m、鉛直 50 m の矩形領域で空間解像度は水平・鉛直と

もに 0.25 m である。再現計算は約 26 時間分行った。
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　図 42 に 2012 年夏季の調査航海から得られた乱流強度εοの 3 次元空間分布を示す。陸棚域の海底直上においては大

きなεο値が多数確認できる（εο ＞ 10－6 m2s－3）一方で、陸棚域の外側においては表層付近を除きεο値は概して小さい 

（εο ＜10－8 m2s－3）。乱流強度と背景物理場との関連性（スケーリング則）を調べたところ、海底混合層内に関しては乱

流強度が海底からの高さの増大に伴い壁法則より急速に減少すること、海底混合層より上部の密度躍層周辺に関しては

乱流強度が密度成層強度および鉛直流速シアーの増大に伴って増大する傾向があることが明らかとなった。

　図 43 および図 44（a）,（b）に LES から得られた海底近傍乱流の再現実験結果を示す。潮汐流変動に応答して海底乱

流が発達し（図 44（a） 陰影）、その結果、混合層上端付近で暖かい（冷たい）水が下方（上方）に輸送され（図 44（b） 陰影）、

次第に水温場が混合されていく様子がみてとれる。現場観測と LES 実験の双方から得られた乱流エネルギー消散率を

比較したところ、両者は良く合致し、LES 実験の妥当性が確認された。次に LES と同一条件下での海底混合層の消長

を、これまでに広く使われてきた Mellor-Yamada 乱流スキーム（Mellor and Yamada 1982, 以後 MY）および近年大気モ

デルにおける良好な性能が報告されている Nakanishi-Niino 乱流スキーム（Nakanishi and Niino 2009, 以後 NN）を組み

込んだ鉛直 1 次元モデルを用いて計算し、その結果を LES の実験結果と比較した。ただし NN に関しては、乱流長さ

スケールの大きさが安定成層下でさらに強く制限されるように定式化を少しだけ修正した 14, 15）。図 44（c）－（f）に示す

図 43　�潮汐流変動に伴う海底混合層発達に関する
LES 数値実験の一例。白矢印は流速擾乱の大
まかな方向を示す

図 44　�LES、MY、NN のそれぞれから得られた乱流エネルギー消散
率ε（左列陰影）、乱流熱フラックス THF（右列陰影）、混合
層上端（左列破線）および水温（右列実線及び破線；間隔は 1 ℃
と 0．1 ℃）の深度－時間分布

図 41　乱流微細構造観測機器 図 42　2012 年夏季の調査航海から得られた乱流強度分布
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ように、MY で計算された乱流混合の発達は LES の結果と比べて抑制されてしまう一方で、NN で計算された乱流混合

の発達は LES の結果に匹敵する良好な結果となった。この修正版 NN スキームを本 PJ2 で開発する東シナ海流動モデ

ルに導入することにより、乱流過程が関わる東シナ海の物質輸送シミュレーションの再現性向上が期待された。

（3）真光層深度の推定式の開発

　海中の光合成有効照度（PAR）は様々な物質による吸収・散乱によって深さ方向に指数的に減衰し、その減衰率は光

消散係数（Kd [m－1]）として記述される。また植物プランクトンが増殖可能な最大深度は、概ねPARが海面に対して約1％

に減衰するまでの深さ（真光層深度 Ze[m]）であり、海面から Ze までの平均 Kd（Kd,（0－Ze））は次式で表される。

	 Kd ，(0→Ze)＝－ １  ln0.01� （式 2）　	        ze

また Kd は海中の様々な光学活性物質（OAC）による吸収・散乱の加法効果として表現可能なことが経験的に知られて

おり、しばしば式 3 のような線形式で記述される。
	 Kd＝k＊

w＋k＊
CD・CDOM＋k＊

PH・chloro＋k＊
SP・SPM （式 3）　

ここで kw
＊、kCD

＊、kPH
＊、kSP

＊ は透明な海水、海水中の有色溶存有機物、植物プランクトン、非生物懸濁粒子の単位濃度

あたりの光消散係数であり、CDOM、chloro、SPM はそれぞれの濃度である。外洋水のように有色溶存有機物や懸濁粒

子の少ない海水は Case I 水と呼ばれ、Chl.a を変数とする Kd 予測式が用いられる 16）。一方、陸域影響の強い沿岸水は

Case II 水と呼ばれ、海域ごとに Kd の説明変数構成及び係数が大きく変化する 17）。東シナ海陸棚は Case II 水に分類 18）

されるが、これまでに当該海域の Kd を定式化した例はなく、生態系モデルにおける植物プランクトン増殖速度計算に

おける不確かさの要因の一つであった。

　本研究の目的は、東シナ海流動・生態系モデルに光環境条件を与えるための Kd 推定の経験式を得ることである。解

析に用いたデータセットは、2007 年 6 月の東シナ海陸棚及び縁辺部の調査航海（水産庁照洋丸、全 50 測点）で取得さ

れたものである（図 45）。日中の 20 測点において光量子計観測により得られた Ze から Kd,（0－Ze）を求めた。次に Kd,（0－Ze）

を従属変数、海面から Ze までの平均塩分（Sal [－]）、平均 Chl.a 蛍光（Chl [µg/L]）、平均濁度（Turb [FTU]）の説明変

数とする式を仮定し、重回帰分析を試みた。ここで説明変数 Sal は、東シナ海の CDOM 濃度が塩分に対して逆相関を

示すという 19）の報告に着想を得て、CDOM のプロキシとして設定したものである。また水温－塩分（T-S）ダイアグラ

ムにより調査海域の水塊分類を行い、Kd,（0－Ze）に対する水塊種の影響を考察した。

　重回帰分析の結果、Kd,（0－Ze）は以下の線形式で良好に回帰された（R2＝0.91）（式 4 及び図 46）。いずれの説明変数間

図 45　 2007 年 6 月の東シナ海調査測点。プロットの各色
は T-S ダイアグラムで分類された表層水塊種を表す。
陸棚には長江希釈水 CDW と黄海混合水 YSMW の影
響を強く受けた低塩分水 LSSW が分布した。

図 46　 実測 Ze から求めた Kd,(0 － Ze) に対する回帰式を用いた
予測値。プロットの各色は表層水塊種、囲み地図内
の黒丸は実測 Ze の欠損、破線は傾き 1 の直線であ
る。水塊種に関わらず 1 つの回帰式により東シナ海
の Kd,(0 － Ze) が表された。
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にも共線性は認められず、またここで示したすべての説明変数を採用した回帰モデルにおいて最小の AICc（修正赤池

情報量規準）を得た。
	 Kd ，(0→Ze)＝－0.41・Sal＋0.021・Chl＋0.135・Turb＋1.423� （式 4）　

　解析対象海域の表層には長江希釈水（CDW）と黄海混合水（YSMW）の影響を強く受けた低塩分水塊（LSSW）、台

湾暖流（TCWW）、黒潮表層分岐流（KSW）などの外洋水（OCEANIC）に分類された（図 45）。LSSW 周辺の区分の

不明瞭な水塊は BOUNDARY として定義した。Ze は 16 ～ 70 m の範囲で観測され、LSSW ＜ TCWW ＜ OCEANIC の関

係が明瞭に認められた（p＜0.01）。説明変数のうち最も大きな標準化係数（絶対値）を有したのは Sal であった。この

ことは東シナ海の Kd, (0－Ze) と Ze が淡水と共に流入する CDOM により大きな影響を受けていることを示唆し、LSSW 水

域における Ze の浅化にも寄与していると考えられた。

　本回帰式による Kd, (0－Ze) 推定の合理性を確かめるため、本式構築で使用した測点以外を含む全 50 測点で Kd, (0－Ze) 及び

Ze を推定し、推定 Ze と実測の Chl.a 蛍光極大深度（Zchlmax [m]）の関係を比較した（図 47）。Ze は、Zchlmax はの範囲でそ

れぞれ計算・実測された。50 測点中 3 測点を除いて、Zchlmax（8 ～ 56 m）は予測 Ze（16 ～ 80 m）よりも浅い深度に認め

られ、予測した Ze の合理性（植物プランクトンは真光層内でのみ増殖可能であり、Chl.a 蛍光極大は常に真光層深度以

浅に出現する）が支持された。

　本研究で得られた Kd, (0－Ze) 予測式の説明変数である塩分、Chl.a 濃度、濁度は PJ2 において開発する流動生態系モデル

の水質として計算可能なものである。本式を生態系モデルに導入することで、光環境を合理的に設定することが可能と

なることが期待された。

（4）真光層内の鉛直 Chl.a 現存量の解析

　長江起源の汚濁負荷が東シナ海の低次生態系に及ぼす影響の指標として Chl.a の分布がしばしば解析される。CDW

水域とその他の水塊水域間の Chl.a 現存量の比較には、しばしば衛星データが利用され、長江希釈水の影響を受けた

水域において相対的に Chl.a が高いことが報告されている。しかしながら、東シナ海陸棚の真光層深度近傍出現する 

Chl.a 極大は衛星からの検出が困難であり、必ずしも水柱植物プランクトン現存量の指標とはなっていない。航海調査

による Chl.a 鉛直観測例も多いが、そのほとんどは等深面、鉛直横断面の Chl.a 濃度分布あるいは鉛直観測値の最大値

濃度に関するものであり、水柱植物プランクトン現存量としての解析は行われていない。これは水深や Ze の分布幅が

広いため Chl.a の適切な鉛直積分区間の設定が難しいためと考えられる。

図 47　�2007 年 6 月の東シナ海調査測点における実測の Chl．a 蛍光極大深度（-）、実測の真光層深度（●）、回帰予測した真光
層深度（●）の比較結果。
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　本研究では、上記（3）において予測した東シナ海陸棚および縁辺部の Ze 水平分布と Chl.a の鉛直観測データを用い

て、真光層内の Chl.a 鉛直積分（ΣChl [mg m－2]）の水平分布解析を行った（図 48）。その結果、ΣChl は LSSW（59±

38[mg m－2]） ＞ OCEANIC（33±7[mg m－2]） ＞ TCWW（24±10[mg m－2]）の関係が認められた（p＜0.01）。LSSW で有意

に高いΣChl の存在が確認され、長江汚濁負荷の影響が CDW 水域を超えてその外縁水域にまで及んでいたことが示さ

れた。

（5）渦鞭毛藻P.dentatum の鉛直分布動態の実験的再現

　初夏の東シナ海陸棚中央では、しばしば渦鞭毛藻 P. dentatum の優占的出現が観測されてきた。陸棚の P. dentatum は

CDW 影響の強い海域で出現することが多く、また水深 10 ～ 30 m の密度躍層付近に観測されることが多かった。細胞

密度は希に ＞ 1 × 104 mL－1（Chl.a ＞ 50µg L－1）に達し、ΣChl の 90％以上を占めると解析された。P. dentatum 優占域

の表層水は、栄養塩枯渇状態（NO3 -N ＜ 0.1 µM あるいは PO4 -P ＜ 0.02 µM）であることが多く、P. dentatum 群集維持は、

底層水（NO3 -N ＞ 5 µM、PO4 -P ＞ 0.2 µM）から供給される栄養塩に依存していると推察される。一方、P. dentatum が

集積する密度躍層深度は真光層深度にも近く、増殖・群集維持の環境としては最適とは言えない。

　ところで、鞭毛を有する遊泳性の植物プランクトンは、現場海域において日周鉛直移動（Diel Vertical Migration, 以

下 DVM）を行うことが知られている。表層栄養塩の枯渇した沿岸域では、DVM 機能を有する植物プランクトン種が

昼間に表層、夜間に栄養塩の豊富な底層に移動することにより、1 日の中で光と栄養塩の両方を獲得し、珪藻などの

DVM 機能を有しない植物プランクトンとの競合に勝ち、赤潮形成に至ることが報告されている。東シナ海に出現する
P. dentatum が DVM を行っているならば、表層栄養塩が枯渇し密度躍層が真光層深度付近に存在する陸棚環境における

優占化を、沿岸環境と同様に説明することができるかもしれない。しかしながら、鞭毛藻の DVM の有無や制御因子は

種によって大きくことなり、P. dentatum に関する DVM 機能に関する知見はほとんどない。

　そこで本研究では、P. dentatum の DVM 機能の検証と再現を目的として、国立環境研究所大型施設・海水マイクロ

コズムで回分培養を行い、昼夜の鉛直分布変化を計測した。海水マイクロコズム培養槽（容積 1 立米、水位 1.2 m）の

上部 2/3 容積に 95％黒潮表層海水（初期条件：水温＝22℃、塩分＝33.2、（σT ＝ 22.9）、NO3 -N ＝3.1µM、PO4 -P ＝

0.17µM）、下部 1/3 容積に 100％海水で調整した MNK 培地（初期条件：水温 17℃、塩分＝34.5、（σT ＝ 25.1）、NO3 -N 

＝80.1 µM、PO4 -P ＝2.78 µM）を導入し、密度躍層を構築した（密度差ΔσT＝2.2、培養槽底面から 350 mm 高）。上

層に東シナ海で単離した P. dentatum を初期濃度 2.5×102 cells/mL で導入し、明暗 12 時間周期で培養を開始した（明

期時刻 0600 ～ 1800、明期表層照度 50µE/m2/sec）。毎日 0900 に鉛直 5 層から栄養塩、抽出 Chl.a、検鏡用の試料を

採取すると共に、培養槽内を約 40mm/ 分で自動昇降する蛍光検出器（Turner Designs、Cyclops）により Chl.a の鉛直

分布を連続的に計測した。培養は増殖停滞期に至るまでの 18 日間行った。また 5 日目 1200 に槽内水温を上層 20℃ 

（σT ＝ 23.4）、下層 19℃（σT ＝ 24.6）に変化させ、8 日目 1200 に初期条件に戻した。

図 49 に鉛直昇降蛍光検出器により計測した P. dentatum の培養槽内平均 Chl.a 濃度（上）および相対鉛直分布の経時

変化（下）を示す。平均 Chl.a 濃度は 14 日目まで対数的に増加した（増殖速度 0.44/day）。14 日目以降は P 制限によ

図 48　2007 年 6 月の東シナ海調査海域の真光層深度（左）と真光層内 Chla 鉛直積分値（右）。
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り増殖が停滞した（全層で PO4 -P ＜0.01µM）。Chl.a 鉛直分布の経時変化は、本種が DVM 機能を備えることが明瞭に

示した。明期開始時刻 0600 以降、速やかに水面方向に分布重心が移動し、1200 頃には水面付近の濃度が最大となっ

た。1200 以降は、明期継続にもかかわらず、下降を開始し、暗期開始時刻 1800 頃には躍層付近に達した。しかしなが

ら、培養槽内の最大上昇・下降速度は、100 ～ 140 mm/h と見積もられ、一日の鉛直移動距離は 1 m に満たなかった。

DVM 実験中の培養槽内海水は静置条件であり混合の盛んな現場海域とは大きくことなるが、10 ～ 30 m 深に存在する 

P. dentatum が、日内に海面まで遊泳上昇する可能性は低いと考えられた。

　本研究で着目すべきもう一つの結果は、暗期はそのまま躍層付近に集積し、培養槽底面まで下降することはなく、 

σT ＝ 22.9（密度 ＝ 1023 kg m－1）の水塊に留まる現象である。細胞が集積した躍層の密度差はΔσT ＝ 2.2 であった。 

P. dentatum と同じ渦鞭毛藻で日周鉛直移動を行う Prorocentrum minimum および Heterocapsa triquetra はΔσT ＝ 8.4（塩

分差 ＝ 11）の密度躍層でも躍層への集積が発生せず、H. triquetra ではΔσT ＝ 13（塩分差 ＝ 16）の条件で初めて密度

躍層への集積することが報告されている 20）。したがって P. dentatum はきわめて弱い密度変化に対して応答し集積する

特性を有していると考えられた。また上層水温を 22℃から 20℃、下層水温を 17℃から 19℃に変更した 5 ～ 8 日目では

暗期の下降と躍層への集積が弱まった。海水と細胞の比重差が本種の DVM や密度躍層への集積を制御する因子である

ことが示唆された。栄養塩制限で増殖が停止した 14 日目以降は、密度躍層下への移動、培養槽底部への集積が観察さ

れた。増殖停止・細胞の劣化によって密度躍層への集積特性が失われることが示唆された。

　以上のことから、P. dentatum は DVM を行うが、その鉛直移動範囲は狭く、上層の光・下層の栄養塩の両方を獲得す

る生態機能としての効果は必ずしも高くないと考えられた。一方、P. dentatum の下方移動は極めて弱い密度躍層により

制限を受けるために密度躍層下への沈降・拡散が抑制され、その結果として密度躍層上の現存量を維持していることが

示唆された。したがって、P. dentatum が優占する鞭毛藻群の鉛直分布のモデル化・数式化では、DVM の精緻な再現よ

りも、むしろ密度躍層を介した沈降を抑制する項の導入が重要であると考えられた。

（6）流動・生態系モデルの改良と再現精度の検証

　陸域における人為活動により環境中に放出される水質汚濁負荷物質の量・質の変化が東シナ海の環境・生態系に及ぼ

す影響を予測することが可能な海洋流動・生態系モデルの開発を行った。本モデルは、2006 ～ 2010 年度に国立環境研

究所で実施したアジア自然共生研究プログラムにおいて構築された流動・水質・底質・低次水界生態系モデル 21）を基

礎として、陸棚域の航海観測によって得られた流動場・水質場の再現精度向上を目指して改良されたものである。本プ

ログラムで実施した流動・生態系モデルの主な改良は下記 4 点である。

　a）鉛直混合スキームの導入（上記（2））

　b）潮汐流の導入とモデルの高解像度化

図 49　海水マイクロコズムを用いたP.dentatum の日周鉛直移動再現実験における
　槽内平均 Chl.a 濃度（上）および相対鉛直分布位置（下）の経時変化。
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　c）水中光消散係数（上記（3））

　d）渦鞭毛藻の鉛直移動（上記（4））

a）および b）は東シナ海陸棚域において特有の強い潮汐混合およびそれに支配される栄養塩の鉛直輸送・プロファイル、

c）および d）は渦鞭毛藻の密度躍層集積の再現精度向上を目的とした改良である。

　本研究では解析対象領域を図 50（a）に示す東経 117.3 度～ 130.6 度、北緯 24.0 度～ 41.0 度の海面～ 1000 m 深とし、

水平方向の解像度は東西 7.8 × 南北 7.4 km、鉛直方向は層厚 2 ～ 100 m の全 40 層とした。流動モデルは、静水圧・ブ

シネスク近似のプリミティブ系方程式で構成された 3 次元コロケート格子・レベル座標系モデルを用いた。鉛直混合ス

キームについては、前述（2）において最も高い性能が示された Furuichi et al.14）を使用した（改良 a）。気象条件には気

象庁の JRA-55 再解析データを与え、海面の運動・熱フラックスは Kondo 22）の手法で算定した。外洋の境界（東端と南

端）には、FRA-JCOPE2 23）の日平均値の水温・塩分鉛直プロファイル、および潮汐流を発生させるために NAO.99b 24） 

より得られる天文潮位を 1 時間ごとに与えた（改良 b）。また、長期計算を進めるにつれて本モデルの地衡流特性が実

際と大きく外れないように、FRA-JCOPE2 再解析データを用いて水温と塩分の 3 次元ナッジング（TS 同化）を施し

た。生態系モデルは植物プランクトン態、デトリタス（懸濁有機）態、溶存有機態および溶存無機態の炭素、窒素、お

よびりんを主な構成要素とし、植物プランクトンには珪藻と渦鞭毛藻の 2 種を設定した（図 50（b））。水中光消散係数

については、前述（3）で求められた回帰式 25）を用いた（改良 c）。なお、回帰式の説明変数のうち、塩分とクロロフィ

ル a 濃度については本モデルの予測変数に含まれているが、濁度については本モデルでは直接取り扱っていない。そこ

で、泥・シルト相当の無機鉱物粒子（SS）の濃度を本モデルの予測変数として新たに加え、濁度と SS の相関関係を利

用して濁度を求めた。渦鞭毛藻の鉛直移動については、前述（5）のマイクロコズム培養実験で得られた知見を活用し、

Stokes 則で海水密度 1023 kg/m3 に集積するように鉛直移動速度を設定した（改良 d）。なお、珪藻の鉛直移動については、

渦鞭毛藻と比較して沈降が卓越するため、一定の沈降速度 3.0 m/day を与えた。水質の境界条件には、硝酸態窒素、り

ん酸態りん、ケイ酸態ケイ素、および溶存酸素については World Ocean Atlas 2009（WOA09）の統計値を、その他につ

いては 1 つ内側における格子の計算値を随時更新しつつ与えた。長江流域からの汚濁負荷流出量についてはサブテーマ

1 の SWAT によるシミュレーション結果を用いた。高解像度の長期シミュレーションに対応するため、本モデルのプロ

グラムコードをベクトル化・MPI 並列化し、国立環境研究所のスーパーコンピュータシステム（NEC SX-9/A（ECO））

上で動作確認を行った（改良 b）。

図 50　（a）解析対象領域・解析条件および（b）生態系モデルの概要
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　2000 ～ 2010 年の 11 年間を対象として東シナ海における流動場・水質場の長期再現シミュレーションを実施し、こ

れまで水産総合研究センター西海区水産研究所との共同航海調査で取得した現場観測データを用いて本モデルの再現精

度を検討した（図 51 および図 52）。改良 a）および b）によって本モデルの計算値は、東シナ海陸棚域特有の強い海底

混合を良好に再現すること（図 52（c））、溶存無機態窒素については下層で幾分誤差が見られるものの、強い海底混合

による密度躍層以深の均質化や表層混合層内の枯渇状態が観測値と整合すること（図 51（b）および図 52（b））が確認さ

れた。また、改良 c）および d）によって本モデルのクロロフィル a の計算値は、表層混合層において過大評価の傾向

図 51　Stn 31 （SHOYO0701-Leg2）における（a） クロロフィルa （Chl.a）および
（b） 溶存無機態窒素（DIN）の鉛直プロファイルの再現精度

図 52　�30．5N-line （SHOYO1001-Leg 2）における（a）クロロフィルa・塩分、（b）硝酸・水温、（c）乱流エネルギー散逸量・
密度の鉛直断面の観測値と計算値の比較
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にある（図 51（a）および図 52（a））ものの、2007 年 6 月 25 ～ 26 日に観測された陸棚域中央（図 51（a）の Stn 31）の

渦鞭毛藻の亜表層ピークをうまく再現した（図 51（a））。

　以上の結果より、東シナ海陸棚域における水質・一次生産の再現精度を高めるためには、物理的側面では潮汐による

海底混合層の消長とそれに伴う栄養塩の鉛直拡散、生化学的側面では渦鞭毛藻の亜表層ピークへの集積を的確にモデル

化することが重要であることが示された。一方、上述した渦鞭毛藻の鉛直移動に関するモデル化は、いまだ経験的要素

が強く、鉛直移動の生存戦略に関する位置づけが依然として不明瞭であるため、今後更なる検討が必要である。

（7）長江流入負荷の変化に対する東シナ海の応答について

　近年の急速な経済発展に伴う長江流域からの栄養塩負荷の変化は、河口・沿岸域における渦鞭毛藻赤潮の頻発化の一

因になっていると指摘されている 26）。初夏の東シナ海陸棚域においても、渦鞭毛藻の優占的出現がこれまでの航海観測

で確認されており、年々頻発化していることが報告されている 27, 28）。

　本研究では、前述（6）の流動・生態系モデルを用いて長江流域からの栄養塩負荷の変化が東シナ海陸棚域の一次生産、

とくに初夏の渦鞭毛藻に及ぼす影響について基礎的な検討を行った。長江流域からの栄養塩の負荷形態の変化が東シナ

海の一次生産に及ぼす影響を評価するため、次の 3 つの負荷条件で 2000 ～ 2010 年（スピンアップ期間：2000 ～ 2005

年）の解析を行った。前述 2.2.1 の SWAT を用いて再現した長江からの淡水流入量・負荷量を基準（control）とし、後

半 5 年間（2006 ～ 2010 年）の窒素の負荷量のみを半減させたもの（N 削減）、および窒素とりんの双方の負荷量を半

減させたもの（NP 削減）を負荷条件として設定した。いずれも気象条件には JRA-55、潮汐条件には NAO.99b、水温・

塩分および栄養塩の境界条件にはそれぞれ FRA-JCOPE2、WOA09 を共通して与えた。

　いずれの負荷条件においても初夏の陸棚中央の亜表層に渦鞭毛藻の優占的出現が現れた（図 53（a））が、渦鞭毛藻の

濃度は control が最も多く、次いで NP 削減、N 削減の順になる興味深い結果が得られた（図 53、図 54）。本解析にお

いて NP 削減より N 削減の方が陸棚中央の渦鞭毛藻への影響が強く現れた理由は次のとおりである。Control 条件の長

江からの栄養塩負荷は N/P 比が顕著に高く、長江希釈水が支配的な海域の一次生産は P が栄養塩の律速になる。長江

河口に近い海域においてまず比増殖速度が大きい珪藻が優占して栄養塩を消費するが、余剰の窒素は陸棚中央に輸送さ

れ、りんが豊富な台湾暖流からの水塊（窒素律速）と合わさって渦鞭毛藻の一次生産に寄与する。NP 削減では、窒素

とりんの負荷量が減少するため、珪藻と渦鞭毛藻の一次生産がともに低下する。一方、N 削減ではりんの負荷量は変化

図 53　�負荷削減に対する陸棚中央（東経 125 度　北緯 31 度）における（a）渦鞭毛藻クロロフィル a（Chl. a）、（b）溶存無機
態窒素（DIN）、（c）溶存無機態りん（DIP）の鉛直分布の応答（負荷削減 5 年目 2010 年 7 月 1 日の計算値）
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しないため、長江河口に近い海域の珪藻の一次生産への影響は微小であるが、陸棚中央に輸送される余剰分の窒素が大

きく減少するため、渦鞭毛藻の一次生産の低下に繋がったと考えられる。東シナ海陸棚の環境・生態系の保全・改善に

は窒素流入量の削減が重要であることが示唆された。

（8）まとめ

　PJ2 サブテーマ 2「東シナ海陸棚域の生態系劣化機構の解明」は、長江経由の汚濁負荷流出に対する東シナ海低次生

態系の応答評価ならびに近未来の予測を行うための精緻な流動生態系モデル開発を目的とした。低次生態系の生息場・

水質場の基礎となる流動過程に関しては、航海調査による乱流観測及び Large Eddy Simulation 手法による乱流スキーム

の改良、流動モデルへの潮汐効果及び水温・塩分の再解析データの同化スキームの導入等を図った。植物プランクトン

の生息場環境・動態については、流動モデルの改良による栄養塩供給過程の再現性の向上、観測データに基づく光合成

有効照度の回帰式の構築、大型培養槽を用いた渦鞭毛藻の鉛直分布深度の規定条件の解析、それらの生態系モデルへの

導入等を行った。その結果、第 3 期中期計画までのモデルを用いた計算（例：図 40）と比較して、東シナ海流動・低

次生態系シミュレーションの再現性は大きく向上した（図 51）。特に東シナ海陸棚の水質・一次生産の評価や予測では、

物理的側面では潮汐による海底混合層の消長とそれに伴う栄養塩の鉛直拡散、生化学的側面では渦鞭毛藻の亜表層ピー

クへの集積を的確にモデル化することが重要であることが示された。さらに陸域負荷削減による東シナ海環境の改善効

果について検討するため、改良した東シナ海流動生態系モデルを用い、2006 ～ 2010 年を対象として長江経由の窒素・

りんあるいは窒素負荷を半減させたシミュレーションを行った。全体的には負荷削減によって東シナ海における植物プ

ランクトン増殖の抑制する結果となり、ひいては底層貧酸素や底質劣化の防止、水界・底質環境の改善による水産資源

図 54　負荷削減 5 年目（2010 年）における 7 月平均の渦鞭毛藻および珪藻のクロロフィル a 鉛直積分値
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の回復につながると考えられた。しかしながら、窒素・りんの両方を削減した場合、長江河口・沿岸域の植物プランク

トン現存量が減少するものの、陸棚の渦鞭毛藻優占化に対する効果はわずかであった。陸棚の渦鞭毛藻増殖の抑制には

窒素のみの削減が効果的であった。つまり、陸域負荷の窒素・りんバランスは、負荷総量とともに、東シナ海の植物プ

ランクトンの広域分布や種組成に影響を及ぼしていると考えられた。したがって、陸域負荷削減による東シナ海の環境

管理方策の検討においては、例えば沿岸の水質改善のみに着目した負荷管理ではなく、沿岸～陸棚あるいは東シナ海全

域の応答（一次生産の広域分布や植物プランクトン組成）にも着意した議論が重要であると考えられた。

2．2．3　陸域・海域統合環境管理に向けた陸域負荷削減シナリオの検討と海域環境の応答予測（サブテーマ 3）

（1）目的と経緯

　中国では 1970 年代後半に始まる改革開放政策により市場経済へ移行し、急激な経済成長を遂げ、現在では世界有数

の経済大国へ成長した。経済発展と共に工業・生活排水や農地における化学肥料使用量が急増し、長江の汚濁流下量・

濃度は 1990 年代まで急増した（PJ2 サブテーマ 1（2.2.1 節））。また東シナ海では、1990 年代後半以降、陸域汚濁負荷

を主な要因とする長江河口域の赤潮発生、陸棚域における渦鞭毛藻の優占化などが生じている（PJ2 サブテーマ 2（2.2.2

節））。近年、中国政府は排水管理を強化するなど河川水質の環境保全対策を進めてきた。実際、長江下流の大通水文観

測点における 2000 年から現在までの年平均汚濁流下量は、例えば硝酸態窒素（NO3 -N）では 1980 年代の約 2.9 倍と推

計されるものの、明らかな上昇傾向にはない（PJ2 サブテーマ 1（2.2.1 節））。しかしながら、中国経済は今後も持続的

な成長が見込まれており、中国陸域の水質や海域への汚濁流出問題が終息に向かっているとは言えない。こうした経緯

を背景として、本サブテーマ 3 では、将来の中国河川の水質や海域への負荷流出予測の基礎となる将来の水質汚濁負荷

発生量の予測に関して、2030 年までの近未来を対象として予測手法の開発ならびに予測を行うことを目的とした研究

を行った。

　水質汚濁負荷発生量は、経済・産業規模、産業構造の変化に依存する。また長江等の大河川の水質や海域への流出量

は、産業の地理的な分布にも依存する。さらに中国政府の環境保全策の強化・転換は、負荷発生量や河川・海域への流

入量を変化させる大きな要因となる。本サブテーマでは、国立環境研究所社会環境システム研究センターが開発した経

済モデル AIM/CGE（Asia-Pacific Integrated Model / Computable General Equilibrium）により計算された 2030 年までの中

国省別・産業部門別総産出額 29）を中国の経済・産業規模、産業構造の変化として与えることで、2030 年までの水質汚

濁負荷発生量の予測する手法を構築した。中国政府の環境保全策の影響に関しては、先ずこれまでの中国における排

水管理規制の実績及び動向を解析した。現在の対策状況が継続するシナリオ、2030 年までの実現が期待される保全強

化策を反映させた 2 つのシナリオを設計し、それらのシナリオ間の負荷発生量抑制効果について比較検討した。さら

に PJ2 サブテーマ 1 及び 2 で構築した陸域・海域モデルを用いて、これらのシナリオにおける 2030 年の長江水質、海

域への汚濁負荷流出量、東シナ海環境の応答の予測を行った。なお、東シナ海環境の予測に関する成果は、次節（2.3）

において、大気経由の窒素沈着が東シナ海環境に及ぼす影響評価・予測とともに記載する。

（2）AIM/CGE を活用した水質汚濁負荷物質発生量の将来予測手法の開発

　近年の中国における水環境問題は、急速な経済発展や都市化を起因とする人為的な水質汚濁負荷物質の排出量の急増

が主因であると言われている 30）。陸域のみならず、海域の環境保全・改善をも視野に入れた統合的な環境管理を行うた

めには、まず基礎情報ともいえる陸域における水質汚濁負荷物質発生量を的確に予測する必要がある。上述のように、

水質汚濁負荷物質の発生量は流域の社会経済と関連しているため、負荷発生量の将来予測は予想される将来の社会経済

に即したものであることが求められる。本研究では、社会環境システム研究センターが開発した AIM/CGE モデルで予

測された中国の社会経済指標を活用した水質汚濁負荷物質発生量の将来推計モデルを構築し、2030 年までを対象とし

て中国の水質汚濁負荷物質発生量を予測した。

　経済活動に由来する水質汚濁物質の負荷量推計モデルでは式 5 により各省の負荷発生量を求めた。

 wdr、j、t ＝ cr、j、t・xr、j、t （式 5）　
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ここに、wd：COD 発生負荷量、c：COD 排出係数（mg/Chinese yuan（CNY））、x：総産出額（CNY）である。なお、添え字 r、
j、t はそれぞれ行政区分（省）、産業部門、年度を示す。

　2002 ～ 2030 年の中国の 22 省・4 区・4 市を対象として、これら行政区分（以下、省）別の産業由来の COD 発生負

荷量を求めた。排出係数は可能な限り中国における 2002 年の統計資料（中国水資源公報、中国環境年鑑、中国統計年

鑑）に基づいて設定した。ただ家畜や一人あたりの COD 発生原単位はデータの制約上、2011 年の中国の原単位を用い

た（“十二五”主要汚染物総量削減採算細則）。また農業系の面源（水田、畑、果樹園、山林）負荷については、中国の

統一的な原単位が整備されていないため 31）、日本の単位面積当たりの発生負荷量（湖沼水質保全計画による）を活用し

た。産業別の年間域内総生産額は「環境研究総合推進費 S-6、アジア低炭素社会研究プロジェクト」によって構築され

た従来発展型社会（CNV）シナリオ 32）による GDP・人口変動に基づいた応用一般均衡モデル AIM/CGE [China] 29）（以下、

経済モデル）による 30 省 22 産業部門（表 4）の総産出額（x）を用いた。総産出額の値は 2002 ～ 2010 年は統計値であり、

2010 年より後については AIM/CGE の出力結果である。以上の COD 発生負荷量と同様の推計手法を用いて、TN、TP

についても発生負荷量を推計した。総産出額は COD と同じ値を用いたが、排出係数についてはデータの制約上、日本

の統計資料（先述の発生原単位、および環境省「平成 23 年度水質汚濁物質排出量総合調査」から整理した 2010 年の産

業別排水濃度の実績値）から TN/COD、TP/COD を算出し、式 5 の c にそれぞれ乗じることによって求めた。本研究で

は対象期間における汚濁負荷対策技術の性能に変化はないものと仮定した。

　2002 年から 2030 年にかけて、中国の国内総産出額は 33 兆元 / 年から 174 兆元 / 年へと 5.3 倍に増加すると経済モ

デルにより推計されている。本研究による COD 発生負荷量は 0.86 億トン / 年から 2.5 億トン / 年へと 2.9 倍に増加す

ることが予測された（図 55）。発生源別に見ると、農業系の COD 発生負荷量は 0.63 億トン / 年から 0.95 億トン / 年 

へと1.5倍の増加に留まっているのに対し、工業系は0.22億トン /年から1.5億トン /年へと6.6倍に急増した。その結果、

2002 年時点では農業系の COD 発生負荷量が全体の 73％を占めるほど卓越していたが、2030 年では工業系の COD 発

生負荷量が農業系を上回り、全体の 59％を占めるようになった。つまり COD 発生負荷量の削減策として工業部門を対

象とした点源対策が効果的と考えられる。さらに工業系のうち COD 発生負荷量が多い上位 3 産業は、2002 年、2030

年ともに、製紙業（工業系の 35、36％）、食料品・タバコ製造業（23、24％）、化学工業（17、16％）であり、2002 年

から 2030 年にかけてそれぞれの COD 発生負荷量は 6.8、6.9、6.0 倍の増加であった。

　2002 年時点の単位省面積当たりの COD 発生負荷量は、上海市が突出して高いことを除けば華東・中南地方の北部

（山東省・河南省）において若干多い傾向が見られるものの、地域間に顕著な差は見出せなかった（図 56（a））。それに

対して 2030 年時点の単位省面積当たりの COD 発生負荷量は、上海市が突出していることに変わりはないが、華東・

中南地方全域が他の地方よりも卓越して多いといった明瞭な分布傾向が認められた（図 56（b））。この原因は華東・中

南地方における 2002 ～ 2030 年の工業の成長が他の地方よりも著しいと推計されたためである。その結果、華東・中

南地方では 2002 年から 2030 年にかけて工業系からの COD 発生負荷量が農業系を上回るほど急増し、2030 年には多

表 4　産業部門一覧

No 産業 No 産業 No 産業 No 産業

1 農業 7 製紙業 13 汎用・専用機械製造業 19 水道生産供給業

2 石炭採掘・選鉱業 8 石油精製 14 輸送用設備製造業 20 建設業

3 石油・天然ガス採掘業 9 化学工業 15 電子・通信設備製造業 21 運輸業

4 その他の鉱採掘・選鉱業 10 非金属鉱製品業 16 その他製造業 22 サービス業

5 食品製造業 11 金属製錬・圧延加工業 17 電力・熱供給業

6 繊維工業 12 金属製品業 18 ガス生産供給業

注）22 産業を 3 部門に統合する際は No.1 を農業、No.2 ～ 19 を工業、No.20 ～ 22：その他の産業とする。
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くの省において全産業の COD 発生負荷量のうち工業系の占める割合が 30 省の平均値（50.1％）を超えると予測された

（図 57）。さらに 2030 年における全国集計値に占める工業系 COD の割合が 59.2％と 30 省の平均値 50.1％（中央値は

47.2％）とで 10％近くの差が生じることから、一部の省の工業系 COD 量が全国の工業系 COD 量を牽引していること

を示唆している。つまり経済成長に伴う負荷の抑制策として、産業としては工業部門を、地域的には華東・中南地方に

おける沿岸部とその内陸部を対象とした負荷抑制を重点的に行うことが先決といえる。

　AIM/CGE モデルの出力を活用した将来負荷量予測手法を開発し、2002 年から 2030 年の産業別発生量を推計した。

その結果、今後も経済成長が見込まれる地方やその地方では 2030 年には工業系の COD 発生負荷量が農業系を大きく

上回ると推計された。以上のことから当該地域の工業系を対象とした点源負荷の管理が今後重要になることが示唆され

た。つまり、経済モデル出力を用いた将来の負荷量推計によって将来的に負荷量の増加が見込まれる地域や産業を特定

できることが示された。 

図 55　2002 ～ 2030 年の中国全体の発生負荷量の推移予測結果
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（3）中国における排水管理規制の動向解析

　1970 年代後半に始まる改革開放政策により市場経済へ移行し、急激な経済成長を遂げた中国は、現在では世界有数

の経済大国となった。しかし同時に大気汚染や水質汚濁などの深刻な環境問題を経験した。その中で様々な環境保全対

策が取られてきた。ここでは将来の中国大陸からの汚濁負荷を論ずる上で基盤となる、中国における水汚染防止に関連

した法体系および排水管理規制の動向について概説する。なお、排水管理規制については代表的な太湖流域の水質保全

計画をもとに概説する。

　中国では憲法に環境保護の規程（第 26 条）があり、これを受けて環境保護法が制定されている。環境保護法は 2015

年 1 月に改正され、汚染物の排出に対して管理責任と排出責任がこれまで以上に明確に示された。環境保護法の下に水

汚染防止法などの環境保護に対する個別法が続き、これらを基に行政法規が規定され、環境基準や排水水質基準などが

国家環境標準として示されている。それぞれの国家環境標準には GB を頭文字とする番号が振られており、「GB シリー

ズ」と呼ばれる。国土が広大で地方差の大きい中国では地方の状況に沿った地方基準も一部で規定されており、頭文字

が DB で始まる番号が附される。

　排水規制管理に関する個別法は水汚染防止法であり、1984 年に施行された。その後 1996 年の改訂を経て、水質汚濁

の進行に対応して 2008 年に全面的な改定が行われた。重要な改正点としては水質汚濁防止に対して排水の発生源別の

対策が規定されたこと、法令違反に対する罰金が明確に示され処罰が強化されたことなどが挙げられる 33）。

　排水水質基準は「汚水総合排出基準」を基本として、汚水の排出が想定される製紙業や食肉加工などのそれぞれの業

種毎に基準が制定されており、状況に応じて更新、新業種の追加が行われている。

　このように中国における排水管理規制に関する法体系を概観すると我が国とほぼ同等の体系が構築されている。しか

しながら中国では「上に政策あり、下に対策あり（上有政策、下有対策）」という諺があり、上述したような法令整備

が実際の対策の推進に繋がらない状況が長く指摘されてきた。中国の行政システムは省級、地級、県級、郷級それぞれ

の人民政府による階層構造になっており、規制行政についてはその効果が骨抜きにされる可能性も指摘されてきた。こ

　図 57　工業系からの COD 発生負荷量の割合（％）

図 56　2002 年と 2030 年の COD 発生量の分布
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のような状況を踏まえて 2015 年に改正された環境保護法では、第 26 条で県級以上の人民政府においては環境保護目標

責任制と審査評価制度を導入し、審査結果を公表して行政の責任と環境保護の達成状況を明確化するとされた。また、

第 53 条で各級人民政府は法に基づいて環境に関する情報公開を行い、国民参加のために必要な手続を整備しなければ

ならないとした。さらに、第 58 条では一定の条件を満たす団体は、環境汚染や生態系破壊により公共の利益を損なう

行為に対し、訴訟を提起することができるとした 34）。

　さらに、国家政策として重要な位置づけとなる、「水汚染防止行動計画（水十条）」が国務院より2015年2月に公表され、

排水管理規制の強化と国家機関および各級政府の責任分担が明示された。本計画は国務院からの通知であるが、「現段

階および今後一定期間における全国水汚染防止事業のガイドライン」とされ、公表を受けて既に多くの地方政府から具

体的な事業計画が示されている。この様に「下の対策」への対応が進みつつあるように見えるが、現在の中国の政治情

勢から見れば実効性には不透明な側面が随伴する。

　次に排水管理規制の実態を太湖流域の水質保全計画を例として概観していく。太湖は上海市から 100 km 程度西方に

位置し、南北の長さが 68.5 km、東西の長さが 34 km、水面面積は 2,338 km2 と大きく、平坦地に出来た浅く広大な水た

まりを想像させる中国第三の大きさの湖である。太湖は 1996 年からの第 9 次 5 ヶ年計画において、水質汚濁の進行が

深刻で重点的な水環境改善が必要な水域と指定された淮河、遼河、海河の三河川および太湖、滇池、巣湖の三湖沼を称

した三河三湖の一つであり、中国政府が最も対策に力を入れた水域であった。その理由は太湖流域が経済成長の著しい

長江デルタ地帯にほぼ全域が含まれ、汚濁物質の流入量が多く、かつ湖水滞留時間が 1 年以上の閉鎖性が強く、水質汚

濁の影響を受けやすい湖であったこと、歴史的な背景から非常に有名な湖で国民の関心が高いことが考えられる。

　太湖では 1997 年～ 2000 年に太湖水汚染防治「九五」計画（九五計画）が実施され、排水管理規制に対する本格的

な取り組みが開始された。2008 年からは湖水を水道水源としていた無錫市でアオコの異常増殖による飲用水供給危機

の発生を受け、従来の発生源規制強化のみでなく、産業構造等の低環境負荷型への転換を含めた太湖流域水環境総合治

理総体方案（総体方案）が開始され、2015 年に短期計画期間が終了している。

　総体方案に示された流域管理の概念と排水管理規制の構造を図 58 に示す 35）。汚染物質排出量削減では主要な発生源

対して並行する課題として、「産業構造の調整」、「都市構造の改善」、「第 3 次産業の育成」が示されており、従来の排

水管理規制の考えを発展させた概念が示された。無錫市は太湖流域の主要都市であるが総体方案を受けて具体的な事業

計画を公表している。その中で工業セクターでの対応として、成長モデルの転換、クリーナープロダクションの推進、

郷鎮系企業の取捨選択と工業団地への集約化などが示されている。同様に農業でも小規模農業の集約による大規模化

（企業経営への転換）が示されている 36）。また総体方案では事業の実効性を確保する「管理・監督責任」や「検証」に

図 58　総体方案による太湖における流域管理の概念と排水管理規制の構造
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ついての考え方が示されている。特に重要な点は、①総量規制を徹底するための「濃度審査」、②事業実施に対して各

級政府それぞれの責任を明確化し、審査および問責制度に言及している事、③排出権取引などの市場原理および公衆参

加を促し、世論による監督機能を活用することが明示された事である。

　このように中国では少なくとも法制度において排水規制と管理に関する法令や政策等が整備されつつあり、環境保護

部の公開情報では主要河川の水質は改善されつつある 37, 38）。しかし、上述したように排水管理規制には産業構造調整な

ど経済状況に依存している側面もあり、その影響を留意しなくてはいけない。特に人口の半数近くが居住する農村域で

は農村都市化政策にリンクして今後の排水管理規制を推進する政策が前述の水十条に示されており、経済状況に依って

は、これらの政策の停滞も考えられる。産業構造調整に関して農業の集約化では特に畜産業の大規模化が急激に進んで

いる。集約化により経済効率を高め、排水管理の効率も高める経済と環境の Win-Win を目論んだ政策といえる。最近

では GB シリーズとして畜産排水に対する排水水質基準が規定されているが、排水管理の側面が軽視されれば、汚濁負

荷が増大しかねない。畜産排水処理について従来はメタン発酵処理が主流であり、液状の発酵残渣は肥料として農耕地

へ散布されてきた。耕畜連携であるが、耕地の確保には地域差が大きい。したがって排水の更なる処理が必要となる。

中国では有機農業の隆盛もあり、有機肥料である堆肥の需要が高まっているので 39）、今後はメタン発酵処理に変わって

堆肥化処理が酒量と主流になると考えられる。この場合、地域によっては耕畜連携が成り立たずに尿汚水の処理が必要

となる。確かに排水水質基準は規定されているが、それに見合う充分な処理技術が存在しているかという大きな問題が

あるように見受けられる。もし、処理技術開発が排水管理規制と同時並行で実施されるようであれば、今後の一定期間

において畜産排水は大きな汚濁負荷源と成り得る。

　中国における将来の汚濁負荷排出量を検討する上では対策技術や対策オプションに関する検討はもちろん重要である

が、中国のような計画経済を基本とした国では、国の 5 ヶ年計画が様々な施策に与える影響を考慮する必要がある。中

国では 1996 年に開始された第 9 次 5 ヶ年計画から水質汚濁物質として COD の削減目標が掲げられたが、目標が達成

されたのは削減目標の達成を担当行政官の人事考査に加える拘束性指標とした第 11 次 5 ヶ年計画期間（2006 年～ 2010

年）からで、続く 2011 年～ 2015 年までの第 12 次 5 ヶ年計画期間でも達成が継続された。また、排水管理規制に関し

て中央の政策を地方の下部組織まで質を保って浸透させるために環境保護法の改正や水十条の制定が行われ、その効果

が期待されている。一方で 2000 年代に激しい水質汚濁による住民被害を経験した淮河流域の農村地域では地域の経済

発展と環境の改善を両立するために NGO が仲立ちとなって排水管理に関する情報公開を企業から積極的に進めた事に

より、加害者と被害者の関係を越えた地域住民と企業の共存関係が強化された事例も報告されている 40）。したがって、

今後の汚濁負荷を検討する上ではこのような我が国では考えにくい、あるいは経験したことのないインセンティブが汚

濁負荷削減に作用する事実も踏まえた検討が必要と考える。

（4）対策（負荷削減）シナリオの設定とその効果予測

　長期環境保全・改善に向けた陸域・海域統合環境管理を行うためには、今後の経済成長によって陸域の水質汚濁負荷

発生量がどれだけ増えるのか、どのような負荷削減策が有効であるのか、それによって陸域の負荷発生量、ひいては海

域への負荷流入量がどう変化するかを予測する必要がある。（2）で述べたとおり、2030 年の中国における COD 発生負

荷量は現在の 2.9 倍に増加すると予測された。この結果は、水処理技術が現在の状況と変わらないことを前提としたも

のであり、将来の中国社会における最大の負荷発生量と見なすことができる。本研究では、この将来の負荷発生量が具

体的にどこまで削減可能であるかを議論する。具体的には、将来の中国社会において産業系の水処理に現在の日本の技

術が普及した場合を想定し、その条件の下で将来の負荷発生量を推計する。ここでは、この負荷推計条件を対策シナリ

オ（JPN）、比較対象である（2）の条件をなりゆきシナリオ（BaU）と呼称する。日本の排水処理技術は、高度経済成

長にともなって著しく悪化した水質を大きく改善した実績があること 41）、現在中国の環境部門への技術移転が盛んであ

ること 42）から、将来の中国社会において有効かつ実現可能な対策になり得るものと推察される。さらに、中国政府が

定めている排水基準が達成されたとき（便宜上、CHN シナリオと呼ぶ）の発生負荷量を求め、推計結果の比較を通じて、

中国政府が目標に掲げている水環境施策に対して JPN による負荷削減がどれくらい有効であるかを考察する。
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　JPN および CHN シナリオの負荷推計には、BaU と同様に、式 5 および AIM/CGE [China] の省別産業別産出額の予測

値を用い、排出係数を次のようにシナリオごとに設定した。JPN シナリオの COD 排出係数は、日本の統計資料に基づ

き、工業系は環境省「平成 23 年度水質汚濁物質排出量総合調査」から整理した産業別排水濃度の 2010 年の実績値を、

その他の産業は国土交通省「流域別下水道整備総合計画調査　指針と解説」の値を用いた。CHN シナリオでは、工業

系は中国の排水基準である「汚水総合排出基準」の最も厳しい第一級基準 43）を、9 産業（2 石炭採掘・選鉱業、4 その

他の鉱採掘・選鉱業、5 食品製造業、6 繊維工業、7 製紙業、8 石油精製、9 化学工業、11 金属製錬・圧延加工業、12

金属製品業、数字は表 4 の産業番号を意味する）については業種別排水基準の厳しい値を参照した。農業およびその他

の産業については、工業系のような排水基準が具体的に設定されていないため、BaU シナリオで用いた第 12 次 5 ヵ年

計画で設定された原単位および日本の面源原単位を用いた。TN、TP の排出係数については、JPN では COD の排出係

数と同じ日本の統計資料の原単位・排水濃度を、CHN については個々に排水基準が設定されているのでそれらを用い

た。

　2030 年の中国全体における JPN の COD 発生量は、BaU の 2.5 億トンに対して、1.2 億トンとなり、BaU の 52％に相

当する 1.3 億トンの削減ポテンシャルが見込まれた。BaU と JPN の農業、工業、その他の産業別発生量を比較すると、

農業は BaU の 0.95 億トンに対して JPN は 0.93 億トン、工業では 1.5 億トン（BaU）に対して 0.25 億トン（JPN）、そ

の他は 0.07 億トン（BaU）に対して 0.02 億トン（JPN）となり、とくに工業部門での削減効果が高い（図 59）。これ

は将来の工業系の経済比率が高くなると同時に、BaU と JPN の排出係数に大きな差がある、すなわち工業系の対策効

果が大きいことに起因する。なお、図 59 において CHN の農業とその他（建設業、運輸業、サービス業）の発生量が

BaU と同じ値になる原因は、前述のとおり、データの制約上、農業およびその他の産業の排出係数が BaU と同じ値を

用いたためである。

　CHN シナリオの COD 発生量は中国全体で 1.3 億トンとなり、わずかながら JPN よりも上回る推計結果となった。省

別に見ても、全ての省において JPN の削減ポテンシャルは CHN を上回っており（図 60）、とくに域内産出額の高い東

部沿岸部や華東・中南地方で顕著であった。これらの結果は、日本水準の技術が普及した場合、総発生量の視点からは

中国政府が掲げる目標が全ての省で達成可能であることを示唆するものである。

　中国における水質汚濁負荷の効果的な削減策を検討するため、将来負荷シナリオを構築し、シナリオ毎に 2030 年ま

での発生負荷量を産業別省別に予測した。その結果、将来的に工業部門が産出額の多くを占めると予測される中国で

は、日本の標準的な技術が普及することで工業系の発生量を大幅に抑制できること、さらにその値は中国の最も厳しい

排水基準を全国総量および省別総量で満たすことが示された。

（5）長江流域からの汚濁負荷流出量の将来変化予測

　東アジアにおける陸域・海域統合環境管理に資する基礎的知見を得ることを目的として、将来シナリオに基づいて求

められた産業系からの水質汚濁負荷発生量の変化が長江流域からの栄養塩流出量および東シナ海の環境・生態系に及ぼ

す影響を、2.2.1 節および 2.2.2 節で構築した陸域水・物質循環モデルおよび海洋流動・生態系モデルを用いて、定量的

に予測した。

　前述の（2）および（4）で求めた将来シナリオの負荷発生量を参考にして、陸域水・物質循環モデル SWAT を用い

て中国 GDP が約 7 倍に成長した 2030 年の長江流域から東シナ海への栄養塩流出量を予測した（図 61）。なお、降水を

はじめとする気象条件および土地利用条件には 2.2.1 の再現計算で用いた 2000 ～ 2010 年のデータを与えた。なりゆき

シナリオ（BaU）における TN および TP の年間流出量は、それぞれ現在（2005 年）の約 1.9、1.7 倍になり、N/P 比（モ

ル比）は 38 から 43 へと増加した。一方、対策シナリオ（JPN）では TN および TP の年間流出量は現在の約 1.0、1.2

倍に留まり、N/P 比も 38 から 30 とわずかながら改善が見られた。

　得られた SWAT の TN・TP 流出量を海洋流動・生態系モデルに与え、東シナ海の環境・生態系の将来変化を予測した。

海洋環境・生態系の将来予測はプロジェクト 1 と協働して大気窒素沈着の影響も加味して行ったため、その結果と考察

については 2.3.2 で詳述する。
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図 60　COD の削減ポテンシャル

図 59　2030 年のシナリオ別負荷発生量
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（6）まとめ

　東アジアの広域海洋環境の保全・改善の施策検討の基礎として、経済モデル AIM/CGE による中国省別・産業別総産

生額の将来予測を入力条件とした中国陸域の水質汚濁負荷の発生量ならびに長江経由の東シナ海への汚濁流出量の予測

手法の開発、ならびに 2030 年までの陸域・海域環境の予測を行った。将来予測シナリオとして中国政府が第 12 次 5 カ

年計画等で産業別に設定した排水規制を完全達成する「中国規制達成シナリオ」（CHN）ならびに現在の日本の水準ま

で各産業の排水処理技術が進んだ「日本水準シナリオ」（JPN）を設計し、これらの対策シナリオの効果を基準シナリ

オ（BaU）評価した。

　AIM/CGEによると2030年における中国産業の総産出額は、現在（2000年代前半）の約4倍に達すると予測されている。

この経済成長条件において、現在の排水処理レベルを条件としたケース（基準シナリオ BaU）では TN、TP 発生量は

それぞれ 2.4 倍、2.5 倍に増加すると推算された。それに対して日本水準シナリオ（JPN）では、TN、TP 発生量がそれ

ぞれ 1.2 倍、1.3 倍の増加に留まり、日本並みの点源負荷削減技術が普及すれば、今後の急増することが見込まれる工

業系の負荷を十分抑制できる上、中国政府が掲げる基準・目標を概ね達成できることが示唆された。これら負荷発生量

の予測結果を水物質循環モデルに入力した結果、2030 年の長江経由で東シナ海に流出する TN・TP 負荷量は、BaU で

は現在の約 1.9 倍、JPN では約 1.1 倍と推計された。得られた流出負荷を 3 次元流動・生態系モデルに与えて東シナ海

の水質・低次生態系シミュレーションを行った。海域の結果は次章 2.3 において詳述する。
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2．3　大気・海洋モデルを統合した東シナ海環境の将来予測（プロジェクト 1、2 連携）

（1）目的と経緯

　急速な経済成長を続けている東アジアでは、様々な人間活動を通して環境に負荷を与える物質が排出され、その結果

として、健康被害をも引き起こす深刻な大気汚染や水質汚濁が各所で発生している。近年の中国をはじめとしたアジア

の大都市域における深刻な微小粒子状物質（PM2.5）の高濃度インシデントに関連してわが国においても多くの人々に

認識されてきたように、東アジアにおける近年の環境汚染は、決して特定の国の内部で完結する問題ではなく、環境負

荷物質が大気や海洋の循環に伴って広域に輸送されるため、わが国を含めた複数国にまたがる大気環境問題、水（海洋）

環境問題としてとらえる必要がある。また、大気環境問題と水環境問題とがそれぞれ独立ではなく、密接に関連するこ

とによって複合的な環境問題が発生している場合のあることにも注意が必要である。本研究プログラムでは、そのよう

な問題の中でも、2.1 節に示した東アジアのマルチスケール大気汚染の研究と、2.2 節に示した東シナ海・日本近海の

海洋環境に対する人為影響の研究をベースにして、大気環境と陸域・海洋環境問題に共通した環境負荷物質である反応

性窒素に着目し、東シナ海の海洋環境変動や将来予測に関する研究を行った。東シナ海を取り巻く環境を考えた場合、

反応性窒素としては、農業をはじめとする様々な人間の経済活動に伴って硝酸イオン（NO3
－）やアンモニウムイオン 

（NH4
＋）として長江などの河川に排出されたものが流域圏で集積されて東シナ海に流入していくものに加えて、同じく

人間の各種活動により NOx や NH3 といったガスとして大気に排出された後に大気中での化学反応を受けて粒子化する

などして東シナ海に沈着するものを考える必要がある（図 62）近年、大気中の粒子状物質に含まれる NO3
－と NH4

＋の

乾性・湿性沈着による大気から東シナ海への流入量が数値モデルなどを用いて評価され、その大きさが長江によって東

シナ海に共有される量に匹敵するのではないかとの試算がなされている 1, 2）。そこで、本研究プログラムでは、2.2 節で

詳述した陸域水・物質循環モデルと海洋流動生態系モデルの連携に 2.1 節の大気化学輸送モデルを加えることにより、

大気－海洋における反応性窒素の広域環境動態を予測するシステムを構築し、それを用いて現状における反応性窒素の

広域動態を評価した。また、同システムを用いて、将来の大気汚染や地球温暖化への対策が東シナ海の環境に与える影

響を評価した。

図 62　大気と海洋にまたがる反応性窒素による広域環境影響の模式図
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（2）方法

　2.2.2 節で紹介した海洋流動生態系モデルに対して、2.2.1 節で紹介した陸域水・物質循環モデルで算定される長江流

域圏から東シナ海への窒素（およびリン）の流入量と、2.1.3 節の大気化学輸送モデルによって計算される、大気から

東シナ海に沈着する粒子状物質中の窒素量を入力データとして整備し、大気－海洋における反応性窒素の広域動態を予

測するシステムを構築した（図 63）。本研究では、まず a）上記システムを活用して、2.1.3 節で紹介した過去から現在

（2000 ～ 2010 年）にかけての東アジア大気質再現実験で得られた大気から海洋への窒素沈着量の変化に対する東シナ

海の環境・生態系の応答を評価した。続いて、b）本システムを活用した将来予測を実施するため、社会環境システム

研究センターと協働してアジア地域・中国の社会経済シナリオの共通化を図るとともに、それに基づいて大気汚染と水

質汚濁の対策（負荷削減）シナリオを構築し、それぞれの発生負荷量を推計した（図 63）。得られた発生負荷量を上記

システムに与え、東アジアにおける大気・海洋の統合的環境管理に向けた将来予測シミュレーションを実施し、大気汚

染・水質汚濁の対策シナリオの効果評価を行った。

a） 大気窒素沈着量の過去の経年変化が東シナ海の環境・生態系に及ぼす影響

　初夏の東シナ海陸棚域における一次生産の栄養塩環境は基本的にリン律速であるため、一次生産の総量に限れば大気

窒素沈着量の経年変化の影響は小さいと考えられる。しかし、2.2.2 節（7）で述べたように、近年の初夏の東シナ海陸

棚域における渦鞭毛藻の優占的出現の頻発化は海水の N/P 比の上昇が原因であることが示唆されており、大気窒素沈着

量の増加は植物プランクトンの種組成の変化、すなわち渦鞭毛藻の優占的出現を促進する可能性がある。

　本研究では、2.1.3 節に示した大気化学輸送モデルによる過去再現シミュレーション結果を活用し、2000 ～ 2010 年

の大気窒素沈着の経年変化が初夏の東シナ海陸棚域の一次生産に及ぼす影響について、2.2.2 節で詳述した海洋流動・

生態系モデルを用いて数値実験を行った。大気窒素沈着量の変化による一次生産への影響を抽出するため、海洋の初期

条件は 2.2.2 節（6）の再現計算で得られた 2006 年 1 月 1 日の結果とし、2006 ～ 2010 年の気象場・河川流出・外洋境

界条件のもとで、大気窒素沈着量の条件のみを変えて、海洋流動・生態系の数値シミュレーションを実施した。気象場

には JRA-55、外洋の潮汐、水温・塩分、栄養塩の境界条件にはそれぞれ NAO.99b、FRA- JCOPE2、WOA09、長江か

らの淡水・栄養塩流出量には SWAT による計算結果を与えた。大気からの窒素沈着量は 2000、2005、および 2010 年の

再現計算結果を用い、それぞれ 1 時間ごとの 1 年間の時空間分布を 5 年間繰り返し与えたが、それらへの対照実験とし

て窒素沈着を全く与えない場合の計算も実施した。なお上記の数値実験では、計算に与えた 2006 ～ 2010 年の JRA-55

の気象場と大気化学輸送シミュレーションの乾性・湿性沈着の背景気象場が必ずしも整合していないという問題がある

ことを付記する。

図 63　�大気・海洋モデルの連携による広域環境動態予測システムの概要と
同システムを用いた大気・海洋広域環境の将来予測フロー
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b）将来の大気汚染・水質汚濁対策が東シナ海の環境・生態系に及ぼす影響

　将来のアジア地域における大気汚染対策（2.3.1 節参照）および中国における水質汚濁対策（2.2.3 節参照）が大気窒

素沈着および河川流出を通じて東シナ海の環境・生態系に及ぼす影響を数値シミュレーションで評価した。将来シナリ

オは、2030 年を対象とした、大気と水それぞれにおける“なりゆき”と“対策”（水質汚濁の対策シナリオは JPN シナリオ

を採用）の 2 シナリオとし、これらを組み合わせた計 4 種類のシナリオを解析対象とした。なお、気象、河川流出、海

象など将来の背景物理場はいずれも 2005 年 1 ～ 12 月のものを使用している。それぞれの将来シナリオによる大気汚染

物質と水質汚濁負荷の発生量を与えた大気化学輸送モデルおよび陸域水・物質循環モデルによるシミュレーションを実

施することにより、シナリオごとの大気窒素沈着量および長江流域からの汚濁負荷流出量を求め、海洋流動・生態系モ

デルの入力条件とした。海洋流動・生態系シミュレーションは、いずれのシナリオも初期条件は 2.2.2 節（6）の再現計

算で得られた 2005 年 1 月 1 日の結果とし、2005 年 1 ～ 12 月の大気窒素沈着量、汚濁負荷流出量、および気象・海象

条件を 5 年間繰り返し与えた。

　大気汚染物質の発生量に関する将来シナリオは以下のように作成した（水質汚濁負荷の発生量に関する 2 つの将来シ

ナリオは、2.2.3 節（4）を参照のこと）。まず、両シナリオの基礎となる社会経済シナリオは、水質汚濁負荷の発生量

に関する将来シナリオと同様に、社会システム・制度・技術等の変化に慎重で、社会変革にかかるトランジションコス

トを気にかける社会である従来発展型社会（Conventional Society: CNV）シナリオを採用した。次に、これをベースと

して、国立環境研究所／社会環境研究センターを中心に開発された応用一般均衡モデル AIM/[Global] により、温暖化

対策・大気汚染対策の強化を行わない場合の“なりゆき”と、2050 年に温室効果気体（GHG）の排出量を 1990 年比で半

減させることを目標とした温暖化対策に加えて、我が国並みの大気汚染対策を広く東アジア各国に適用した場合の“対

策”の二つのシナリオにおける活動量が推計され、それぞれのシナリオにおける 2005 年から 2030 年の活動量の変化を

使って、2.1.3 の過去再現シミュレーションで用いた 2005 年の人為起源大気汚染物質排出量データ（REASv2.1）の活

動量を外挿し、それぞれのシナリオにおける 2030 年の活動量を求めた。これらの活動量に対して、なりゆきシナリオ

の場合は、各国の 2005 年レベルの排出係数を用いて各大気汚染物質の排出量を算定する一方、対策シナリオの場合は、

途上国と先進国（日本、韓国、台湾）に分けて排出係数の設定を行った。途上国については、日本の 2005 年レベルの

排出係数を採用したが、先進国については、自動車起源には、環境省による日本の将来排出量推計における設定の平均

排出係数を用い、その他の発生源に対しては、IIASA/GAINS モデルよって推計された東アジアにおける大気汚染対策

の強化シナリオを考慮した係数を用いた。

（3）結果と考察

a） 大気窒素沈着量の過去の経年変化が東シナ海の環境・生態系に及ぼす影響

　大気化学輸送モデルで得られた過去再現シミュレーション結果によると、2000 年から 2010 年にかけて華北平原を

中心とした中国東部において、PM2.5 中の NO3
－と NH4

＋の増加が顕著となっている。（図 64）。同地域では、これらに

加えて、PM2.5 中の硫酸イオン（SO4
2－）や黒色炭素粒子（Black Carbon: BC）の量も顕著に増加しており、PM2.5 全体と

して華北平原平均で約 42％もの濃度増加があり、そのうちの約 70％を NO3
－と NH4

＋の増加が占めている。こうした変

化と整合的に、渤海・黄海・東シナ海北部の中国沿岸寄りで顕著な大気から海洋への窒素沈着の増加傾向が見られた 

（図 65）。本研究の解析対象海域への 2010 年の年間窒素沈着量（146 Gmol/year）は、2000 年のそれ（99 Gmol/year）の約 1.5

倍に増加しており、SWAT で推計された長江流域からの年間窒素流出量（130 Gmol/year）に匹敵した。単位面積当たり

の窒素沈着量は、最も多い長江河口周辺において 0.30 ～ 0.37 mol/m2/year（＝ 4 ～ 5 kg-N/10a/year）であり、そのオーダー

は日本の年間水田施肥量に相当した。季節別には冬季から春季にかけての窒素沈着量が夏季・秋季に比べて大きくなる

という傾向が見られた（図 66）。

　大気窒素沈着の増加量は、海域全体の窒素現存量と比較すると無視できる程度の量ではあるが、表層海水の N/P 比を

上昇させた（図 67）。一次生産の栄養塩環境の指標として N/P ＝ 16（mol/mol）の Redfield 比 3）が汎用されるが、溶存

無機態の窒素（DIN）とリン（DIP）の 16 倍の差（DIN-16DIP）が正であれば一次生産にとって窒素が相対的に豊富な
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図 64　�大気化学輸送シミュレーションで得られた粒子状物質中の硝酸イオン（NO3
-：左）と

アンモニウムイオン（NH4
＋：左）年平均地表濃度の 2010 年と 2000 年の差（µg/m3）

図 65　大気化学輸送シミュレーションで得られた窒素沈着量（（a）～（c）過去再現、（d）（e）将来予測）。

図 66　解析対象（東シナ海周辺）海域への月別窒素沈着量の過去再現・将来予測結果。
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リン律速、負であればリンが相対的に豊富な窒素律速といえる。窒素制限の海域に大気から窒素が供給されると、一次

生産が増加し、それに伴って海水中のリンが消費されるため、やがてはリン制限の海域にシフトする。長江河口域・陸

棚中央部はリン制限、その周辺海域は窒素制限であるが、大気窒素沈着の増加によって、窒素が豊富なリン制限の海域

が増加していることが確認された（図 67）。窒素制限からリン制限への移行は韓国南部・対馬海峡周辺海域で顕著に見

られるが、この傾向は既報の観測研究 4）と整合するものであった。

　いずれの沈着条件においても初夏の陸棚域亜表層に渦鞭毛藻の優占的出現が解析結果に認められた（図 68）。海面～

50 m 深の渦鞭毛藻の現存量は、大気沈着量が多くなるほど増加することは当然の結果であるが、その影響は陸棚中央

部で最も顕著であり、海流に沿って北東方向に拡大する様子が窺えた。一方、大気窒素沈着による珪藻の現存量への影

響は、無視できるほどであり、渦鞭毛藻の優占化により逆に減少する海域も存在した。近年の東シナ海陸棚域における

N/P 比の増加および渦鞭毛藻の優占化は、長江流域からの汚濁負荷流出量の変化のみでなく、大気窒素沈着の増加も原

因の一つであることが示唆された。

図 68　�大気窒素沈着量の変化による、珪藻（上段）・渦鞭毛藻（下段）のクロロフィルa 現
存量（計算開始 2 年目 2007 年 7 月平均の海面～ 50m 深の鉛直積分値）への影響。

図 67　大気窒素沈着量の変化による海洋表層の栄養塩構成（DIN-16DIP）への影響（計算開始 2 年目 2007 年 7 月 1 日）
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b）将来の大気汚染・水質汚濁対策が東シナ海の環境・生態系に及ぼす影響

　図 69 は、現状（2005 年）および二つの将来シナリオ（2030 年）における、アジア全域の NOx 大気排出量について

比較したものである。全ての場合で中国が最大の寄与を示しており、なりゆきシナリオでは、アジアの NOx 総排出量

が約 2.6 倍増加するのに対して、中国は 2.8 倍、インドを含む南アジアで 3.1 倍、東南アジアで 2.2 倍などとなっており、

中国を除く東アジアでは 1.4 倍と若干排出量の増加が小さく評価されている。なりゆきシナリオで NOx の排出量が現状

に比べて大幅に増加した主な原因は、排出係数に各国の 2005 年レベルの値を用いたことであり、この排出係数を用い

る限り、活動量として対策シナリオの 2030 年の値を用いたとしても、やはり大幅な NOx 排出量の増加は避けられない

ことが確認されている（図略）。一方、対策シナリオでは、低い排出係数を設定したことが奏功して、アジアの NOx 総

排出量は約 0.9 倍になり、中国の排出量はほぼ横ばい（1.0 倍）、その他の地域における排出量は 0.5 ～ 0.9 倍程度に減

少すると評価された。中国の排出量が横ばいに留まってしまうのは、自動車からの NOx 排出の伸びが、その他の排出

部門からの NOx 排出の減少をほぼ相殺してしまっているためである。

　図 70 には、それぞれの将来シナリオによる大気汚染物質の排出量を大気化学輸送モデルに与えて計算した、粒子状

物質中の NO3
－と NH4

＋（窒素を含む無機イオン）の和を、2005 年想定の計算結果からの差として示した。なりゆきシ

図 69　2005 年および各将来シナリオにおける 2030 年のアジア域における NOx の将来排出量推計結果の比較

図 70　将来シナリオを用いて計算された粒子状物質中の含窒素無機イオン（NO3
- と NH4

＋の和）の年平均濃度と
2005 年計算との差（µg/m3）。左：なりゆきシナリオ－ 2005 年、右：対策シナリオ－ 2005 年。
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ナリオの場合は、図 64 に示した 2000 年から 2010 年にかけての NO3
－、NH4

＋の変化と似て、華北平原とその周辺の海

域（渤海、黄海など）や四川盆地において顕著な増加がみられる。一方、対策シナリオの場合は、その反対に華北平原

や四川盆地を中心に NO3
－と NH4

＋の和が減少していることが分かるが、減少の幅は、なりゆきシナリオに伴う増加の幅

よりずっと小さくなっている。将来シナリオの違いによる、東アジア各地域での大気質の変化を見るため、代表的な大

気汚染物質として PM2.5 とオゾン（O3）を取り上げ、それらの地域で平均した地表濃度の年平均値が、2005 年想定の計

算結果に比べてどの程度変化したかを図 71 に示した。2005 年レベルからの相対的な変化としてみた場合、図 71 に示

した 3 地域（華北平原、朝鮮半島、日本中央部）における変化は、シナリオ毎・物質毎にそれぞれとても似通っている

ことが分かる。なりゆきシナリオの場合、PM2.5、O3 ともに 2005 年に比べて増加するが、その増加率は PM2.5 の方が大

きく、各地域で 1.5 倍を超えてしまう一方、O3 の増加率は約 1.2－1.3 倍程度にとどまる。対策シナリオの場合には、O3

濃度はどの地域でもほとんど変化せず現状を維持しているが、PM2.5 濃度は、2005 年レベルの半分程度に減少し、大き

な削減効果を期待できることが分かった。

　大気化学輸送モデルにより得られた将来の東シナ海周辺海域への年間窒素沈着量は、なりゆきシナリオおよび対策シ

ナリオそれぞれ 228、124 Gmol/year であり、2005 年（128 Gmol/year）の約 1.8、0.97 倍であった。なりゆきシナリオで

は、過去再現の結果と同様に、渤海・黄海・東シナ海北部の中国沿岸寄りで窒素沈着量が顕著に増加すると予測された 

（図 65（d））が、対策シナリオでは、顕著に経済成長しているにも関わらず、現状（2005 年）程度の窒素沈着量に留ま

ることが確認された（図 65（e）および図 66）。陸域水・物質循環モデルで得られた東シナ海への汚濁負荷流出量につい

ては、2.2.3 節（5）で詳述したように、なりゆきシナリオの TN、TP はそれぞれ現状（2005 年）の約 1.9、1.7 倍、対

策シナリオの TN、TP は現在の約 1.0、1.2 倍であった。

　海洋流動・生態系モデルにより得られた海洋表層 DIN-16DIP および渦鞭毛藻現存量の結果（図 72 および図 73）に

よると、なりゆきシナリオでは大気沈着および河川流出による窒素流入量が著しく増加するため、リン制限（相対的に

窒素が豊富）の海域が現在よりも顕著に広がり、初夏の陸棚域における渦鞭毛藻の優占化もより一層強まると予測され

た。一方、大気と水双方の対策を講じた場合には、現在よりも陸棚域のリン制限海域が減少し、渦鞭毛藻の優占的出現

も抑制された。大気・水ともに対策シナリオは日本並みの排ガス処理・汚水処理技術を適用したことを想定したもので

あるため、我が国の対策技術がアジア地域に普及すれば、局地的な大気汚染・水質汚濁問題の解決のみならず、より広

域な東シナ海の環境・生態系の保全・改善にも繋がることが示唆された。また、大気と水いずれか一方の対策シナリオ

のみを適用した場合の結果は、どちらも現在よりリン制限海域が増加し、渦鞭毛藻の優占化が促進されることを示して

おり、東シナ海の環境・生態系の保全・改善には大気と水の双方の対策が重要であることが示された。

図 71　�華北平原（左）、朝鮮半島（中）、日本中央部（右）で平均した、地表 PM2.5（上段）と O3（下段）年平均濃度の変化（2005
年値を 1 とした相対値）。青：現在（2005 年）、ピンク：なりゆきシナリオ（2030 年）、緑：対策シナリオ（2030 年）。
平均を取った地域は図 70 左図内の枠で表示。



─ 73 ─

図 72　海洋表層の栄養塩構成（計算開始 5 年目 6 月平均の DIN-16DIP）の将来シナリオ間比較。

図 73　渦鞭毛藻クロロフィル a 現存量（計算開始 5 年目 6 月平均の海面～ 50m 深の鉛直積分値）の将来シナリオ間比較。
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坂東　博 （大阪府立大学） （平成 23 ～ 27 年度）

畠山史郎 （東京農工大学） （平成 23 ～ 27 年度）

元木　靖 （立正大学） （平成 23 ～ 27 年度）

樋口正信 （国立科学博物館） （平成 23 ～ 27 年度）

宮脇博巳 （佐賀大学文化教育学部） （平成 23 ～ 27 年度）

山口富美夫 （広島大学大学院理学研究科） （平成 23 ～ 27 年度）

須田隆一 （福岡県保健環境研究所） （平成 23 ～ 27 年度）

濱村研吾 （福岡県保健環境研究所） （平成 23 ～ 27 年度）

石間妙子 （福岡県保健環境研究所） （平成 26 ～ 27 年度）

山本哲也 （広島県立総合技術研究所保健環境センター） （平成 23 ～ 27 年度）

西本　孝 （岡山県自然保護センター） （平成 23 ～ 27 年度）

山口高志 （北海道立総合研究機構環境科学研究センター） （平成 23 ～ 27 年度）

相原敬次 （神奈川県自然環境保全センター） （平成 23 ～ 25 年度）

武田麻由子 （神奈川県環境科学センター） （平成 23 ～ 24 年度）

小松宏昭 （神奈川県環境科学センター） （平成 23 ～ 24 年度）

松本文雄 （岩手県環境保健研究センター） （平成 23 ～ 24 年度）

家合浩明 （新潟県保健環境科学研究所） （平成 25 ～ 27 年度）

遠藤朋美 （新潟県保健環境科学研究所） （平成 25 ～ 27 年度）

中島春樹 （富山県森林水産総合技術センター森林研究所） （平成 25 ～ 27 年度）

和田　覚 （秋田県森林技術センター） （平成 25 年度）

松田健太郎 （静岡県環境衛生科学研究所） （平成 25 年度）

金子智英 （静岡県環境衛生科学研究所） （平成 26 ～ 27 年度）

佐瀬裕之 （（財）日本環境衛生センターアジア大気汚染研究センター） （平成 26 ～ 27 年度）

山下尚之 （（財）日本環境衛生センターアジア大気汚染研究センター） （平成 26 ～ 27 年度）

内田暁友 （斜里町立知床博物館） （平成 26 ～ 27 年度）

浅沼孝夫 （有限会社ククマシステムデザイン） （平成 26 ～ 27 年度）

河野公亮 （大分県衛生環境研究センター） （平成 27 年度）

國永知裕 （福井県自然保護センター） （平成 27 年度）

水谷瑞希 （信州大学教育学部附属志賀自然教育研究施設） （平成 27 年度）
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　［C　協力研究者］

定永靖宗 （大阪府立大学） （平成 23 ～ 27 年度）

林　政彦 （福岡大学） （平成 23 ～ 27 年度）

原圭一郎 （福岡大学） （平成 23 ～ 27 年度）

西田千春 （福岡大学） （平成 23 ～ 27 年度）

　［D　海外協力研究者］

宋　献方 （中国科学院 地理科学・資源研究所） （平成 23 ～ 27 年度）

雷　阿林 （長江水利委員会  長江水資源保護研究所） （平成 23 ～ 27 年度）

張　　遠 （中国環境科学研究院 水環境研究所） （平成 23 ～ 27 年度）

1.2　研究課題と担当者

　　　プロジェクト 1「観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価」

（1）大陸規模モニタリングによる半球規模大気汚染の時空間変動の解明

　　谷本浩志・猪俣　敏・岡本祥子・池田恒平・工藤慎治・須藤公子・向井人史・町田敏暢

（2）アジア地域における包括的観測による日本への越境大気汚染の実態解明

　　高見昭憲・佐藤　圭・清水　厚・伊禮　聡・三好猛雄・三澤健太郎・吉野彩子・上田佳代

（3）モデルシミュレーションによる汚染機構の解明と影響・対策評価

　　大原利眞・永島達也・森野　悠・五藤大輔・野口宰良・清水英幸・岩元美有記・山本卓也・蔣　香旭・

　　小林祥子・青野光子

　　　プロジェクト 2「広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明」

（1）長江流域圏から東シナ海への汚濁負荷量の予測手法の開発

　　王　勤学・肖　慶安

（2）東シナ海陸棚域の生態系劣化機構の解明

　　越川　海・東　博紀・牧　秀明・古市尚基

（3）陸域・海域統合環境管理に向けた陸域負荷削減シナリオの検討と海域環境の応答予測

　　村上正吾・水落元之・岡寺智大・秋山千亜紀
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なし．

菅田誠治（2013）PM2.5 の概況と今後の見通し．NPO 法人環境ベテランズファームセミナー，なし．

Sugata S. (2013) Understanding of the actual state of PM2.5 in Japan based on the observation network. 54th annual meeting 
of the Japan Society for Atmospheric Environment, Abstracts, 110-111.

菅田誠治（2014）PM2.5 は増えているのか？心配なのか？．日本気象学会関西支部第 36 回夏季大学，同テキスト，
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高見昭憲，伊禮聡，坂本哲夫，村野健太郎，畠山史郎，吉野彩子，坂東博，定永靖宗，三澤健太郎，藤井正明（2011）
長崎福江島における微小粒子の観測．大気環境学会第 52 回年会，第 52 回大気環境学会年会講演要旨集，512．
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